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はじめに 

 

（１）「京都府総合計画・京都府地域創生戦略」実施状況報告書について 

 
 

本報告書は、京都府行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例第４条

第２項の規定に基づく府議会への報告として、令和元（2019）年 10 月に策

定した府政運営の指針となる「京都府総合計画」の実施状況等をとりまとめ

たものである。 

また、「京都府地域創生戦略」については、「都道府県まち・ひと・しごと

創生戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について」（平成

27年 12月 24日付け内閣府通知）により、効果検証の段階において、議会に

おける審議が重要とされていることから、達成状況をとりまとめたものであ

る。 

 

   

（２）マネジメントについて 

 

  ■京都府総合計画 

  「京都府総合計画」は、長期的な展望にたった将来構想（20年後に実現し

たい京都府の将来像）を示している。この将来像を実現するために、府民の

皆様と手を携え総力を結集して取り組むとともに、基本計画によって具体的

に示した方策により、実効性を持って進めていくこととしている。 

 

基本計画には、実施状況を把握するための数値目標を掲げており、計画の

推進に当たっては、数値目標の達成状況を継続的に把握するとともに、府民

の意識等を反映し、多角的な視点で振り返りを行うことにより、成果や課題

を次の展開につなげ（ＰＤＣＡサイクル）、本計画に掲げた京都府の将来像

の実現をめざすこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗状況の確

認、府民意識調

査の実施、点

検、分析、評価 

点検、分析、評

価結果により

方策をブラッ

シュアップ 

（必要に応じて）

次年度の予算

に反映 
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「京都府総合計画」の構成  

 

○将来構想 

概ね 20年後の令和 22（2040）年を展望し、実現したい京都府の将来像

を理念的に示したもの 

 ○基本計画 

府民、地域、企業等と連携し、横断的に取り組む「府民協働で取り組む

きょうとチャレンジ」、地域に着目した「エリア構想」、全体を分野別に体

系化した「分野別基本施策」の３つの視点で構成し、概ね４年間の取組を

示したもの 

○地域振興計画 

山城・南丹・中丹・丹後の広域振興局ごとに、各地域の資源や特性を生

かした地域振興策を示したもの 

 

  ＜基本計画及び地域振興計画の期間＞ 

令和元(2019)年 10月２日から令和５（2023）年度末まで 

 

 

  ■京都府地域創生戦略 

    第２期「京都府地域創生戦略」は、国の第２期「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」も踏まえつつ、「京都府総合計画」に掲げた 2040年に実現した

い将来像“一人ひとりの夢や希望が全ての地域で実現できる京都府”をめざ

して地方創生に取り組むこととしている。 

 

各基本目標等における数値目標、重要業績評価指標（ＫＰＩ）に基づき、

取組の効果を毎年客観的に検証し、府内全ての地域で取組の効果が現れるよ

う、社会経済情勢や府内の状況変化に対応した戦略の見直しを行い、絶え間

なく施策のイノベーションに取り組むこととしている。 

 

「京都府地域創生戦略」の構成  

 

○ 基本目標 

１ 結婚・出産・子育ての希望がかなう、子育てにやさしい社会をつくる 

２ 地域経済を活性化させ、仕事をつくる 

３ 人々を 惹きつけ、京都への新しい人の流れをつくる 

４ それぞれの個性を生かした魅力と活力のある地域をつくる 

○ 横断的な目標 

１ 多様な人材の活躍を推進する 

２ 新しい時代の流れを力にする 

 

  ＜戦略の実施期間＞ 

令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間 
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１ 基本計画 
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「子育て環境日本一」きょうとチャレンジの取組状況 
 

【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 

（2018年度） 

目標数値 

（2023年度） 

参考年間 

目標 

実績数値 

（達成率：％） 

住んでいる地域が、子ども

が育つのに良い環境だと

思う人の割合 

％ 
82.6 

（2019年度） 
90.0  90.0 

81.1 

(90.1) 

子育てに喜びや楽しみを

感じている親の割合 
％ 

96.0 

（2019年度） 
96.0以上 96.0以上 

96.3 

(100.3) 

子育て環境日本一に向け

た職場づくり行動宣言を

行った企業数（累計） 

社 ― 1,500  600 
677 

(112.8) 

子育ての悩みを気軽に相

談できる人がいる親の割

合 

％ 
89.5 

（2019年度） 
90.0以上 90.0以上 

90.4 

(100.4) 

 

【令和２年度実績】 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

① 1 

子育て環境日本一に向けて京都で活

躍する有識者等で構成する「きょう

と子育て環境日本一サミット(仮

称)」を設置し、子育て環境「共同

声明」を発信します。 

令和２年度に予定していた「きょうと子育て環境日

本一サミット」の設置及び「共同声明」の発信につ

いては、新型コロナウイルス感染症の影響により、

実施に至らなかったが、子育て環境日本一に向けた

取組を以下のとおり実施 

 

◆子育てにやさしいまちづくり事業【78】 

 子育てにやさしいまちづくりに取り組む市町村

をハード・ソフト両面から包括的に支援した。 

 子育てにやさしいまちづくりモデル事業交付金 

４地域（宮津市、亀岡市、八幡市、与謝野町） 

 

※「総合計画に掲げた具体方策」欄はチャレンジに掲げる主な重点・新規方策を記載 

※「令和２年度実施状況」欄内に記載している【】内数字は、「令和２年度 主要な 

施策の成果に関する報告書」の頁数を記載 

※【】内数字の記載のない事業は「令和２年度 主要な施策の成果に関する報告書」 

に記載のないもの 

※令和３年度以降に取組を実施する方策は「次年度以降対応」と記載 

（１）５つのきょうとチャレンジの取組状況 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

◆子育て環境日本一推進戦略事業【80、81、82】 

（1）子育てにやさしい風土づくり 

ア 子育てにやさしい風土づくり推進事業 

（ｱ）関係団体と連携した地域サミットの開催 

「社会全体で子育てを見守り支える」とい

う気運を醸成するため、各地域において、府

民参加型のシンポジウムやワークショップ等

を開催した。      

開催回数  23回 

（ｲ）地域の子育て環境充実度｢見える化｣ツー

ルの開発 

地域の子育て環境の充実度を｢見える化｣す

るためのツールのパイロット版を開発した。 

（ｳ）子連れ世帯の外出・移動支援モデル事業 

府内の商店街や企業の店舗を「きょうと子

育て応援施設」と位置づけ、子ども同伴での

外出を応援する取組を実施した。 

    実施店舗  76店舗 

イ 京都若者ライフデザイン推進事業 

   若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計

を考えるきっかけづくりのため、ワークショッ

プや仕事と子育てを両立している家庭との交流

等、体験的に学ぶプログラムを実施した。 

ワークショップ開催数 延べ12校・団体 

ワークショップ受講者数   222人 

仕事と育児の両立体験事業 

参加企業数 19社 

ウ その他 

（ｱ）「出会いは京都」きょうと婚活応援センター

事業 

「きょうと婚活応援センター」を活動拠

点とし、婚活マスターや婚活支援団体、民間

企業等と連携し、結婚の希望を持つ独身者の

支援を行うとともに、団体会員制度と登録結

婚支援団体制度を通じて、事業所や団体への

支援を行った。 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

本 会 員 登 録 者 数    1,046人 

団 体 会 員 数    106社 

婚活マスター登録数     32人 

登録結婚支援団体    ５団体 

（ｲ）京都で育む子育て応援パスポート事業 

子育て家庭・妊産婦の方が様々な特典を受

けられる「きょうと子育て応援パスポート」

のさらなる利便性の向上や普及促進のため、

同パスポートのスマートフォンアプリ「まも

っぷ」をリニューアルした。 

「まもっぷ」利用登録者数 累計 98,876人 

（ｳ）少子化対策推進事業 

府子育て支援審議会幼保連携型認定こども

園審査部会を開催し、同認定こども園の設置

に係る審査を行った。 

開催回数  ２回 

（2）子育てしやすい地域・まちづくり 

ア 保育人材等総合確保対策事業 

（ｱ）保育士修学資金等貸付事業 

保育士資格取得のための修学資金、潜在保

育士の再就職時の就職準備金、保育料等の負

担軽減のための貸付、保育補助者の雇上費の

貸付を実施した。 

保 育 士 修 学 資 金 貸 付  48件 

潜在保育士の再就職準備金貸付  14件 

未就学児をもつ保育士に対する 

保育所復帰支援に係る貸付      34件 

保育補助者雇上支援に係る貸付    ２件 

（ｲ）保育士等の確保・養成対策事業 

・働き続けられる保育職場づくり事業 

職位や役割、昇進に必要な研修・資格等

を盛り込んだ、京都式キャリアパスの普及

のため、研修ハンドブックを保育士に配布

するとともに、キャリアパス導入や園内活

動中の事故防止等に関するアドバイザー派

遣を実施した。 

アドバイザー派遣巡回件数  28件                   
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

・保育の魅力発信キャンペーン事業 

保育団体等と合同で、学生や潜在保育士

等に向けて保育の魅力を伝えるため、ＳＮ

Ｓ等を活用した広報活動や、特設Ｗｅｂサ

イトを活用した、府内の保育所等の情報や

イベント情報等の発信を行った。 

（ｳ）保育士・保育所マッチング支援事業 

京都府保育人材マッチング支援センターに

おいて、保育士の就職相談、職業紹介、定着

支援のほか求人開拓などを実施し、保育人材

の安定的確保・定着を図った。 

京都府保育人材マッチング 

支援センターにおけるマッチング数 17人 

離職保育士バンク登録人数  累計 302人 

（ｴ）働き方改善アドバイザー派遣事業 

保育士等の就業継続支援のため、時間単位

年休制度の導入など職場環境の改善を支援す

るアドバイザー派遣を実施した。 

アドバイザー派遣園数  ８園 

（ｵ）保育事務等ＩＣＴ化推進事業 

市町村が実施する保育士の負担軽減を図る

ために必要な業務のＩＣＴ化を支援した。 

実施市町村  ３市町 

（ｶ）病児保育促進事業 

市町村が実施する病児保育の施設整備費や

運営費を助成した。 

実施市町村  18市町 

（ｷ）園外活動等重大事故予防対策事業 

認可保育施設及び認可外保育施設を対象

に、園外活動時における交通安全対策等の事

故防止に係る研修を実施するとともに、アド

バイザー派遣を実施した。  

研 修 受 講 者 数   334人 

アドバイザー派遣園数   22園 

（ｸ）認可外保育施設等の質確保・向上支援事業 

認可外保育施設における保育士の負担軽減

を図るために必要なＩＣＴ化を支援するとと
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

もに、認可外保育施設の質の向上のための巡

回支援指導を実施した。 

ＩＣＴ化支援施設数  ５施設 

巡 回 施 設 数  40施設 

イ その他 

第３子以降保育料無償化事業 

子育て世帯の経済的負担感を軽減するため、

市町村が実施する３人目以降の幼児教育・保育

料無償化事業に対して助成を行った。 

補助対象  全市町村 

   負担割合  （保育料無償化分） 

府１／２、市１／２ 

         （副食費分） 

府１／４、市３／４ 

   交 付 額   246,299,000円 

① 2 

新たに地域の子育て環境の充実度を

数値化する指標を「地域子育て充実

度見える化システム」として構築

し、それを通じて自治会等の各地域

がコミュニティで考え、各地域で自

発的に行動する意識を高めます。 

◆子育て環境日本一推進戦略事業【80】 

（子育てにやさしい風土づくり） 

ア 子育てにやさしい風土づくり推進事業 

（ｲ）地域の子育て環境充実度｢見える化｣ツール

の開発 

地域の子育て環境の充実度を「見える化」

するためのツールのパイロット版を開発し

た。 

①  3 

「子育て企業サポートチーム」の企

業訪問により、「子育て環境日本一

に向けた職場づくり行動宣言」の取

組を進め、時間単位の年休取得、不

妊治療に係る休暇、短時間勤務等の

柔軟な制度導入と、男女が共に働き

やすい職場環境づくりを進めます。 

◆子育てにやさしい職場づくり事業【123、124】 

（1）子育てにやさしい職場づくりを進める企業 

の気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業支

援コンサルティングチーム及び府職員の約 300

人で構成する子育て企業サポートチームを結

成し、府内企業への訪問を通じて、国や府の

子育て支援制度を周知した。 

企業訪問件数  16,077社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具

体的行動を企業経営者が従業員に対して宣言

し、実行する子育て環境日本一に向けた職場

づくり行動宣言の取組を実施した。 

職場づくり行動宣言を行った企業数 341社 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（2）子育てにやさしい職場づくりを実施する企業

等への支援（多様な働き方推進事業費補助金） 

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣

言の実現に向け、府内中小企業等が実施する時間

単位の年次有給休暇制度の導入やテレワーク設備

の整備等に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    107社 

交 付 額  39,650千円 

（3）テレワーク導入支援緊急補助事業 

従業員に対し新たにテレワークを実施する府内

中小企業等を対象に、テレワークの導入及び利用

促進に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    105社 

交 付 額  21,732千円 

（4）子育てにやさしい職場づくりに資するサービ

スの提供企業等への支援 

子連れコワーキングスペースの設置・運営な

ど、子育てにやさしい職場環境づくりに役立つサ

ービスメニューを府内企業等へ提供する事業者の

スタートアップを支援した。 

交付企業数      ４社 

交 付 額  6,662千円 

（5）子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報

発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐ「子育てジョブ博

（社員ファースト企業プレミアムセレクショ

ン合同企業説明会）」の開催 

  日  時  令和２年６月 25日（木）～ 

６月 27日（土） 

各日 13：30 ～ 16：20 

  会  場  特設サイト及び 

ＺＯＯＭミーティングルーム 

  出  展  奨学金支援、資格取得制度、子

連れ出勤など誰もが働きやすい

職場づくりに取り組む社員想い

の企業 48社 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

対  象  令和３年３月大学等卒業予定

者、一般求職者（既卒者） 

  内  容  合同企業説明会 

  参加者数  ３日間合計 195人 

イ Ｗｅｂサイトを活用した実践企業の情報発信  

  発信企業数  10社 

（6）官民協働プラットフォームの設置 

ア 男性の育児休業取得をテーマにした企業向け

シンポジウムの開催 

  日   時  令和２年９月 10日（木） 

15：00 ～ 17：00 

  場   所  京都経済センター 

  参加企業数  18社 

イ 官民協働プラットフォーム 

  企業と行政が集まり協働する場として官民協

働プラットフォームを設置し、男性の育児休業

取得促進に向けた検討会を実施 

参加企業数  ７社 

  開 催 回 数  ４回  

①  4 

子育てにやさしい職場づくりを進め

るため「ワークチェンジ塾」を開設

し、経営者・男性社員などを対象に

した意識改革の合同研修会を開催す

るとともに、男性社員の育児休業取

得促進やワーク・ライフ・バランス

を考慮した人事評価制度の導入を支

援します。 

◆子育てにやさしい職場づくり事業【123、124】 

(官民協働プラットフォームの設置) 

ア 男性の育児休業取得をテーマにした企業向け

シンポジウムの開催 

日   時  令和２年９月 10日（木） 

         15：00 ～ 17：00 

  場   所  京都経済センター 

  参加企業数  18社 

イ 官民協働プラットフォーム 

  企業と行政が集まり協働する場として官民協

働プラットフォームを設置し、男性の育児休業

取得促進に向けた検討会を実施 

  参加企業数  ７社 

   開 催 回 数  ４回 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

①  5 

若者向けの「ライフデザインカレッ

ジ」を創設し、ＳＮＳ等を活用し、

結婚や子育てに関する支援制度等を

発信するとともに、若者が、就学、

仕事、結婚、子育てなどのトータル

の人生設計を早期に考え、多様なラ

イフデザインを自ら選択することが

できるよう、ワークショップや仕事

と子育ての両立体験インターンシッ

プなどの機会を提供します。 

◆子育て環境日本一推進戦略事業【80】 

（京都若者ライフデザイン推進事業） 

若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計を

考えるきっかけづくりのため、ワークショップや

仕事と子育てを両立している家庭との交流等、体

験的に学ぶプログラムを実施した。 

ワークショップ開催数   延べ 12校・団体 

ワークショップ受講者数     222人 

仕事と育児の両立体験事業 

参加企業数  19社 

①  10 

府立医科大学附属病院においてＮＩ

ＣＵ（新生児集中治療室）を増床す

るとともに、京都第一赤十字病院、

京都大学医学部附属病院に加えて

「総合周産期母子医療センター」に

指定するなど、周産期医療ネットワ

ークを拡充します。  

◆新型コロナウイルス感染症対策事業【104、105】 

（周産期医療体制緊急強化事業） 

周産期母子医療センターの施設・整備に対する支

援により、新型コロナウイルス感染症に感染した妊

産婦及び出生児を受け入れる体制を確保した。 

 17病院 

 

◆ＮＩＣＵの増床については、令和元年度に６床か

ら９床に増床し、事業完了済み。  

①  11 

「不妊治療総合支援システム」を確

立し、男性の不妊治療に係る支援の

拡充など不妊治療に係る経済的負担

の軽減に加え、特定不妊治療に係る

通院交通費の負担軽減制度を創設す

るとともに、企業等における不妊治

療休暇制度の導入を支援します。 

◆子育て環境日本一推進戦略事業【87】 

（子育てしやすい地域・まちづくり） 

ア 不妊治療給付等事業 

一般不妊治療（保険適用治療、人工授精、不

育症治療）及び特定不妊治療（体外受精・顕微

授精等）において初回治療への上乗せ助成、通

院交通費に対する助成等を実施したほか、国の

制度拡充に伴って、助成額の増額や所得制限の

撤廃を行い、更なる患者負担の軽減を図った。 

治 療 費 助 成 件 数  6,484件 

通院交通費助成件数    108件 

イ 多胎妊婦健康診査支援事業 

   市町村が実施する多胎妊婦への追加健診費

用を補助する事業に対し、助成を行った。 

   実施市町村  18市町村 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

◆子育てにやさしい職場づくり事業【123、124】 

（1）子育てにやさしい職場づくりを進める企業の

気運の醸成 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業支

援コンサルティングチーム及び府職員の約 300

人で構成する子育て企業サポートチームを結

成し、府内企業への訪問を通じて、国や府の子

育て支援制度を周知した。 

企業訪問件数  16,077社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具

体的行動を企業経営者が従業員に対して宣言

し、実行する子育て環境日本一に向けた職場づ

くり行動宣言の取組を実施した。 

職場づくり行動宣言を行った企業数 341社 

（2）子育てにやさしい職場づくりを実施する企業

等への支援（多様な働き方推進事業費補助金） 

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言

の実現に向け、府内中小企業等が実施する時間単

位の年次有給休暇制度の導入やテレワーク設備の

整備等に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    107社 

交 付 額  39,650千円 

（3）テレワーク導入支援緊急補助事業 

従業員に対し新たにテレワークを実施する府内

中小企業等を対象に、テレワークの導入及び利用

促進に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    105社 

交 付 額  21,732千円 

（4）子育てにやさしい職場づくりに資するサービ

スの提供企業等への支援 

子連れコワーキングスペースの設置・運営など、

子育てにやさしい職場環境づくりに役立つサービ

スメニューを府内企業等へ提供する事業者のスタ

ートアップを支援した。 

 交付企業数       ４社 

 交 付 額  6,662千円 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（5）子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報

発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐ「子育てジョブ博

（社員ファースト企業プレミアムセレクション

合同企業説明会）」の開催 

  日  時  令和２年６月 25日（木）～ 

6月 27日（土） 

     各日 13：30 ～ 16：20 

  会  場  特設サイト及び 

ＺＯＯＭミーティングルーム 

  出  展  奨学金支援、資格取得制度、子

連れ出勤など誰もが働きやすい

職場づくりに取り組む社員想い

の企業 48社 

対  象  令和３年３月大学等卒業予定

者、一般求職者（既卒者） 

内  容  合同企業説明会 

  参加者数  ３日間合計 195人 

イ Ｗｅｂサイトを活用した実践企業の情報発信  

  発信企業数  10社 

（6）官民協働プラットフォームの設置 

ア 男性の育児休業取得をテーマにした企業向け

シンポジウムの開催 

日   時  令和２年９月 10日（木） 

     15：00 ～ 17：00 

  場   所  京都経済センター 

  参加企業数  18社 

イ 官民協働プラットフォーム 

  企業と行政が集まり協働する場として官民協

働プラットフォームを設置し、男性の育児休業

取得促進に向けた検討会を実施 

  参加企業数  ７社 

  開 催 回 数  ４回  

⑥ 2 

女性のＭ字カーブを解消するため、

「在宅ワーク」「共同サテライトオ

フィス勤務」などを段階的に進め、

企業への就職につなげる新しいビジ

◆子育てにやさしい職場づくり事業【123、124】 

（1）子育てにやさしい職場づくりを進める企業の

気運の醸成 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

ネスモデルとして、「ホップ・ステ

ップ・ジャンプ型就業プロジェク

ト」を創設し、子育て期からの仕事

復帰を支援します。 

ア 中小企業応援隊、京都ジョブパークの企業支

援コンサルティングチーム及び府職員の約 300

人で構成する子育て企業サポートチームを結

成し、府内企業への訪問を通じて、国や府の子

育て支援制度を周知した。 

企業訪問件数  16,077社 

イ 子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具

体的行動を企業経営者が従業員に対して宣言

し、実行する子育て環境日本一に向けた職場づ

くり行動宣言の取組を実施した。 

職場づくり行動宣言を行った企業数 341社 

（2）子育てにやさしい職場づくりを実施する企業

等への支援（多様な働き方推進事業費補助金） 

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言

の実現に向け、府内中小企業等が実施する時間単

位の年次有給休暇制度の導入やテレワーク設備の

整備等に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    107社 

交 付 額  39,650千円 

（3）テレワーク導入支援緊急補助事業 

従業員に対し新たにテレワークを実施する府内

中小企業等を対象に、テレワークの導入及び利用

促進に要する経費に対し助成した。 

交付企業数    105社 

交 付 額  21,732千円 

（4）子育てにやさしい職場づくりに資するサービ

スの提供企業等への支援 

子連れコワーキングスペースの設置・運営など、

子育てにやさしい職場環境づくりに役立つサービ

スメニューを府内企業等へ提供する事業者のスタ

ートアップを支援した。 

 交付企業数       ４社 

 交 付 額  6,662千円 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（5）子育てにやさしい職場づくり実践企業の情報

発信 

ア 実践企業と求職者をつなぐ「子育てジョブ博

（社員ファースト企業プレミアムセレクション

合同企業説明会）」の開催 

  日  時  令和２年６月 25日（木）～ 

６月 27日（土） 

各日 13：30 ～ 16：20 

  会  場  特設サイト及び 

ＺＯＯＭミーティングルーム 

  出  展  奨学金支援、資格取得制度、子

連れ出勤など誰もが働きやすい

職場づくりに取り組む社員想い

の企業 48社 

対  象  令和３年３月大学等卒業予定

者、一般求職者（既卒者） 

  内  容  合同企業説明会 

  参加者数  ３日間合計 195人 

イ Ｗｅｂサイトを活用した実践企業の情報発信  

  発信企業数  10社 

（6）官民協働プラットフォームの設置 

ア 男性の育児休業取得をテーマにした企業向け

シンポジウムの開催 

  日   時  令和２年９月 10日（木） 

     15：00 ～ 17：00 

  場   所  京都経済センター 

  参加企業数  18社 

イ 官民協働プラットフォーム 

  企業と行政が集まり協働する場として官民協

働プラットフォームを設置し、男性の育児休業

取得促進に向けた検討会を実施 

  参加企業数  ７社 

  開 催 回 数  ４回 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑫ 5 

「地域の働く場創出・育成プロジェ

クト」を創設し、アクセラレーショ

ンプログラムのほか、 

▷地域資源を生かした商品づくりや

農家民宿・農家レストランなどの小

さな仕事興しをはじめ、伝統産業の

商品開発力向上に向けた「ＮＥＯ 

ＫＯＵＧＥＩ」の製造など、地場産

業の成長を支援します。 

▷子どもが元気に遊び回れる公園や

子育て中の方がテレワークできる機

能を有した「子育てにやさしい企業

団地」の整備を促進し、企業立地を

進めます。 

◆京都作家マーケット開拓支援事業【204、205】 

令和元年12月にオープンした上海「ＫＹＯＴＯ 

ＨＯＵＳＥ」を起点に多様なビジネス展開を仕掛

け、これまでの取組成果を生かしながら「ＫＯＵＧ

ＥＩ」マーケットを拡大するための様々な交流機会

を創出した。 

（1）上海「ＫＹＯＴＯ ＨＯＵＳＥ」を拠点とした

展示販売等 

主に中国系企業や富裕層向け新商品プロデュ

ースや、販路拡大・商談に対する支援を実施する

とともに、店舗運営主体である复星国際有限公司

等との相互交流を進めることで、京都の工芸品買

付額の増加や別地域への店舗開設など、新たな販

路開拓へとつなげた。 

買取実現事業者数          50事業者 

買 付 額  30,644,600円 

（2）京都府域工房ツアー 

  国内外バイヤー等を対象とする工房巡回ツア

ーを京丹後市、与謝野町、宇治市、城陽市、亀岡

市、南丹市で実施した。オンラインで実施するこ

とで、複数回開催や遠方からの参加が実現でき、

参加工房の新たなビジネス展開につなげた。 

  参加者数  159人 

  商談件数   11件 

（3）企画展示、商談会等 

  アート＆クラフト関係のイベントが集中的に

開催された令和３年３月に、京都の若手職人等の

作品を国内外バイヤー等に紹介する展示販売商

談会を開催し、新規市場開拓や新商品開発等に取

組む職人たちを支援した。 

  来場者数  2,637人 

  商談件数    559件 

（4）国際シンポジウム 

  大学と連携した取組として、オンラインによる

分科会形式となる議論の場を創出し、「ＫＯＵＧ

ＥＩ」を起点に未来の社会像を考え、アクション

を起こす機会を創出した。 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

  参加者数  1,445人 

（5）コロナ社会での新たな展開 

  対面販売を主としてきた伝統産業事業者が、コ

ロナ禍で今後の見通しが立ちにくい状況を打破

するため、民間ＥＣサイト内に専用サイトを開設

し、非対面での販路開拓として商品取引の拡大を

実施した。 

参画事業者        40事業者 

売 上 実 績  15,623千円 

 

◆次世代職人育成事業【200、201】 

（職人アカデミー開催事業） 

専門家による商品開発やブランド創出の支援を

はじめ、地域や業種を超えた作り手との交流やマッ

チングを促進し、「集い」「作り」「伝える」力を

磨く場づくりを実施した。 

プログラム数       36件 

参 加 者 数  延べ860人 

（新堀川魅力創造事業） 

若手伝統工芸職人やアート＆クラフト関係者の

活動を支援するため、堀川団地内の空き店舗を活用

し、作品展示会やワークショップなどを開催した。 

展示会、ワークショップ等開催数  10回 

（京ものクオリティ市場創出事業） 

国内外での販路開拓を目指す事業者が、国内外の

市場に精通したプロデューサー等との連携のもと、

東京の百貨店等での販売スペースの設置、海外の販

売代理店を通じたマーケット開拓、マーケットニー

ズを踏まえた商品開発の支援や海外市場向け販路

開拓を実施した。 

支援件数  60件  

⑭ 1 

新卒離職「３年の壁・再チャレンジ

プロジェクト」を創設し、新卒３年

以内の離職など早期離職者につい

て、インターンシップの実施や研修

会の開催など、ブランクを空けない

◆若者等就職・定着総合応援事業【124、125】 

（1）若者等就職・定着総合応援事業 

ア 就職困難な若者等への支援 

就職の難しい若者等を対象に、人手不足が顕

著な分野の企業と連携し、基礎訓練及び実地訓

練から就職・定着支援までの４ヶ月間の伴走支
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

就業復帰を支援することで「安定就

業」を進めます。 

援を実施した。 

訓練受講者数  37人 

訓練修了者数   30人 

就 職 者 数   24人 

イ 早期離職した若者等への支援 

人手不足が深刻な中小企業への就職・定着を

促進するため、京都ジョブパークにおいて、

府内大学やハローワーク等と連携し、職業適

性や職場理解を促進するためのカウンセリン

グ、インターンシップや必要な研修の実施等

により、早期離職者等の再就職に向けたチャ

レンジを支援した。 

（ｱ）企業体験コース 

適性や職場への理解が不足していたこと等

により早期離職した者を対象に、必要に応

じ、インターンシップ活用等の支援を行った

上で、マッチングを実施した。 

利用者数  991人 

（ｲ）学びなおしコース 

社会人スキルの再習得が必要な者を対象

に、働くことの意義やヒューマンスキル等の

学びなおし、企業見学会等を行うとともにイ

ンターンシップ等を活用したマッチングを実

施した。 

研修受講者数   127人 

    研修修了者数   126人 

（2）京都わかもの就職支援等推進事業 

「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に

基づく計画の認定を受けた就業支援事業を行うＮ

ＰＯ等を支援するため、若者の自立・就労に向け

た活動に対して助成した。 

  交付団体数    10団体 

  交 付 額  13,798千円 

 

◆大学生府内就職・定着促進事業【130】 

（1）大学と京都ジョブパークでのモデル事業によ

る、京都の学生に京都企業への就職を促す「京都
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

企業への就職に向けたプログラム」の開発 

ア 卒業生の府内企業就職に向けた仕組みづくり  

１年次～卒業年次までの段階的な就職支援プ

ログラムを作成し、低年次から京都企業の魅力

を知る・体験する機会を提供するなど、学生の

視野を広げ京都企業への就職を促進した。 

イ 早期離職者の再チャレンジに向けた仕組みづくり 

大学のキャリアセンター等と共同で早期離職

後も対象者を把握できる体制を構築し、離職者

の速やかな再就職に向けた支援を実施した。 

（2）京都ジョブパークによる学生等に対する支援 

ア 京都ジョブパーク学生就職センターの運営 

カウンセリングやインターンシップ受入企業

の紹介等を通して、学生が京都の企業を知

り、職場体験する機会を提供した。 

イ インターンシップ見本市の開催 

   イベント開催により、学生が一度に多くの

企業と出会う中で、自分に適したインターン

シッププログラムとのマッチングを行った。 

学生就職センター新規登録者数  2,544人 

学生就職センター就職内定者数  1,205人 

インターンシップ等の実施人数  1,238人 

京都産業学セミナー開催数     33回 

京都インターンシップナビ掲載企業数  491社  

⑭ 7 

子育てにやさしい職場環境づくりを

提供するビジネスモデルとして、

「子育てにやさしい職場環境づくり

サービス」の創出を支援します。 

◆子育てにやさしい職場づくり事業【123、124】 

(子育てにやさしい職場づくりに資するサービスの

提供企業等への支援) 

子連れコワーキングスペースの設置・運営など、

子育てにやさしい職場環境づくりに役立つサービ

スメニューを府内企業等へ提供する事業者のスタ

ートアップを支援した。 

交付企業数    ４社 

交 付 額  6,662千円  
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「府民躍動」きょうとチャレンジの取組状況 

 

【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 

(2018年度) 

目標数値 

(2023年度) 

参考年間 

目標 

実績数値 

（達成率：％） 

趣味や地域貢献活動など、

やりがいや生きがいを感

じるものがある高齢者の

割合 

％ 
72.6 

(2019年度) 
80.0 80.0 

73.3 

(91.6) 

高齢者の有業率 ％ 
25.9 

（2017年） 

31.0 

（2022年） 
－ 

次回調査 

2022年実施 

仕事をはじめ社会的な生

活を営む上で、自分の持っ

ている才能や知識、技量な

どが十分に発揮できてい

ると思う人の割合 

％ 
52.2 

(2019年度) 
70.0 70.0 

50.7 

(72.4) 

ワーク・ライフ・バランス

認証企業数（累計） 
社 407 650 500 

491 

(98.2) 

 

 

【令和２年度実績】 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

③ 1 

「地域別健康課題克服プロジェク

ト」を創設し、３大生活習慣病であ

る、がん・心疾患・脳血管疾患等を

減少させるため、健診データやレセ

プトデータ等のビッグデータなどか

ら地域の健康課題や個人の健康阻害

要因を明らかにし、健康づくりから

安心できる医療提供体制の構築ま

で、市町村等と共に対策を講じま

す。 

◆健康長寿・データヘルス推進事業【91】 

（1）糖尿病重症化予防対策事業 

糖尿病重症化予防の保健指導に従事する専門職

不足解消のため、府医師会、府栄養士会が実施す

る研修会を支援し、人材育成と人材登録を実施し

た。 

  人材育成研修会受講者  309人 

  地域保健指導人材の登録者  124人 

（2）きょうと健康づくり実践企業認証制度事業 

 働き盛り世代の検診受診率の向上や健康づくり

を推進するため、がん検診や健康づくり活動に取

り組む府内企業を、きょうと健康づくり実践企業

として認証した。 

  認証企業  60社 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

③ 32 

「生涯現役クリエイティブセンター

（仮称）」を設立し、高齢者が年齢

にかかわりなく、その技術や能力を

農業や商工業・福祉などの様々な分

野で発揮できるよう、仕事や生活・

健康増進に係る情報提供から相談・

マッチング、産業界や大学等と連携

した研修・活躍の場づくりまでトー

タルにコーディネートします。 

◆生涯現役クリエイティブセンター（仮称）事業 

【133】 

（1）人手不足分野での再就職に向けたリカレント

教育のモデル事業の実施 

ア キックオフ会談 

経済団体、企業経営者、行政による「人生 100

年時代における社会人の学び直しの意義」をテ

ーマとした会談を実施 

イ リカレント教育モデル研修 

京都府内企業人事担当者を対象に大学関係者

等による社会人の学び直しの意義についての研

修を行った。 

   開催回数     ４回 

   受講者数  延べ 50人 

（2）京都ジョブパークにおける中高年齢者の就労

へのマッチング 

セカンドキャリアについて考えるセミナーや高

齢者ジョブ博によるマッチング等を実施した。 

ア 高齢者就労意欲喚起セミナー 

   開 催 回 数  ６回 

   参 加 者 数  291人 

イ 高齢者人材活用研修（企業向け） 

   開 催 回 数  ６回 

   参 加 企 業 数  29社 

ウ 企業説明会 

   高齢者ジョブ博  １回 

  参 加 企 業  14社 

  参 加 者  34人 

   小規模説明会  12回 

   参 加 企 業  24社 

   参 加 者  58人 

エ 中高齢者キャリアチェンジセミナー 

   開 催 回 数  ６回 

参 加 者 数   296人 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑥ 1 

「女性活躍応援塾（仮称）」を開設

し、地域で活動する団体・個人の発

掘・育成を行うほか、活動情報を一

元化して発信し、地域で活躍する女

性を総合的に支援します。 

次年度以降対応 

⑦ 10 

「京都式農福連携・６次産業化プロ

ジェクト」を創設し、障害者の就

農・就労人材を育成するチャレン

ジ・アグリ認証の上級課程を構築す

るとともに、農福連携製品の６次産

業化やブランド化を支援し、京都式

農福連携事業を生かした農業分野で

の就労を促進します。 

◆京都式農福連携事業【69】 

きょうと農福連携センターを中心に、農福連携を

通じて地域社会づくりを行う事業所に対する補助

や、農産物等を販売する「マルシェ」の開催、農業

技術等に係るアドバイザーの派遣、就農促進や意欲

向上のためのキャリアパス制度の運営等を行った。 

京都式農福連携補助金  10事業所 

マ ル シ ェ 開 催  ４回 

ア ド バ イ ザ ー 派 遣  ９回 

チャレンジアグリ認証修了  29人 

⑩ 1 

「スポーツのメッカづくりプロジェ

クト」を創設し、 

▷府立京都スタジアムにおいて、府

民がハイレベルなスポーツを身近に

体感でき、青少年の夢とあこがれの

舞台となるよう、プロスポーツのほ

か国際的、全国的な試合や高校、大

学スポーツの決勝戦等を誘致・開催

します。 

▷府立京都スタジアムや各地域がそ

れぞれのポテンシャルを生かして、

様々なスポーツを行い、スポーツの

裾野を広げるとともに、ボルダリン

グやニュースポーツ、ｅスポーツな

どのメッカとなる取組を進めます。 

◆京都スタジアム管理事業 

 (試合開催状況) 

 ・Ｊリーグ（京都サンガＦ．Ｃ．）  23試合 

  ・なでしこリーグ（バニーズ京都ＳＣ）３試合 

  ・第 99 回全国高校サッカー選手権大会京都大

会 準決勝・決勝 

  ・ＪＦＡ第 44回全日本Ｕ-12サッカー選手権大

会京都府大会 決勝 

  ＜誘致した全国的な試合＞ 

   ・皇后杯ＪＦＡ第 42 回全日本女子サッカー選手権  

大会 

開催日  （準決勝）令和２年 12月 24日 

（決 勝）令和２年 12月 29日 

・スピードクライミング第 3 回スピードジャパン 

カップ 

開催日  令和３年３月６日 

 

◆京のスポーツ・スタジアム夢づくり事業【18】 

（1）アスリートとの交流会の実施 

スポーツ体験機会及び京都スタジアム周辺の

にぎわい創出のため、小学生以上を対象とした、
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

アスリートによるスポーツ体験・交流会を開催し

た。 

開 催 日  令和３年３月14日 

内  容  バスケットボール教室 

参加者数  45人 

（2）フードコート府内産食イベントの実施 

スタジアム内のフードコートにおいて府内食

材を使用したメニューを販売し、府内食材のＰＲ

を実施した。 

開 催 日  令和２年12月18日～ 

令和３年２月28日 

来場者数  5,011人 

（3）府内スポーツイベント等の広報 

  京都サンガＦＣのホームゲームにおいて大型

映像装置等を活用し、府内スポーツイベント等の

広報を実施した。 

（4）スマートフォンアプリを活用したスタンプラリー  

  京都スタジアムにおける試合時の交通渋滞対

策及び観光客の府内周遊を促進するため、スマー

トフォンアプリを活用したスタンプラリーを実

施した。 

 

◆京都スタジアム周遊拠点化事業【17】 

 京都スタジアム内にＶＲ・ｅスポーツを体験でき

る環境を整備した。 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑭ 8 

「産学公連携海外人材活躍ネットワ

ーク」を創設し、研究者等の高度外

国人材や介護・農業など特定技能者

等の外国人、留学生が安心して活動

し暮らせるための受入体制を構築

し、海外ネットワークを生かした人

材確保から、インターナショナルス

クールの誘致や居住環境面の相談、

地域の多文化共生まで、オール京都

でサポートします。 

◆外国人材受入・活躍促進事業【132、133】 

（1）「産学公連携海外人材活躍ネットワーク」を創

設し、サポート体制を構築 

令和２年４月に「産学公連携海外人材活躍ネッ

トワーク」を創設 

ネットワーク会議の開催  １回 

（2）首都圏の留学生等を対象に中小企業とのマッ

チングの機会を創出 

「留学生ＪＯＢ博 Ｔｏｋｙｏ Ｓｐｒｉｎｇ」

への出展   出展企業  ５社 

就職支援協定締結大学等と連携した合同企業説

明会の開催  出展企業  12社 

（3）外国人材に係る相談等に対応するため、「外国

人採用アドバイザー」を配置するとともに、セミ

ナーを開催 

海外人材等の採用力向上セミナーの開催  ３回 

外国人材の採用に積極的な求人の開拓  121件 

 

◆多文化共生推進事業【4、5】 

（1）京都府外国人住民総合相談窓口の運営 

ア 外国人住民に対する生活情報の提供・相談を

行う「京都府外国人住民総合相談窓口」を運営 

対応言語    20言語 

相談件数  1,904件 

イ 外国人住民が増加している市町村を中心に出

張相談を実施 

実施回数    ９回 

（2）府内における日本語教育の総合的な体制づくり  

「地域における日本語教育推進プラン」に基づ

き、地域における日本語教育の取組を総合的に推

進した。 

ア 日本語教室空白地域における新たな教室の開

設支援 

新たな日本語教室を開設するために、学習支

援者の養成講座を開催した。 

開 催 地 域  宮津市 

学習支援者養成数  17人 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

イ 初期日本語教育の広域的な展開のための研修

機会の提供 

日本語を初めて学ぶ外国人住民の学習機会を

確保するため、日本語教室の学習支援者が初期

日本語教育を学ぶ場を設けた。 

参加者数  52人 

ウ 市町村、地域日本語教室及び企業等が参加す

る意見交換会の実施 

（3）「やさしい日本語」活用・普及促進事業 

  外国人住民とのコミュニケーション手段とし

て有効な「やさしい日本語」の行政機関での活用

と府民への普及を促進した。 

ア 市町村向け情報交換会 

   開催回数  ２回 

  参加者数  19人 

イ 府民向け講習会 

   開催回数  ８回 

  参加者数  235人 

（4）多言語対応推進事業 

外国人住民に対する円滑な窓口対応を推進する

ため、府庁舎に多言語のオンライン通訳サービス

や通訳機器を導入した。 

  配備台数  10台  

⑲ 23 

道路や公園・河川などで、楽しく歩

きたくなるネットワークや健康プロ

グラム等を市町村やＮＰＯ等と連携

して提供する「歩きたくなる健康ま

ちづくりプロジェクト」の取組を進

めます。 

次年度以降対応 
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「文化創造」きょうとチャレンジの取組状況 

 

【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 

(2018年度) 

目標数値 

(2023年度) 

参考年間 

目標 

実績数値 

(達成率：％) 

府内のアートフェア等に

参加する若手アーティス

ト（４０歳以下）の数 

人 108 160 130 
120 

(92.3) 

府内のアートフェア等に

おける販売額 
万円 2,515 33,000 16,500 

3,954 

(24.0) 

文化・芸術に関わりを持つ

（鑑賞・体験含む）人の割

合 

％ 57.8 70.0 70.0 
46.5 

(66.4) 

歴史的な文化遺産や文化

財などが社会全体で守ら

れ、活用されていると思う

人の割合 

％ 
84.9 

(2019年度) 
90.0 90.0 

83.5 

(92.8) 

 

 

【令和２年度実績】 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

② 6 

府立高校において、「京の文化継

承・価値創造推進校」を指定し、地

域文化のフィールドワークや着物の

着付けなどの体験活動に加え、ユネ

スコ無形文化遺産に登録された和食

について学ぶ授業、留学生との交流

における宇治茶の呈茶、京野菜を使

った新しいレシピの提案など、京都

の本物の文化を次世代に継承し新た

な価値を生み出す取組を進めます。 

◆高校生伝統文化事業【315】 

府立高等学校において、総合的な学習の時間等を

活用し、茶道や華道、古典に関する講義や作法を通

して、規範意識や思いやりの心を学ぶ授業を実施し

た。 

実施校 

茶道 山城高等学校ほか46校 

華道 山城高等学校ほか24校 

古典 清明高等学校ほか24校 

京の文化継承・価値創造推進校 鴨沂高等学校

ほか13校 

 

◆宇治茶新展開セカンドステージ事業【161、162】 

（宇治茶セミナーの開催) 

インバウンド客を案内する国内の通訳案内士や
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

府内の留学生及びシンガポールの飲食関係者を対

象に、宇治茶の魅力を伝えるセミナーをオンライ

ンで開催した。 

開催回数  ３回 

参加人数  79人 

 

◆「食の京都」京もの需要拡大緊急対策事業【149】 

（京もの「中食」需要拡大広報事業） 

府内産農林水産物の家庭での消費を拡大するた

め、小売店・直売所等に特設コーナーを設置する「京

野菜マルシェ」の開催を支援した。 

事業実施店舗数     148店舗 

補 助 金  3,000,000円 

（京もの「中食」需要拡大キャンペーン事業） 

府内産農林水産物の家庭での消費を拡大するた

め、食関連団体が連携したレシピ動画の作成、配信

を支援した。 

配信動画数      30本 

補 助 金  4,500,000円 

 

◆きょうと食いく先生活動拡大・強化事業【138】 

 学校、保育所、地縁団体等が行う食育活動に「き

ょうと食いく先生」を派遣するとともに、大学生を

対象とした和食に関する食育講座、府民向け食育シ

ンポジウムの開催等により、幅広い層の府民の食育

への関心を高めた。  

⑦ 20 

「障害者アート創造・発信プロジェ

クト」を創設し、 

▷文化芸術活動を行う障害者のアー

ト作品を様々な機会を活用して販売

したりポストカードとして商品化す

るなどの取組を進めます。 

▷障害者アートについて、新しい作

家の発掘を含め、その創作活動とと

もにデジタルにより記録・保存し、

広く国内外に発信します。 

◆障害者文化・スポーツ振興事業【68、69】 

（自立型障害者アート推進事業） 

「きょうと障害者文化芸術推進機構」の運営や芸

術作品のアーカイブ化を行い、文化芸術活動を推進

した。 

障害者文化芸術展の企画・開催 

            来場者数  2,282人 

「共生の芸術祭 ＤＯＵＢＬＥＳ」 

来場者数   834人 

と っ て お き の 芸 術 祭 

来場者数  1,643人 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

▷きょうと障害者文化芸術推進機構

と府内の芸術大学とのコラボレーシ

ョンによる作品展等を開催します。 

アートサポーター等人材育成      ３回 

延 べ     40人受講 

アーカイブ「アートと障害のアーカイブ・京都」 

作家数    15人  

⑪ 1 

府内各地で「ミュージックキャン

プ」を開催し、その成果を「府民総

合奏」として府立京都スタジアムで

発表し、音楽の裾野を拡大します。 

次年度以降対応 

⑪ 6 

「文化財保存・活用促進プロジェク

ト」を創設し、 

▷文化財の価値や継承の大切さが広

く地域の人々に伝わるよう、社寺等

の文化財において地域の特色を生か

した文化に親しむ取組を支援するな

ど、文化財に親しむ機会を増やすこ

とで、保存に対する認識も高まると

いう、文化財の「保存」と「活用」

の好循環を生み出します。 

▷文化財の公開等を支援する、文化

財の専門知識を有した人材を養成し

ます。 

▷文化財の高精細画像化やＶＲ、Ａ

Ｒ等の利用を図り、観光・教育資源

として活用するほか、関西文化学術

研究都市において、触れることので

きるクローン文化財の展示・作製の

拠点を整備し、アジアの文化財セン

ターをめざします。 

◆文化財活用支援事業【14】 

 社寺等の文化財を活用し、個性豊かな地域の文化

資源の魅力を活かし、地域における文化に親しむ取

組を行う団体を支援した。 

 助成件数  ２件 

⑪ 16 

文化庁と連携し、暮らしの中に息づ

く伝統文化や生活文化を守り伝える

ため、「地域文化継承プロジェク

ト」として、地域の祭りや伝統芸能

の担い手確保に向け、大学生など外

部人材の活用の仕組みを創設しま

す。 

◆京都府地域文化活性化連絡協議会を設立し、文化

観光サポーターを４名配置 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑪ 19 

「京都国際アートフェア」の開催に

より、世界で活躍する一流アーティ

ストの作品や京都と世界のクラフト

を一堂に鑑賞、販売できる機会を提

供し、日本の現代アートの価値向上

やクラフトの世界展開を後押ししま

す。 

◆京都作家マーケット開拓支援事業【13、14】 

 文化を活かした新たな産業創出や産業界と連携

した新たな文化マーケットの創出のため、作家自ら

が販売等を行う見本市「ＡＲＴＩＳＴＳ’ ＦＡＩＲ 

ＫＹＯＴＯ」や若手作家の選抜展覧会「Ｋｙｏｔｏ 

Ａｒｔ ｆｏｒ Ｔｏｍｏｒｒｏｗ2021」等を実施し

た。 

ア ＡＲＴＩＳＴＳ’ ＦＡＩＲ ＫＹＯＴＯ

2021の開催 

場  所 京都文化博物館他 

開 催 日 令和３年３月６日～３月７日 

入場者数 3,961人 

 イ Ｋｙｏｔｏ Ａｒｔ ｆｏｒ Ｔｏｍｏｒ

ｒｏｗ 2021－京都府新鋭選抜展－の開催 

場  所 京都文化博物館 

開 催 日 令和３年１月 23日～２月７日 

入場者数 16,305人 

 ウ 京都アートラウンジの開催 

場  所 藤井大丸ブラックストレージ他 

開 催 日 令和３年３月４日～３月 14日 

入場者数 498人 

⑪ 23 

ＶＲ、ＡＲ等を活用した地域の文化

資源を体験できる文化発信・観光ま

ちづくりの拠点「地域文化次世代情

報発信・体験拠点」を整備します。 

次年度以降対応 

⑪ 27 

府立文化芸術会館等、老朽化が進む

既存文化施設の機能継承も踏まえ、

様々な規模の劇場等が集積した「シ

アターコンプレックス」など、旧総

合資料館跡地、植物園などの整備に

取り組みます。 

◆北山エリア整備基本計画策定事業【25】 

北山エリア整備基本計画を策定した。 

⑫ 20 

「堀川アート＆クラフトセンター

（仮称）」を活用したクオリティー

の高い多様なイベントの展開によ

り、アート＆クラフトの創造・発信

を強化します。 

◆次世代職人育成事業【200、201】 

（新堀川魅力創造事業） 

若手伝統工芸職人やアート＆クラフト関係者の活

動を支援するため、堀川団地内の空き店舗を活用し、

作品展示会やワークショップなどを開催した。 

展示会、ワークショップ等開催数  10回 
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「新産業創造・成長」きょうとチャレンジの取組状況 
 

【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 

(2018年度) 

目標数値 

(2023年度) 

参考年間 

目標 

実績数値 

(達成率：％) 

従業者１人当たりの付加

価値額（製造業） 
千円 

15,168 

(2018年) 

21,000 

(2023年) 
17,400 

15,250 

(87.6) 

開業率 ％ 
4.3 

(2016年) 

5.1 

(2021年) 
― 

次回調査 

2021年実施 

海外ビジネスセンターを

通じ新たに海外展開に取

り組んだ企業数（累計） 

社 10 

100 

(2019～

2023年

度) 

40 
52 

(130.0) 

農林水産業の産出額 億円 

786 

※2013年～

2017年の 5

年間における

最大最小を除

いた 3年平均 

820 

(2023年) 
800 

2022年 3月頃 

数値公表予定 

 

 

【令和２年度実績】 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

② 1 

めまぐるしく変化する未来社会を生

き抜く力をはぐくむため、実社会と

いう生きた教材から答えのない問い

に挑む「課題解決型学習」等の機会

の充実に向けて、企業や大学等とと

もに構成する産学連携型学習「京都

『結(ゆい)』コンソーシアム（仮

称）」により官民一体の教育を進め

ます。 

次年度以降対応  
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑫ 1 

「起業するなら京都・プロジェク

ト」を創設し、 

▷スタートアップ企業が単独では実

現困難なビジネスアイデアを実現す

るアクセラレーションプログラムの

取組（世界中の有能な人材が京都に

３箇月程度滞在し、ピッチ会やアイ

デアソンの実施により投資を集め

る）を推進し、世界中から有能な人

材や企業が集う仕組みをつくりま

す。 

▷多様なニーズに対応したインキュ

ベート施設を供給します。 

▷創業支援、経営革新、販路開拓な

ど、中小企業応援センターでトータ

ルサポートします。 

▷小中学生がものづくり体験や科学

技術に身近に触れることのできる機

会の提供や、高校生を対象にした

「ベンチャー講座」を開設します。 

◆起業するなら京都・プロジェクト推進事業 

                  【199､200】  

（1）ものづくり成長分野スタートアップ支援 

ア ものづくりアクセラレーションプログラム 

新事業の創出を集中的に支援するアクセラレー

ションプログラムを実施した。 

参加チーム数  12チーム 

イ スタートアップフォーラム 

  「スマートシティＥＸＰＯ」においてスター

トアップフォーラムを開催し、スタートアップ

企業が国内外の投資家等へＰＲする機会を創

出した。 

登壇企業数  15社 

（2）ＩｏＴ等成長分野スタートアップ支援 

 ふるさと納税制度を活用したクラウドファンデ

ィング等により広く寄附を募り、今後の需要拡大

が見込まれるｉＰＳ細胞関連の産業化に向けて、

公益財団法人京都大学ｉＰＳ細胞研究財団等に対

して財政支援を行った。 

 寄附額  37,920千円 

（3）社会課題解決スタートアップ支援 

 社会課題の解決に資することを目的に、ＡＩや

ＩｏＴ等のスマート技術を活用した新しいサービ

スや技術の開発を行うスタートアップ企業等に対

して助成した。 

 交付件数    ７件 

 交 付 額   5,837千円 

（4）起業環境整備・伴走支援 

ア 外国人創業支援 

外国人起業家、留学生が起業準備活動に必要

な在留資格を得るための支援窓口を設置した。 

相談件数            95件 

  スタートアップ・ビザ取得件数     ４件 

イ 交流・連携促進事業 

  オープンイノベーションカフェ（ＫＯＩＮ）

を核に、様々な分野の方々が交流、連携するイ

ベントを開催した。 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

  開催回数        54回 

（オンライン開催を含む） 

  参加者数 延べ 1,418人 

（     〃     ） 

（5）起業家教育 

 小・中学生を対象とした起業家教育プログラム

を実施した。 

参加チーム数  ５チーム 

 参 加 者 数  39人 

 

◆中小企業総合応援事業【221､222】 

（1）中小企業応援隊事業 

 中小企業応援隊が中小企業や商店街等の強みや

弱みを把握した上で、中小企業の経営安定や発展

を支援するため、訪問コンサルティングを実施し

た。 

ア 中小企業応援隊の概要 

（ｱ）構 成 

商工会、商工会議所、京都府商工会連合会、京

都府中小企業団体中央会及び公益財団法人京

都産業 21 の経営指導を担当する職員を応援隊

員として委嘱 

（ｲ）隊員数 293人 

イ 令和２年度訪問件数等 

   実訪問企業数  15,104社 

   延べ訪問件数  45,434件 

（業種別内訳） 

製 造 業  13,096件 

建 設 業   4,447件 

小 売 業   10,240件 

卸 売 業   1,917件 

サービス業   13,783件 

そ の 他   1,951件 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（2）中小企業知恵の経営ステップアップ事業 

 中小企業等の成長段階に応じた販売促進・設備

更新・コスト削減等の経営改善につながる取組や

創業・第二創業を支援するため、中小企業応援隊 

による訪問コンサルティングを通じた助成支援を

実施した。 

交付件数      687件 

交 付 額  126,809千円 
 

◆京都産業立地促進事業【191】 

（京都産業立地戦略 21特別対策事業）  

地域特性に応じた企業誘致を促進するため、企業

の施設整備や地元雇用に対して助成した。 

 交 付 企 業 数      39企業 

 交 付 額   1,662,732千円 

 投下固定資産額  94,028,446千円 

 新規地元雇用者数       446人  

⑫ 2 

今後、産業・教育分野において需要

拡大が見込まれるＶＲ・ＡＲ技術等

について、企業活動の積極的な支援

や「京都ＶＲ・ＡＲ拠点」の形成を

行います。 

◆京都ＶＲ・ＡＲ技術活用促進事業【217】 

ＶＲ・ＡＲ等のバーチャル技術の技術面、活用面、

運用面等の諸課題の抽出、解決策の検討を行うワー

クショップの開催及びその成果の発表等を実施し

た。 

（1）ワークショップの開催 

  日 程  令和２年 11月 16日～ 

令和３年２月 15日 全５回 

  会 場  ＶＲイノベーションアカデミー京都

（東映京都撮影所内） 

  参加者  府内の中小企業         ４社 

（ものづくり、伝統産業、ファッシ

ョン、農業） 

芸術系大学等５校の学生 22人 

府内のバーチャル技術開発企業 

２社３人 

（2）成果発表会 

ワークショップの成果発表とメンター、参画企

業による総評を実施するとともに、他のコンテン

ツ関連事業と連携し、「京都コンテンツチャンネ

ル」にてオンライン配信を行った。 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑫ 3 

シェアリングエコノミーについて、

音楽等のサービスから自動車、衣服

など、物の利用サービスへと広がり

つつあるサブスクリプション(定

額）ビジネス分野も見据え、地域資

源を生かした京都独自のビジネス展

開を「シェアリングエコノミー促進

プロジェクト」として、取組を進め

ます。 

◆中小企業共同型ものづくり支援事業【196】 

公益財団法人京都産業21を通じて、ＩｏＴ等によ

る中小企業連携・一体化（共同利用を前提とした最

適な設備や必要な技術調査、運用ルールの検討から、

受注・設計・生産進捗管理等の情報、工作機械等の

共有化まで）を促進し、中小企業の生産性・競争力

アップを支援する助成事業を実施した。 

交付件数     ８件 

交 付 額   149,153千円  

⑫ 4 

オール京都の「高度人材育成プログ

ラム」を策定し、ものづくりをはじ

め各産業における研究開発人材など

の育成、新卒者から管理職、経営者

までのシームレスな研修をオール京

都体制で実施するとともに、中小企

業大学校と連携し、高度人材を育成

します。 

◆起業するなら京都・プロジェクト推進事業 

（交流・連携促進事業）【199、200】 

オープンイノベーションカフェ（ＫＯＩＮ）を核

に、様々な分野の方々が交流、連携するイベントを

開催した。 

開催回数      54回 

（オンライン開催を含む） 

参加者数  延べ 1,418人 

（     〃     ） 

 

◆次世代人材育成・産業創造事業 

中小企業大学校と連携し、経営幹部や管理者を対

象として、組織を活性化させるリーダーを目指す研

修を実施した。 

開催回数  ５回 

 参加者数  15名  

⑫ 24 

「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」

を創設し、クラウドサービスの新た

な展開について「Ｍｏｂｉｌⅰｔｙ

(交通利用のスマート化)」だけでな

く、「Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ

（テレビ・Ｗｅｂ会議）」や「Ｆａ

ｃｔｏｒｙ（工場）」などのあらゆ

る分野においても、こうしたサービ

スを活用し、新たなビジネスを創出

します。 

次年度以降対応 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑬ 1 

「ビッグデータ活用・京都観光交流

圏周遊プロジェクト（以下「観光プ

ロジェクト」という。）」を創設

し、「京都市＋府域＋近隣府県」で

相互に人が行きかう観光交流によ

り、観光客の府全域への分散・周遊

を促し、地域社会と観光とが共生で

きる社会づくりを進めます。 

「観光プロジェクト」の取組として以下のとおり実

施。 

 

◆「食の京都」推進事業【229】 

（1）生産地エリアでの地域の食材を活かした魅力向上 

地域の食材を活用した新メニューの開発及び情

報発信を行った。 

活用食材及び開発数  ４食材各１レシピ 

（2）「食の京都」の情報発信・誘客促進 

ア ファクトブックの作成・配布 

   地域の食の魅力を語れる「人」の活動をスト

ーリーとして編集したファクトブックを作成

し、メディアへの配布を実施した。 

イ メディアツアーの開催 

メディアを招待し、府域の「食」の魅力を実

際に体験してもらうことで、理解促進及び認知

度向上を図った。 

（ｱ）海の京都及び森の京都エリア 

    開催日 令和２年 11月 25日～11月 26日 

    参加者 延べ 10社 

    記事数 ３社８本 

（ｲ）お茶の京都及び竹の里・乙訓エリア 

   令和３年３月に開催予定であったが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により中止した。 

ウ 公益社団法人京都府観光連盟運営ＷＥＢサイ

ト「食らし旅」での情報発信 

   記事数 28記事 

（3）「食の京都」に関する推進体制の構築 

「食の京都」推進本部を府市協調で構築し、「食」

に関するあらゆる団体等と連携した事業運営を行

った。 
 

◆「食の京都」推進事業【147】 

（1）「食の京都ＴＡＢＬＥ」整備支援事業 

地域の観光・物流拠点として機能を強化するた

め、「食の京都ＴＡＢＬＥ」等の施設における食

材加工・販売設備等の整備に係る取組を支援した。 

 採択件数  ５件  補助金  8,417,000円 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（2）Ｎｅｘｔ「食の京都ＴＡＢＬＥ」拠点育成事業 

 「食の京都ＴＡＢＬＥ」拠点候補を育成するた

め、直売所等を対象に研修会を実施した。 

 開 催 日 令和３年３月９日 

 開催場所 オンライン 

 内  容 ＨＡＣＣＰ制度の概要等について 

（3）「食の京都ＴＡＢＬＥ」展開事業 

 錦市場「丹後ＴＡＢＬＥ」で「もうひとつの京

都」のエリア毎に「食の京都」の特産品を展示販

売する「食の京都」特選フェアを開催した。 

 出展団体数         35団体 

 出展商品数     101商品 

委 託 料  1,378,800円 

（4）「食の京都ＴＡＢＬＥ」食材提案会開催事業 

 京都レストランスペシャル企画参加店向けに府

内産食材の提案会を実施した。 

  参 加 店 舗     154店舗 

 

◆文化財活用支援事業【234】 

（1）文化財観光に係る検討会議の開催 

  府域の文化財を観光活用できるよう、情報整理、

課題抽出するための旅行事業者やＤＭＯ等が参画

する会議を開催した。 

  主 催  公益社団法人京都府観光連盟 

  開催日  令和２年 12月 11日 

  参加者  旅行会社 10社 

（2）文化財コンテンツツアーの実施 

  府域の指定文化財等を活用したツアーを開催し

た。 

  企 画 数  ５企画  

  参加者数  79人 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

◆大河ドラマ広域連携事業【232、233】 

（1）鉄道会社等との連携 

  ＪＲ東海と連携した歴史文化講座を首都圏で開

催するとともに、ＪＲ東海と府内企業がゆかりの

地に関する商談を実施した。 

開 催 日  令和２年 12月４日 

開 催 場 所  有楽町よみうりホール 

開 催 内 容  「明智光秀、新発見！」をテー

マにした講演及び対談 

参加者向けに各市町のゆかりの

地や食に関する情報を紹介 

参 加 者 数  532人 

商談成立数   ３件 

（2）他府県との連携 

  兵庫県、福井県及びＮＨＫ京都放送局と連携し

て行ったスマホｄｅスタンプラリーについて、参

加者の行動データを分析し、府域周遊観光の企画

に活用した。 

（3）旅行関連事業者（旅行会社等）との連携 

  旅行雑誌「るるぶ特別編」を作成し、京都府、

大阪府及び兵庫県内の宿泊施設に配架した。 

作 成 部 数  49,000部 

  配架施設数     49施設 

 

◆京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業 

（旅館等受入環境整備事業）【192、193】 

 旅館等の宿泊施設の経営を支援するため、訪日外

国人観光客の受入等に要する施設改修に対して助成

した。 

交付件数      ４件 

 交 付 額   6,000千円 

 

◆京都の未来を拓く次世代産業人材活躍プロジェク

ト事業 

（観光経営人材育成事業）【117、118】 

観光産業の労働生産性や稼ぐ力の向上を図り、経

営の好循環を生むため、経営者向け段階別セミナー 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

や従業員向け実務スキル向上セミナーを実施した。 

 観光おもてなし 

人 材 育 成 セ ミ ナ ー 参 加 者 83人 

 観光経営入門 

セミナー参加者企業（参加者） 24社（24人） 

 観光経営ステップアップ 

セミナー参加企業（参加者） ６社（７人） 

⑬ 8 

「観光プロジェクト」を創設し、観

光関連企業や行政、大学が参画する

「京都ビッグデータ活用プラットフ

ォーム」から提供されるデータの活

用や、大学連携によるスキルアップ

セミナーの実施等により、新たな観

光需要に対応できる高い経営マネジ

メント力を有する高度観光人材を育

成します。 

◆ビッグデータ活用推進事業【218】 

大学・研究機関、企業、行政等が参画する官民連携

のプラットフォームである「京都ビッグデータ活用

プラットフォーム」において、データの利活用を促進

し新たなサービスの創出や事業連携を通じ、地域課

題の解決や産業活性化を図るため、課題別ワーキン

グ活動やセミナー等をオンラインで実施した。 

全体会議 開催回数   ３回 

参加者数  289名 

 課題別ワーキング活動 

 開催回数   ４回 

参加者数  201人 

セミナー 開催回数   ３回 

参加者数  136人 

 

◆京都の未来を拓く次世代産業人材活躍プロジェク

ト事業 

（観光経営人材育成事業）【117、118】 

観光産業の労働生産性や稼ぐ力の向上を図り、経

営の好循環を生むため、経営者向け段階別セミナー

や従業員向け実務スキル向上セミナーを実施した。 

 観光おもてなし 

人 材 育 成 セ ミ ナ ー 参 加 者 83人 

 観光経営入門 

セミナー参加者企業（参加者） 24社（24人） 

 観光経営ステップアップ 

セミナー参加企業（参加者） ６社（７人） 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑬ 13 

大学や企業と連携した国際ＭＩＣＥ

施設などの基盤整備や既存施設の活

用促進による、府域へのＭＩＣＥの

誘致を促進するとともに、こうした

学会等大規模なものだけでなく、

「ミニＭＩＣＥ誘致促進プロジェク

ト」として、会議や招聘旅行等小規

模なものや、農家民宿の活用等地域

資源を活用した多様なＭＩＣＥを京

都府域へ誘致します。 

◆インバウンド対策強化事業【226、227】 

（京都文化交流・コンベンション推進事業） 

ＭＩＣＥ誘致の充実強化を図るため、公益財団法

人京都文化コンベンションビューローが実施する国

際会議誘致活動や企業インセンティブツアー等の取

組に対して助成した。 

 国際会議開催件数    31件 

 参 加 者 数  30,232人（うち海外 888人） 

 

◆ミニＭＩＣＥ等誘致促進事業【234】 

（1）新たな地域の魅力発掘 

ＭＩＣＥ誘致につながるようなコンベンション

施設、体験施設等の掘り起こしを行い、それら施

設を含めた広報チラシを作成した。 

「もうひとつの京都」関連チラシ作成部数 

 1,500部 

（2）京都府ＭＩＣＥ開催支援助成金制度の周知 

京都文化交流コンベンションビューローと連携

し、府内のコンベンション施設及び国内外の旅行

会社に、ＭＩＣＥ開催支援助成金制度の周知を図

った。  

⑬ 16 

「観光プロジェクト」を創設し、観

光関連事業者でのキャッシュレス・

モバイル電子決済環境の導入を支援

します。 

次年度以降対応 

⑬ 25 

「観光プロジェクト」を創設し、観

光関連ビッグデータや公的統計、民

間調査等を総合的に調査・分析する

とともに、明確なターゲティングと

ニーズ把握の下、ＤＭＯ等と連携し

た国内外へのプロモーションを強化

します。 

◆インバウンド対策強化事業【226、227】 

（1）海外からの誘客促進事業 

ア アジアからの誘客促進 

   新型コロナウイルス感染症収束後の海外から

の誘客に向けて、海外における府情報発信拠点

の設置、ＳＮＳ等を活用した情報発信や市場別

海外プロモーション等を実施した。 

   ・海外情報発信拠点 ２箇所（香港、台湾） 

   ・台湾旅行会社向けオンライン商談会  

令和２年 12月（ 29 社 34 人 参 加 ） 

   ・タイ旅行会社向けオンライン商談会 

令和３年３月（ 28 社 37 人 参 加 ） 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

   ・タイ観光情報メディアへのＷｅｂ記事掲載  

令和３年１月（72,562 ページビュー） 

令和３年２月（18,144 ページビュー） 

   ・もうひとつの京都ＰＲ動画ＹｏｕＴｕｂｅ

広告配信 

４エリア合計視聴回数  228,400回 

   ・多言語ホームページ・Ｆａｃｅｂｏｏｋ等

ＳＮＳによる情報発信 

イ 広域連携による誘客促進 

   他府県市や民間事業者と連携し、欧米等から

の観光誘客を推進した。 

・ＪＮＴＯ英語グローバルＷｅｂサイトへの記

事掲載 

令和３年３月（4,429 ページビュー） 

ウ Ｗｉ-Ｆｉ整備・多言語対応環境整備支援事業 

   交付件数    ５件 

（Ｗｉ-Ｆｉ整備のみ３件、多言語対応環境

整備のみ２件） 

交 付 額  277千円 

エ 宿泊施設向け通訳サービス事業 

   事業内容  宿泊施設事業者が利用できる

24時間通訳コールセンター（英

語、中国語、韓国語、ポルトガ

ル語、スペイン語、タイ語、フ

ランス語、ベトナム語、インド

ネシア語、タガログ語）を整備 

利用件数  １件（翻訳１件） 

（2）欧米豪インバウンド誘客促進強化事業 

  観光消費額の高い欧米豪からの観光客をターゲ

ットに、新型コロナウイルス感染症収束後の訪日

誘客及び府域周遊に向けて、観光プロモーション

を実施した。  

  ・豪州旅行会社向けオンライン商談会 

令和２年 11月（10社 17人参加） 

  ・豪州・メルボルンにおける 

京都観光プロモーション 令和３年３月 

  ・京都府・大分県による海外メディア招請 

令和２年 11月（ 米 国 ２ 人 ） 

41



 

 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（3）海外からの教育旅行誘致促進事業 

  海外からの教育旅行誘致を推進するため、各種

プロモーションを実施した。 

・台湾の高等学校とのＷｅｂ学校交流 

府内６校実施 

  ・台湾旅行会社向け教育旅行オンライン商談会 

令和３年３月（17 社参加） 

・台湾教育機関向けオンライン商談会 

令和３年１月（９校参加） 

（4）京都文化交流・コンベンション推進事業 

  ＭＩＣＥ誘致の充実強化を図るため、公益財団

法人京都文化コンベンションビューローが実施す

る国際会議誘致活動や企業インセンティブツアー

等の取組に対して助成した。 

  国際会議開催件数   31件 

  参 加 者 数 30,232人（うち海外 888人） 

⑮ 1 

企業や大学等の研究機関と連携した

「スマートアグリ・イノベーション

センター（仮称）」を設立し、地域

の実情に応じてＡＩやＩｏＴによる

センシングデータに基づく農業、漁

業、養殖業及び家畜の生産管理や、

森林の境界情報及び木材情報の見え

る化等の取組を本格化させるととも

に、ロボットを活用した生産活動の

自動化を進めます。 

スマートアグリ・イノベーションセンター（仮称）

の設立及びスマート農林水産業の推進に向けた取組

を以下のとおり実施。 

 

◆農林水産技術センターあり方検討事業【159】 

 ｢農林水産技術センター機能強化に係るあり方検

討会｣において、担い手減少や気象変動がもたらすリ

スクの増加、流通・消費市場の変化などに対応する

ため農林水産技術センターに必要とされる役割とコ

ンセプトを検討し、その内容を取りまとめた。 

 

◆スマート農林水産業加速事業【155】 

（1）ＩＣＴ施設園芸モデル整備事業 

 収益性の高い施設園芸モデルを育成するため、

ＩＣＴ技術を活用した省力化や品質向上効果のあ

るパイプハウス等の整備を支援した。 

  京 都 市 １件（低コスト耐候性ハウスほか） 

  久御山町 １件（    〃       ） 

（2）次世代につなぐ営農体系確立支援事業 

  スマート技術の活用による生産性向上や作業の

軽労化・効率化の実証を支援した。 
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  京 都 市 勧修寺ブドウＩＣＴ研究会 

  京丹後市 丹後果樹産地振興協議会 
 

◆スマート農林水産業加速事業 【157、158、159】 

（1）情報提供・技術相談 

ア スマート農林水産業情報センター事業 

スマート農林水産技術についてのワンストッ

プ相談窓口を設置した。 

  相談件数 66件                     

イ 先進技術発信事業 

スマート技術の企業や専門家等による技術展

示・相談会を開催し、技術導入に向けて生産者

と企業とのマッチングを推進した。 

  開催期間 令和２年11月13日～ 11月14日 

  場  所 農林センター 

  来 場 者 延べ約 2,500人 

（2）導入支援 

  スマート農林水産業実装チャレンジ事業 

  スマート技術（機械等）の導入に取り組む生産

者を支援した。 

京 都 市 ２件（直進アシスト田植機ほか） 

福知山市 ６件（食味・収量センサーコンバインほか） 

宇 治 市 １件（直進アシスト田植機）  

宮 津 市 ２件（ 水 中 ド ロ ー ン ほ か ） 

亀 岡 市 １件（分娩監視・発情発見システム） 

八 幡 市 ３件（直進アシストトラクタほか） 

京田辺市 １件（ハウス環境制御システム） 

京丹後市 ６件（ ド ロ ー ン ほ か ） 

南 丹 市 ４件（水管理システムほか） 

南山城村 １件（ 茶 乗 用 摘 採 機 ） 

与謝野町 １件（ ド ロ ー ン ） 

（3）技術開発・実証 

ア スマート農業加速化実証プロジェクト事業 

   国のスマート農業実証プロジェクトを活用

し、モデル経営体においてスマート農業の技術

を一貫体系で展示実証した。 

亀 岡 市 １地区（水稲） 

43



 

 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

南山城村 １地区（ 茶 ） 

イ 京都イノベーション創造事業 

   農林水産業のスマート化を図る技術メニュー

の開発・実証を行うため、産学公連携による

コンソーシアムにおいて共同研究を実施し

た。 

 ・スマート農業 

ＩＣＴを活用した機械摘みてん茶の製茶工

程省力管理システムの開発 

   ・スマート畜産 

乳牛の姿勢・行動検知センサーによる乳量

の向上、分娩時死亡事故等の防止技術の開発  

⑱ 1 

「環境イノベーション創出プロジェ

クト」として、環境・経済・社会の

好循環を生み出す取組を進めます。 

▷ＩｏＥ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ 

Ｅｎｅｒｇｙ）を利用したエネルギ

ー需給を最適化します。 

▷産学公連携プラットフォームを構

築し、再生可能エネルギーでつくっ

た水素の産業・家庭における利用を

促進します。 

▷産学公連携による、気候変動に適

応するための新たなビジネスを育成

します。 

◆水素エネルギー施策推進事業【110】 

（1）水素エネルギーポテンシャルの調査 

水素社会の実現に向け、交通結節点である府南

部（久御山町周辺）での地産地消型の水素製造・

利活用に向けたポテンシャル調査を実施した。 

（2）水素みらいプロジェクトの検討会議の開催 

産業界や有識者、行政等で構成する「京都府水

素社会プロジェクト検討会議」において、ポテン

シャル調査結果を踏まえた次年度の取組内容につ

いて意見聴取等を実施した。 

開催回数 ２回 

⑲ 22 

「ＭａａＳ・α促進プロジェクト」

を創設し、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌⅰ

ｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）

など、新たなモビリティサービスの

導入により、利用者ニーズに即した

シームレスな移動を生み出すととも

に、持続可能な地域交通の確立をめ

ざします。 

◆新モビリティサービス推進事業【46】 

南山城村におけるＭａａＳアドバイザー養成・設

置等への支援を実施し、ＭａａＳの利用普及を図っ

た。 
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「災害・犯罪等からの安心・安全」きょうとチャレンジの取組状況 
 
【到達目標】 

指標名称 単位 
基準値 

(2018年度) 

目標数値 

(2023年度) 

参考年間 

目標 

実績数値 

(達成率：％) 

災害時声掛け隊の人数（累

計） 
人 － 500 200 

494 

(247.0) 

刑法犯認知件数 件 
16,821 

(2018年) 

15,000 

(2023年) 
－ 

2023年に 

15,000件を 

めざす 

年間の交通事故死者数 人 
52 

(2018年) 

50以下 

(2020 年) 
50以下 
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(102.0) 

 

 
【令和２年度実績】 

  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑯ 1 

桂川改修について、嵐山地区等、

下流の国管理区間においては、昭

和２８年台風１３号洪水に対応し

た整備を促進するとともに、上流

の亀岡地区等、府管理区間におい

ても、霞堤の嵩上げ着手等、河川

整備計画に掲げた改修を推進しま

す。 

◆国直轄河川等事業【273】 

国直轄河川の改修、整備等に要した費用を負担し、

治水安全度の向上と災害の未然防止を図った。 

（河川事業（直轄河川改修）） 

【河川名】 

  淀川、桂川、木津川、瀬田川、由良川 

（都市水環境整備事業（直轄総合水系環境整備事業））  

【河川名】 

  淀川、桂川 

 

◆安心・安全基盤整備事業【258】 

（広域河川改修事業） 

河川改修事業の実施において、水系一貫した広域的

な整備を図った。 

【河川名】 

  古川、大谷川、桂川、雑水川、七谷川、犬飼川、

千々川、法貴谷川、東所川、高野川、宮川、牧川、

竹野川、福田川、野田川 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

◆地域密着型社会資本整備事業【261、262】 

（河川企画調査事業） 

治水上等の問題となっている河川の流量観測や治

水計画の検討等を行い、治水安全度の向上を図った。 

【河川名】 

  鴨川、桂川、その他２河川  

⑯ 2 

由良川改修について、国管理区間

の河道掘削、堤防整備、宅地嵩上

げ等、緊急治水対策を促進すると

ともに、府においても支川の河川

改修、内水対策を国と連携し推進

します。 

◆国直轄河川等事業【273】 

国直轄河川の改修、整備等に要した費用を負担し、

治水安全度の向上と災害の未然防止を図った。 

（河川事業（直轄河川改修）） 

【河川名】 

  淀川、桂川、木津川、瀬田川、由良川 

 

◆安心・安全基盤整備事業【258、259、260】 

（広域河川改修事業） 

河川改修事業の実施において、水系一貫した広域的

な整備を図った。 

【河川名】 

  古川、大谷川、桂川、雑水川、七谷川、犬飼川、

千々川、法貴谷川、東所川、高野川、宮川、牧川、

竹野川、福田川、野田川 

（総合流域防災事業） 

流域一体で河川改修や情報基盤の整備等を行い、水

害から府民の生命財産を守るための総合的な防災対

策の推進を図った。 

ア 統合河川整備事業 

 【河川名】 

四宮川、弥陀次郎川、戦川、赤田川、高屋川、伊

佐津川、弘法川、相長川、法川、大谷川、佐濃谷川、

川上谷川 

（床上浸水対策特別緊急事業） 

再度災害の発生を防止するため、河川の整備促進を

図った。 

【河川名】 

古川、弘法川・法川 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

◆防災基盤整備事業【260、261】 

（地域防災対策事業） 

度々浸水被害が発生している河川のネック箇所に

ついて、局所的に緊急河川改修を行うとともに、老朽

化等により破損した場合に甚大な被害が予想される

天井川の水路橋において、現況調査を実施し計画的な

防災対策の推進を図った。 

ア 緊急河川整備事業 

【河川名】 

  山田川、弘法川、その他８河川 

イ 天井川水路橋整備事業 

【河川名】 

  長谷川、天津神川、三俣川 

 

◆地域密着型社会資本整備事業【261】 

（地域振興河川事業） 

護岸工等の河川改修や地域環境等と調和した良好

な水辺空間の整備を行い、治水安全度の向上と河川環

境の保全を図った。 

【河川名】 

  鴨川、小畑川、古川、防賀川、弘法川、神子川 

⑯ 3 

京都府が管理する大野ダムについ

て、洪水調節機能を高めるため、

事前放流目標水位の暫定的な引下

げ等、効果的な管理を行います。 

また、日吉ダム等、国及び水資源

機構が管理するダムについても、

洪水調節機能の充実等に向けた取

組を促進します。 

◆洪水予想時ダム操作等検討事業【273】 

事前放流の実施にあたり改良が必要となる施設の

測量・詳細設計を実施した。 

⑯ 4 

老朽化したため池の適切な維持管

理を行うとともに、防災重点ため

池について、浸水想定区域図の公

表を進め、ため池ハザードマップ

の作成を進めます。 

◆農林水産業基盤整備事業【170、171】 

（団体営ため池等整備事業） 

ため池等の農業用施設の改修及び農村防災施設の

整備等を支援することで、農業用水の安定供給を図

り、災害を未然に防止した。 

ため池等整備事業（樋門撤去ほか） ３地区 

調査設計事業（実施計画策定ほか） ４地区 

 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

（ハザードマップの作成ほか） 28地区 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

（府営ため池等整備事業） 

老朽化した農業用ため池等について、改修を実施

することで、農業用水の安定供給を図り、災害を未

然に防止した。 

豊 富 用 水 池（福知山市） ため池改修 

福知山（その１）（  〃  ）   〃   

福知山（その２）（  〃  ）   〃   

大内山田奥池（  〃  ）   〃   

小 代 呂 池（綾 部 市）   〃   

上 桂 川（亀 岡 市） 頭首工改修 

段 ノ 池（  〃  ） ため池改修 

昭 和 池（  〃  ）   〃    

廻り池（亀岡市・南丹市）    〃    

川 口（八 幡 市） 揚水機場改修 

田辺排水機場（京田辺市） 排水機場改修 

農業用排水 

大 山（京丹後市） 施設改 修 

 菅   （  〃  ） ため池改修 

口 人（南 丹 市）    〃    

大 保 池（  〃  ）    〃    

（小規模老朽ため池整備事業） 

国庫補助事業の対象にならない小規模老朽ため池

の整備を支援することで、農業用水の安定供給を図

り、災害を未然に防止した。 

上 賀 茂 大 池（京都市） ため池改修 

上 賀 茂 親 池（ 〃 ）   〃   

⑯ 5 

桂川右岸流域下水道事業「いろは

呑龍トンネル」について、令和２

（２０２０）年度の暫定供用・令

和５（２０２３）年度の完成に向

け、南幹線及び呑龍ポンプ場の整

備を進めるとともに、流入量・貯

留量の予測精度を上げ、より正確

な浸水予測情報を発信し、貯留機

能と流下機能を最大限に発揮させ

る運用を確立します。 

◆流域下水道事業 

（いろは呑龍トンネルの整備） 

工事工程の見直しにより暫定供用時期を令和３年

度に変更するとともに、流入する雨水を桂川に放流す

るためのポンプ場施設や向日市及び長岡京市からの

雨水を流入するための接続施設の整備を実施 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑯ 23 

危機管理センターを設置し、オペ

レーションルームの常設、国等の

応援機関の専用スペース・リエゾ

ン室の確保、４振興局へのサブセ

ンターの設置等、京都市及び府内

市町村対策本部とのネットワーク

を強化します。 

また、府・市町村の災害発生時対

応業務について、図表等を用いて

視覚的にも分かりやすく標準化す

るとともに、総合防災情報システ

ムの整備、国のＩＳＵＴ（災害時

情報集約支援チーム）との連携体

制の確立、備蓄管理システムの整

備、防災情報の多言語発信、洪水

氾濫状況等のリアルタイム配信な

ど、最先端の危機管理体制を構築

します。 

◆危機管理センター整備計画策定事業【59】 

 外部有識者等の意見を踏まえ、基本構想を策定し

た。 

 

◆総合防災情報システム整備事業【58】 

多言語発信機能や備蓄物資管理機能等を追加し、機

能拡充を図るとともに、サーバのクラウド化による業

務継続性の確保に向けた防災情報システムを整備し

た。 

 

◆河川の水位状況については、危機管理型水位計 60

基、簡易型河川監視カメラ 58基を、令和元年度に新

たに設置し、令和２年度に京都府ＨＰ「河川防災情報」

において情報提供を開始した。 

⑯ 24 

府内全ての自主防災組織における

水害等避難行動タイムラインの策

定と「避難時声掛け体制」を確保

するとともに、災害危険情報の対

象エリアを精緻化し、危険度の高

いエリアに絞ってプッシュ配信す

ることにより、情報の信頼性を向

上させるなど、「逃げ遅れゼロ・

プロジェクト」として取り組みま

す。 

◆中小河川タイムライン作成支援事業【264】 

人家等に影響を及ぼす可能性がある中小河川にお

いて、避難開始を判断する目安となる水位を設定する

ことで、避難行動タイムラインの作成を支援した。 

 

◆災害時避難行動円滑化事業【59】 

（1）避難訓練プログラム教材の作成 

（2）避難訓練 

実施地域 ２地域 

（舞鶴市京口、精華町西北） 

（3）災害時声掛け人材養成研修 

４回（京都市２回、山城地域、南丹地域各１回）、

120人 

（4）水害等避難行動タイムラインのモデル作成支援 

京丹波町（町内の自主防災組織） 

京丹後市（久美浜一区自治会）  
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑯ 25 

降雨情報（Ｘ－Ｒａⅰｎ）とミク

ロな地形情報、実績水位をもとに

早いタイミングで中小河川の洪水

を予測するＡＩ活用「氾濫早期予

測システム」を開発します。 

次年度以降対応 

⑰ 1 

犯罪の発生情報を集約、ＡＩ等を

活用して情報の分析機能を強化す

るなど、犯罪防御システムの高度

化を図り、先制的なパトロールや

効果的な情報発信等により、更な

る犯罪抑止対策を推進します。 

◆犯罪防御システム活用事業【294】 

選定したパトロールコースにおける府民との協働

パトロール等の犯罪抑止活動を実施したほか、犯罪リ

スクの高いエリアにおける警戒活動を行うことによ

り、性犯罪や街頭犯罪を検挙した。 

⑰ 2 

「子どもの交通安全「安心空間」

確保プロジェクト」を創設し、 

▷通学路やお散歩コース等の園外活

動における交通事故防止のため、

路肩の拡幅やポールを設置すると

ともに、地域、保育所・認定こど

も園・幼稚園、学校、行政、警察

等が連携して、子どもが安心して

通行できる交通環境の整備を推進

します。 

▷車両運転者への対策として、交通

安全教室等あらゆる機会を活用す

るとともに、安全運転サポート車

や急発進抑制装置装着の技術開発

や普及を進めます。 

◆園児等交通安全緊急対策事業【253】 

府管理道路におけるガードレール・ポールの設置や

路肩拡幅による歩行空間の整備等の安全確保対策を

実施した。 

 実施箇所数  41箇所 

 

◆子供安全安心実感まちづくり事業【293】 

（ＧＩＳ交通事故分析システムの高度化） 

交通指導取締り、交通安全教育等と交通事故発生状

況の相関分析等を行い、より効果的でタイムリーな交

通事故防止対策を推進するためのシステム改修を実

施した。 

（可搬式速度違反取締装置による車両速度抑制対策）  

可搬式速度違反取締装置４基を整備して、通学路・

生活道路等での速度違反取締りを実施した。 

 

◆未来へつなぐ交通安全推進事業【43】 

（1）交通安全教育に係る機材等を整備 

  ・四輪運転シミュレーター 

  ・運転、歩行能力診断機 

  ・交通安全教育（広報啓発用）車両 

（2）四輪運転シミュレーター等を活用し、警察や綾

部市等と連携した交通安全教育を実施 

  開催日  令和２年 11月 26日 

  場 所  あやべ日東精工アリーナ 

  参加者  約 50人 
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

安全運転サポート車や急発進抑制装置装備の技術開

発等への支援に向けて、以下の取組を実施。 

 

◆京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業 

【192、193】 

（京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業） 

自社独自の強みを活かし、新商品・新サービス・新

ビジネスモデル等の開発や新分野進出等の新規事業

に取り組む中小企業等を対象に、支援メニューをパッ

ケージ化し、各企業に応じた最適な育成メニューを提

供することにより、事業計画の策定から設備投資ま

で、あらゆる段階からのチャレンジを支援した。 

ア 事業創生コース 

  新規事業計画の見極めのための市場調査等に

要する経費の一部を助成した。 

イ 事業化促進コース 

  試作品・サービス等の開発、テスト販売等によ

る本格的な市場調査等に要する経費の一部を助

成した。 

ウ 本格的事業展開コース 

  実用化に向けた応用研究・生産技術開発、生産・

販売・サービス提供のための設備の導入に要する

経費の一部を助成した。 

交付件数  42件 交付額  404,900千円 

 

◆「企業の森・産学の森」事業【193、194】 

（「企業の森・産学の森」推進事業） 

高付加価値の製品・サービスを創出し、新たな産業

文化を創生する産産・産学連携グループ（ ＝企業の

森・産学の森）の形成から、製品等の試作・研究開発、

実用化に向けた市場開拓、生産設備投資等を一貫して

支援する助成事業を実施した。 

  交付件数     30件 

  交 付 額  422,985千円  
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  総合計画に掲げた具体方策 令和２年度実施状況 

⑰ 3 

ＧＩＳを活用した交通事故の発生

原因等の多角的な分析に基づき、

原因別に重点を絞った街頭活動の

展開や自転車通行帯等の道路交通

環境の整備等、地域の交通実態に

即した交通事故防止対策を進めま

す。 

◆子供安全安心実感まちづくり事業【293】 

（ＧＩＳ交通事故分析システムの高度化） 

交通指導取締り、交通安全教育等と交通事故発生状

況の相関分析等を行い、より効果的でタイムリーな交

通事故防止対策を推進するためのシステム改修を実

施した。 

（可搬式速度違反取締装置による車両速度抑制対策）   

可搬式速度違反取締装置４基を整備して、通学路・

生活道路等での速度違反取締りを実施した。  

 

52



【参考：分野別の状況】

(割 合)

令和２年度対象項目数 73

　参考年間目標に対する達成率が70％以上 48 (65.8%)

（２）数値目標の状況

 基本計画に掲げた数値目標のうち、令和２年度の対象となる73項目を全体数とし、
達成率ごとの項目数の割合を算出

①希望あふれる子育て 6 6 (6) 5 5 5

　　　　　　　〃  　　 　　　100％以上 18 (24.7%)

　　　　　　　〃  　　　　　　80％以上 43 (58.9%)

　　　　　　　〃  　　　　　　90％以上 35 (47.9%)

80％
以上

90％
以上

100％
以上

分　　　　野 指標数 項目数
Ｒ２
対象

項目数

参考年間目標の達成率

70％
以上

(4) 3 3

④安心できる介護・福祉の実現 4 4 (4) 4 4

(2) 2 2

3

1

3 2

⑤人権が尊重される社会 3 3 (3) 2 2 1 0

②夢を実現する教育 4 5 1

4 1

③安心できる健康・医療と人生100年時代 8 13

⑥男性も女性も誰もが活躍できる社会 4 4 (4) 3 2 2 0

⑦障害者が暮らしやすい社会 5 5 (3) 2 1 1 1

⑧留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会 3 3 (2) 2 2 2 0

⑨コミュニティが大切にされる社会 4 4 (4) 2 2 1 0

⑩誰もが親しみ夢が広がるスポーツ 3 3 (2) 1 0 0 0

⑪文化力による未来づくり 4 4 (4) 2 2 2 0

⑫産業の創出・成長・発展と継承 6 6 (5) 4 4 3 3

⑬魅力ある観光 4 4 (4) 0 0 0 0

⑭雇用の安定・確保と人材育成 6 6 (4) 4 3 2 2

⑮農林水産業の成長産業化 6 6 (4) 4 3 3 2

⑯しなやかで災害に強い地域 4 4 (4) 4 4 3 2

⑰犯罪や事故のない暮らし 4 4 (3) 3 3 2 1

※基本計画に掲げた数値目標94指標のうち、１つの指標の中で別の単位で数値目標
　を掲げている指標について、それぞれを別項目としてカウント

⑱脱炭素社会へのチャレンジ 4 4 (0) 0 0 0 0

⑲成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり 3 3 (2) 1 1 0 0

⑳もうひとつの京都の推進と地域連携 9 9 (9) 0 0 0 0

合　計 94 100 (73) 48 43 35 18

※
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実績数値
達成率：％

2020

R2

81.1

(90.1)

96.3

(100.3)

677

(112.8)

77.5

(96.9)

0 48

(2023年) (44.2)

90.4

(100.4)

(2019.4.1現
在)

子育ての悩みを気軽に
相談できる人がいる親
の割合

％6

2
子育てに喜びや楽しみ
を感じている親の割合

(2019年度)

数値変動の要因及び今後の取組内容等

新型コロナウイルス感染症の影響による子育て世帯の孤立
化が進行している状況が懸念されていることなどから、
「子育てにやさしいまちづくりモデル事業交付金」によ
り、市町村における子育て世代の交流拠点整備などに対す
る取組支援を実施したが、参考年間目標を達成できなかっ
た。引き続き、安心して子育てができる環境づくりの取組
を推進し、目標数値の達成をめざす。

保育所等の整備など受け皿整備を進めているが、府南部地
域の一部では、宅地開発等に伴う受け皿以上の若年世帯・
子育て世帯の転入や保育人材不足により、待機児童が発生
しているため、参考年間目標を達成できなかった。引き続
き待機児童ゼロに向けて保育所等の整備などに取り組み、
目標数値の達成をめざす。

1 ％

保育所・認定こども園や地域子育て支援拠点などの身近に
相談できる場所の開設支援や、子育て世帯がオンライン等
で子育て団体等に相談できる仕組みの構築により、参考年
間目標を達成した。今後も引き続き、オンライン相談等の
機能の充実を図り、目標数値の達成をめざす。

5
保育所における待機児
童数

90.0以上

指標名称 単位
基準値

(2018年度)

(2019年度)

子育て環境日本一に向
けた職場づくり行動宣
言を行った企業数（累
計）

目標数値
(2023年度)

％

96.0

―

(2019年度)

新型コロナウイルス感染症の影響により、ほとんどのワー
クショップをオンラインで実施したことにより、理解促進
が十分に図れず、参考年間目標を達成できなかった。今後
は、学生自身の将来像の明確化と意識の変化をより一層促
すため、データを示すなど、オンライン上でも分かりやす
い説明に努め、目標数値の達成をめざす。

4

「ライフデザイ ンカ
レッジ」を受講して人
生設計について自分の
意識が変わった人の割
合

％ 67

中小企業応援隊をはじめとする「子育て企業サポートチー
ム」が府内企業16,077社を訪問し、子育て支援制度（補助
金等）や活用事例等を周知するとともに、職場づくり行動
宣言を呼びかけたことにより参考年間目標を達成した。引
き続き各企業への働きかけにより、行動宣言企業数を増や
し、目標数値の達成をめざす。

「京都府子育て環境日本一推進戦略」に基づき、スマート
フォンアプリ「まもっぷ」の普及啓発や子育て応援レーン
の設置による環境整備、企業に対する職場づくり行動宣言
の働きかけなど、子育てにやさしい気運の醸成に繋がる取
組により、参考年間目標を達成した。引き続き、「京都府
子育て環境日本一戦略」を推進することにより目標数値の
達成をめざす。

3 1,500

80.0

社

人

86

〔達成率の算出方法〕
　①数値目標が「増加」の方向をめざしている場合
　　達成率（％） ＝ （ 実績数値 ÷ 参考年間目標 ）×100
　②数値目標が「減少」の方向をめざしている場合
　　達成率（％） ＝ （ １ -（ 実績数値 - 参考年間目標 ）÷ 参考年間目標 ）×100
　③「０」を目標としている場合
　　達成率（％） ＝ （ 基準値 - 実績数値 ）÷（ 基準値 - 参考年間目標 ）×100

住んでいる地域が、子
どもが育つのに良い環
境だと思う人の割合

89.5

82.6

90.0

96.0以上

①希望あふれる子育て
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

90.0 90.0 90.0 90.0

82.6 81.1

96.0 96.3

300 600 900 1,200

336 677

80.0 80.0 80.0 80.0

78.0 77.5

0 0 0 0

86 48

89.5 90.4

注１）2020年度に参考年間目標を設定していない指標については、「実績数値」欄に「－」を記載
注２）本資料作成時点で実績数値が公表されていない指標については、「実績数値」欄に公表時期を記載し、「達成率」
　　　欄に「－」を記載
注３）京都府民の意識調査を出典としている指標については、備考欄に最新の調査結果（2021年度調査の結果）を記載
　　　するとともに、質問の回答を選択するにあたり、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている人の割合を
　　　掲載
注４）京都府総合計画に掲げる指標の内、京都府地域創生戦略にも掲げられているものについては、「第２期地方創生
　　　戦略」欄に同戦略上に掲げる項目番号等を掲載

96.0 以上

6

7

◆2021年度年京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：85.8%
　達成率：95.3%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：17.5%

2基１

基１

基１

3

5

4

◆2021年度京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：93.3%
　達成率：97.2%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：18.5%

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

基１

基１

基１

◆2021年度京都府民の意識調査
　実績数値：83.4%
　達成率：92.7%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：24.7%

90.0 以上
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

13.2 －

以下に減少
させる －

10.1 －

以下に減少
させる －

45.6

(114.0)

24.9

(83.0)

82.7
2021年10月頃

公表予定

以上に増加
させる －

男性 70.21

－

－

女性 73.11

－

－

21

(140.0)

2

年齢層や健康課題ごと
に健康寿命延伸のため
の包括的な取組を進め
ている市町村数

市町村 7 26

目標数値：2023年度に71.21歳をめざす
2020年度の参考年間目標の設定なし

4
認知されたいじめの年
度内解消率

％

82.7

目標数値：2023年度に82.7％以上をめざす
2020年度の実績数値は、2021年10月頃公表予定

(2013年度)

目標数値：2023年度に74.11歳をめざす
2020年度の参考年間目標の設定なし

(2013年度)

(2017年度)

各種の教員対象研修の実施により授業改善が行われ、生徒
が４技能（リーディング、リスニング、スピーキング、ラ
イティング）を総合的に学習する授業レベルが向上したこ
とや、民間英語技能試験受験に対する補助事業の実施によ
り受験の機会が増えたため目標数値を達成した。引き続
き、教員対象研修の実施等により、生徒の技能の向上や受
験機会の増加に向けた取組を実施し、目標数値の達成をめ
ざす。

30.0

71.21

新たな実習先や雇用先の開拓などの就労支援に取り組んだ
が、年度毎の生徒の障害の程度により就職率に変動があ
り、参考年間目標を達成できなかった。引き続き、特別支
援学校職業教育等充実事業及び羽ばたけ就労支援事業の更
なる推進により、目標数値の達成をめざす。

新型コロナウイルス感染症の影響により、全国学力・学習
状況調査が中止となったため実績はないが、引き続き、基
礎基本の徹底等に取り組み、目標数値の達成をめざす。

英検準２級相当を取得
している府立高校生の
割合

％ 35.1

中学校 10.1

1

全国学力・学習状況調
査の平均正答率が全国
平均正答率の１／２以
下の児童生徒の割合

％ 小学校 13.2
新型コロナウイルス感染症の影響により、全国学力・学習
状況調査が中止となったため実績はないが、引き続き、基
礎基本の徹底等に取り組み、目標数値の達成をめざす。

47.5

市町村への介護予防支援等により、取組実施数の少なかっ
たフレイル対策が進展したことで参考年間目標を達成し
た。引き続き関係課と高齢者の保健事業の一体的実施をは
じめとした各事業の連携により目標数値の達成をめざす。

2

3

特別支援学校生徒の就
職率（特別支援学校高
等部卒業者に占める就
職者の割合（福祉就労
を除く。））

％ 27.3

1 健康寿命 歳

74.11

②夢を実現する教育

③安心できる健康・医療と人生100年時代
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

9.2 －

11.4 －

37.5 40.0 42.5 45.0

42.4 45.6

30.0 30.0 30.0 30.0

29.1 24.9

82.2
2021年10月頃
公表予定

－ － － －

－ －

－ － － －

－ －

11 15 19 23

20 21

横１ 18

82.7以上

10.1以下

基１ 9

基１ 10

基１ 8

基１ 11

横１ 17

13.2以下
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

50.0 －

(2022年) －

50.0 －

(2022年) －

50.0 －

(2022年) －

50.0 －

(2022年) －

50.0 －

(2022年) －

2022年8月頃
公表予定

－

61

(67.8)

221

(100.5)

73.3

(91.6)

(2016年度)

7

趣味や地域貢献活動な
ど、やりがいや生きが
いを感じるものがある
高齢者の割合

％

72.6

(2019年度)

ＳＫＹふれあいフェスティバルの開催や、人生100年シニア
パワー結集事業（高齢者のボランティア養成と活躍の場と
のマッチング支援）の実施など、公益財団法人京都ＳＫＹ
センターと共に高齢者の社会参加や生きがいづくりの支援
に取り組んでいるが、参考年間目標を達成できなかった。
引き続き、啓発・スキルアップ等の事業を実施することに
より、高齢者の一層の社会参加を促進し、目標数値の達成
をめざす。

6

医師確保困難地域で従
事した医師数（自治医
大、地域医療確保奨学
金）（累計）

人 194

ＮＰＯ等に対し、介護予防事業の拡充等に向け、地域交響
プロジェクト交付金の交付やアドバイザー派遣による相談
支援などに取り組んだが、新型コロナウイルス感染症の影
響により、住民主体の活動（創出）が停滞傾向にあり、参
考年間目標を達成できなかった。今後は、「住民主体の
サービス」の創出に向けた事業化や人材マッチングを行う
事業の実施により、目標数値の達成をめざす。

5

介護予防事業（サービ
ス内容や地域等）を拡
充したＮＰＯ数 （累
計）

団体 4 200

260

目標数値：2023年度に70.0％をめざす
2020年度の実績数値は、2022年8月頃公表予定

特定健診を受診する人
の割合

％

48.4

(2016年)

がん検診受診率
（肺がん）

％

41.2

目標数値：2022年に50.0％をめざす
2020年の参考年間目標数値の設定なし

目標数値：2022年に50.0％をめざす
2020年の参考年間目標数値の設定なし

がん検診受診率
（子宮がん）

％

39.4

目標数値：2022年に50.0％をめざす
2020年の参考年間目標数値の設定なし

(2016年)

(2016年)

がん検診受診率
（大腸がん）

％

37.0

目標数値：2022年に50.0％をめざす
2020年の参考年間目標数値の設定なし

(2016年)

35.5

38.5

目標数値：2022年に50.0％をめざす
2020年の参考年間目標数値の設定なし

(2016年)

がん検診受診率
（乳がん）

3
がん検診受診率
（胃がん）

％

4

府立医大と連携し、北部地域の病院であっても、専門医資
格を取得できるようキャリア形成を支援することで、参考
年間目標を達成した。引き続き、医師確保に係る取組を推
進し、目標数値の達成をめざす。

％

70.0

80.0
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

45.0 － － 50.0

38.7 －

45.0 － － 50.0

43.9 －

45.0 － － 50.0

39.8 －

45.0 － － 50.0

44.3 －

45.0 － － 50.0

38.9 －

50.0 55.0 60.0 65.0

53.3
2022年8月頃
公表予定

40 90 140 170

38 61

207 220 234 247

205 221

80.0 80.0 80.0 80.0

72.6 73.3

横１

19

19

19

19横１

22

8

横１ 20

◆2021年度京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：68.9%
　達成率：86.1%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：32.8%

横１

21横１

横１

19

横１

横１

横１
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

31.0 －

(2022年) －

21,300 20,837

(2020年度) (97.8)

7,500 7,123

(2018～2020
年度)

(95.0)

27.0

(108.0)

65.2

(95.9)

50.0 25.6

(2020年度) (51.2)

78.7

(87.4)

京都府は、人権が尊重
された豊かな社 会に
なっていると思う人の
割合

％

33.0

ひきこもり支援を受け
てコミュニケーション
能力や生活スキルなど
が改善した人の割合

％ 62.5

(2017年)

(2019年度)

テレビ・ラジオなど様々な媒体を通じ、人権啓発事業及び
人権相談や法律相談の周知を行ってきたが、新型コロナウ
イルス感染症への不安や外出自粛によるストレスなどの心
理的影響が要因となり、参考目標年間値を達成できなかっ
た。引き続き、積極的、集中的な人権啓発活動の推進によ
り、目標数値の達成をめざす。

4

(2014年度)

2

日々の生活の中で、身
体の状況、性別、その
他について、差別、虐
待、誹謗中傷などによ
る不快な思いをしたこ
とのない人の割合

％

81.3

テレビ・ラジオなど様々な媒体を通じ、人権啓発事業及び
人権相談や法律相談の周知を行ってきたが、新型コロナウ
イルス感染症への不安や外出自粛によるストレスなどの心
理的影響が要因となり、目標数値を達成できなかった。引
き続き、相談窓口等の周知啓発に取り組む。

1

新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での支援が
制限される中、アプローチの仕方を工夫することで昨年度
から改善率は増加したものの、参考年間目標の達成までに
は至らなかった。引き続き、当事者の状態に応じた支援に
努め、目標数値の達成をめざす。

3
生活保護受給者のうち
就労支援対象者の就職
率

％

21.8

きょうと福祉人材育成認証制度を活用し、京都府福祉人
材・研修センター等での就労支援等により人材の確保を
図ったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、来所
等相談数が伸び悩み目標数値を達成できなかった。引き続
き、就労支援等の取り組みにより、人材の確保に努める。

2
介護人材の確保 （累
計）

人 2,485

入所定員総数の確保に向け、計画的な施設整備の支援を実
施したが、介護老人保健施設から介護医療院へ転換した施
設があったこと等から、目標数値を達成できなかった。引
続き国及び京都府の補助制度を活用し、施設整備を支援
し、必要な入所定員総数の確保を図る。

(2017年度)

支援対象者の自助努力の他に、就労支援員やケースワー
カーの支援（ハローワークへの同行等）により、参考年間
目標を上回った。引き続き、支援を継続し、就職率の増加
を図り、目標数値の達成をめざす。

1
介護老人福祉施設・老
人保健施設の入所定員
総数

人
(床)

20,386

8 高齢者の有業率 ％

25.9

目標数値：2022年に31.0％をめざす
2020年は参考年間目標の設定なし

25.0

80.0

90.0

④安心できる介護・福祉の実現

⑤人権が尊重される社会
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

－ － － 31.0

－ －

20,807 21,300 － －

20,330 20,837

5,000 7,500 － －

5,008 7,123

25.0 25.0 25.0 25.0

31.9 27.0

64.0 68.0 72.0 76.0

64.3 65.2

－ 50.0 － －

－ 25.6

90.0 90.0 90.0 90.0

81.3 78.7

横１

横１ 2

横１ 3

◆2021年度京都府民の意識調査
　実績数値：83.6%
　達成率：92.9%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：2.5%

24

横１ 25

横１ 26

横１ 23

9横１
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

59.8

(96.5)

50.7

(72.4)

491

(98.2)

19 15.7

(2023年度) (98.1)

48.9

(69.9)

2021年11月頃
公表予定

－

8,445
2021年11月頃

公表予定

(2020年度) －

(2019年度)

49.1

女性職員の視点を府政に反映し、組織内の多様性を高めて
いくため、積極的な登用を継続し、女性管理職の割合は過
去最高となったが、参考年間目標は達成できなかった。引
き続き、管理職への積極的な女性登用を行い、目標数値の
達成をめざす。

15.1

1
農福連携事業所の工賃
（賃金）支払総額

千円

114,096

(2017年度)

目標数値：2020年度に8,445人をめざす
2020年度の実績数値は、2021年11月頃公表予定

3
府庁の女性管理職の割
合

％

2
障害者の就労関係支援
事業所の月間利用者数

人 7,250

(2019年度)

オール京都体制で運営する女性活躍支援拠点「京都ウィメ
ンズベース」を中心に、男性の育児休業取得をテーマにし
た企業向けシンポジウムを開催するなど、企業における女
性の活躍を推進したが、新型コロナウイルス感染症の影響
による緊急事態宣言下において、子どものいる女性の家事
育児負担が増加したことなどから、参考年間目標を達成で
きなかった。引き続き、企業におけるワーク・ライフ・バ
ランス推進支援事業等の更なる取り組み推進により、目標
数値の達成をめざす。

目標数値：2023年度に200,000千円をめざす
2020年度の実績数値は、2021年11月頃公表予定

4

今の社会は、性 別に
よってやりたいことが
制限されていると思わ
ない人の割合

％

オール京都体制で運営する女性活躍支援拠点「京都ウィメ
ンズベース」において、社会保険労務士等による支援を行
うなど、企業におけるワーク・ライフ・バランスを推進し
たが、新型コロナウイルス感染症の影響により、企業への
訪問数が減少したことなどから、参考年間目標を達成でき
なかった。引き続き、認証企業拡大に向けた取組の推進に
より、目標数値の達成をめざす。

(2019年度)

2
ワーク・ライフ・バラ
ンス認証企業数 （累
計）

社 407

大学連携リカレント事業や女性の起業・経営支援事業に取
り組んだものの、新型コロナウイルス感染症の影響による
緊急事態宣言下において、子どものいる女性の家事育児負
担が増加したことなどから、参考年間目標を達成できな
かった。引き続き、大学との連携によるリカレント事業の
実施等に取り組み、目標数値の達成をめざす。

1

仕事をはじめ社会的な
生活を営む上で、自分
の持っている才能や知
識、技量などが十分に
発揮できていると思う
人の割合

％

52.2

650

3
ユニバーサルデザイン
を知っている人の割合

％

59.5

(2019年度)

70.0

70.0

70.0

200,000

府のイベント等でのパネル展示などによるユニバーサルデ
ザインの普及啓発や「京都おもいやり駐車場利用制度」の
利用拡大につながる取組を推進したが、参考年間目標を達
成できなかった。引き続き、認知度向上に繋がる取組を実
施し、目標数値の達成をめざす。

⑥男性も女性も誰もが活躍できる社会

⑦障害者が暮らしやすい社会
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第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

59.5 62.0 64.5 67.0

59.5 59.8

70.0 70.0 70.0 70.0

52.2 50.7

450 500 550 600

457 491

15 16 17 18

15.1 15.7

70.0 70.0 70.0 70.0

49.1 48.9

137,000 151,000 166,000 182,000

184,454
2021年11月頃
公表予定

7,979 8,445 － －

7,723
2021年11月頃
公表予定

横１

◆2021年度京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：45.1%
　達成率：64.4%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：7.5%

横１ 10

横１ 11

7

－ －

◆2021年度京都府民の意識調査
　実績数値：56.0%
　達成率：80.0%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：16.5%

横１ 1

横１ 6

◆2021年度京都府民の意識調査
　実績数値：62.4%
　達成率：96.7%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：1.6%

基４ 12
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

27.9

(121.3)

751

(79.1)

5.9

(59.0)

27

(96.4)

14,000 10,896

(2023年) (99.1)

1,100
2021年10月頃

公表予定

(2023年) －

26.4

(85.2)

32

15.7

1,100

新型コロナウイルス感染症の影響により、自治会、ＮＰＯ
の活動そのものが休止または規模縮小となったため、参考
年間目標を達成できなかった。引き続き、地域課題の解決
に取り組む地域活動団体の活動を支援する地域交響プロ
ジェクトとの連携により、参画率の向上に努め、目標数値
の達成をめざす。

1

地域の様々な課題に対
応する団体（自治会、
ＮＰＯなど）の活動に
参画している人の割合

％

28.5

目標数値：2023年に1,100人をめざす
2020年の実績数値は、2021年10月頃公表予定

(2018年)

(2019年度)

3
府内就労した留学生の
数（府外の大学等を卒
業した者を含む）

人

657

オール京都体制での留学生誘致事業により、首都圏からの
留学生の誘致に取組んだが、新型コロナウイルス感染症の
影響により、海外からの入国制限や人の往来を伴う誘致事
業等が実施出来なかったことから、参考年間目標を達成で
きなかった。引き続き、「留学生スタディ京都ネットワー
ク」によるオール京都体制での留学生誘致事業の推進によ
り、目標数値の達成をめざす。

(2017年)

2 府内の留学生の数 人

9,568

多文化共生事業により、教室の新規開設に向けた人材育成
は実施できたものの、新型コロナウイルス感染症の影響に
より開設が遅れ、参考年間目標を達成できなかった。引き
続き、多文化共生事業の推進等により、目標数値の達成を
めざす。

4

文化、芸術活動（府主
催、後援等）への障害
のある人の延べ参画者
数

人 812

(2017年度)

1 府内日本語教室の数 箇所 25

新型コロナウイルス感染症の影響により様々な活動が制限
されたことや、スポーツ大会の中止により、参考年間目標
を達成できなかった。引き続きスポーツ大会の開催の広報
など参加者の増加につながる取り組みを進め、目標数値の
達成をめざす。

5
スポーツ大会に参加す
る障害者の割合

％

7.1

新型コロナ感染症の影響により作品制作活動が制限される
とともに、展覧会等の開催回数の減少や企画公募展への出
品点数も減少したことから参考年間目標を達成できなかっ
た。引き続き、参画者数の増となるよう、活動しやすい環
境や広報活動に努め、目標数値の達成をめざす。

(2017年度)

ＰＲ動画やポスターの掲示など、普及啓発活動の継続によ
り、府民の認知度が向上したことから参考年間目標を達成
した。引き続き啓発活動の継続等により、目標数値の達成
をめざす。

3
ヘルプマークを知って
いる人の割合

％ 30.0

14.0

40.0

⑧留学生・外国人が生き生きと暮らせる社会

⑨コミュニティが大切にされる社会
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

－ 23.0 － －

－ 27.9

900 950 1,000 1,050

870 751

－ 10.0 － －

－ 5.9

26 28 30 31

26 27

10,000 11,000 12,000 13,000

10,942 10,896

780 860 940 1,020

662
2021年10月頃
公表予定

28.5 31.0 34.0 37.0

28.5 26.4

横１ 12

横１ 13

横１ 14

横１ 15

横１ 16

◆2021年度京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：25.6%
　達成率：75.3%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：14.4%

基３ 12

－ －
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

1

(10.0)

6,160 1,163

(2019～2023
年度)

(51.5)

15

(93.8)

65.0 －

(2022年度) －

313

(54.8)

226

(75.3)

120

(92.3)

(2017年度)

新型コロナウイルス感染症の影響による施設の休止によ
り、利用者数が減少し、参考年間目標値を達成できなかっ
た。今後は、感染症防止対策と大会の誘致等に取り組み、
目標数値の達成をめざす。

3
府立京都スタジアムの
利用者数（観客数を含
む）

千人 ―

「ＡＲＴＩＳＴＳ’ ＦＡＩＲ ＫＹＯＴＯ」や「京都アー
トラウンジ」等のアートフェアを開催したが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響による催しの開催方法の変更などに
より、当初見込んでいた参加者を確保できず、参考年間目
標を達成できなかった。今後は参加者確保に向け、開催方
法の見直しを行い、目標数値の達成をめざす。

400

160

目標数値：2022年度に65.0％をめざす
2020年度は、参考年間目標の設定なし

1
成人の週１回以上のス
ポーツ実施率

％

48.7

新型コロナウイルス感染症の影響による施設の休止によ
り、利用者数が減少し、参考年間目標値を達成できなかっ
た。今後は、感染症防止対策と大会の誘致等に取り組み、
目標数値の達成をめざす。

6742

府立スポーツ施設（府
立体育館、京都トレー
ニングセンター、京都
スタジアムなど）の利
用者数（観客数 を含
む）

全国の自治体が移住対策に取り組む中、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、地域への往来を控える動きもあ
り、参考年間目標を達成できなかった。
一方で移住相談件数（市町村窓口含む）は、前年度に比べ
約３割増加するなど、地方移住への関心は高いことから、
引き続き、情報発信や移住希望者へのアプローチを進め、
目標数値の達成をめざす。

3
農山漁村等への移住者
数（累計）

人 658

新型コロナウイルス感染症の影響で接触機会が減少し、地
域内の合意形成などに支障を来したこともあり、参考年間
目標を達成できなかった。
引き続き、より持続性ある農村コミュニティの構築に向け
た組織体制の強化、マンパワー不足を補う仕組み等を検討
し、目標数値の達成をめざす。

37

新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での地域活
動が困難になり、事業が休止または規模縮小となったた
め、参考年間目標を達成できなかった。また、団体等を施
策に活用する体制の整っていない市町村もあることから、
引き続きパートナーシップミーティングを通じて団体と市
町村の関係構築に努め、目標数値の達成をめざす。

1552

地域交響プロジェクト
交付金を活用して新た
に施策の担い手となっ
た団体数（累計）

団体 ―

4

持続的な地域経営の体
制（農村型ＣＭＯ等）
を構築した地区数（累
計）

地区 4

千人 271

1

府内のアートフェア等
に参加する若手 アー
ティスト（４０ 歳以
下）の数

人 108

⑩誰もが親しみ夢が広がるスポーツ

⑪文化力による未来づくり
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

0 10 35 85

0 1

1,080 2,260 3,560 4,860

604 1,163

10 16 23 30

14 15

－ － － 65.0

－ －

355 571 672 673

324 313

85 300 400 400

63 226

120 130 140 150

149 120

基３ 11

基３ 3

R2に臨時調査を実施
『成人の週１回以上のスポーツ実施率』
48.5％

横１ 4

横１ 5

基３ 14

基３ 15

基３ 13
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

3,954

(24.0)

46.5

(66.4)

83.5

(92.8)

21,000 15,250

(2023年) (87.6)

5.1 －

(2021年) －

5,560 5,172

(2019～2023
年度)

(232.6)

100 52

(2019～2023
年度)

(130.0)

100 44

(2019～2023
年)

(110.0)

647

(64.7)

(2016年)

(2019年度)

15,168

286

「ＫＹＯＴＯ ＫＯＵ
ＧＥＩ ＷＥＥＫ」で
の商談成立件数 （累
計）

件

千円

4,000

(2016～2018
年平均)

府南部地域における用地不足により、立地件数が伸び悩ん
だが、京都産業立地促進事業等の実施により、関連企業の
誘致が可能となり、参考年間目標値を達成することができ
た。引き続き、企業立地を推進し、目標数値の達成をめざ
す。

新型コロナウイルス感染症の影響により商談会が中止にな
るなど、販売や商談が出来ない状況が続き、参考年間目標
を達成できなかった。今後は、商品開発や国内外バイヤー
等向けのＰＲ活動に対する支援に継続的に取り組み、目標
数値の達成をめざす。

6

海外ビジネスセンター設置による支援・相談体制の充実に
より、海外展開に新たに挑戦する企業が増加したことで参
考年間目標を達成できた。引き続き、センターを通じた支
援等により、目標数値の達成をめざす。

4

海外ビジネスセンター
を通じ新たに海外展開
に取り組んだ企 業数
（累計）

社 10

府において事業承継診断シートの様式作成や、診断実施方
法の検討を行い、関係機関等と連携することで一体的に診
断が実施できる体制を構築したことにより、事業承継診断
を受ける事業者が増え、参考年間目標を達成できた。引き
続き、診断実施体制の充実を進め、目標数値の達成をめざ
す。

目標数値：2021年に5.1％をめざす
2020年は参考年間目標の設定なし

(2018年)

2 開業率 ％

4.3

新型コロナウイルス感染症により、広範な業種の売上高に
影響が出ており、参考年間目標を達成できなかった。今後
は、危機克服会議の提言を踏まえ、ＰＯＳＴコロナ社会で
の新たな産業社会を目指した施策を実施し、目標数値の達
成をめざす。

1
従業者１人当たりの付
加価値額（製造業）

日本博府域展開アートプロジェクトや文化財活用推進事業
補助金を通じて、府民が文化遺産や文化財に触れる機会の
創出を行ったが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、イベントの開催が制限されたことなどから、参考年間
目標を達成することができなかった。今後は、ＰＯＳＴコ
ロナ社会に合わせたイベントの開催や、文化財に触れる機
会の提供などにより、目標数値の達成をめざす。

4

歴史的な文化遺産や文
化財などが社会全体で
守られ、活用されてい
ると思う人の割合

％

84.9

3
文化・芸術に関わりを
持つ（鑑賞・体 験含
む）人の割合

％ 57.8

90.0

新型コロナウイルス感染症の影響によるアートフェアの中
止により、参考年間目標を達成できなかった。
引き続き、アートフェア開催への取組や、参加者確保に向
けた取組を推進し、目標数値の達成をめざす。

2
府内のアートフェア等
における販売額

万円 2,515

新型コロナウイルス感染症の影響により文化施設への来訪
者や、文化体験を希望する方が減少したため、参考年間目
標を達成できなかった。今後は、ＰＯＳＴコロナ社会に合
わせた「リアル」と「バーチャル」の双方による文化体験
の拡充などにより、目標数値の達成をめざす。

33,000

70.0

3
事業承継診断件数（累
計）

件

5

⑫産業の創出・成長・発展と継承

府内への企業立地件数
（製造業、電気業、ガ
ス業、熱供給業）（累
計）

件

20

―
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　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

3,500 16,500 21,000 25,500

761 3,954

70.0 70.0 70.0 70.0

58.9 46.5

90.0 90.0 90.0 90.0

84.9 83.5

16,200 17,400 18,600 19,800

15,775 15,250

－ － 5.1 －

－ －

1,112 2,224 3,336 4,448

2,079 5,172

20 40 60 80

22 52

20 40 60 80

27 44

500 1,000 2,000 3,000

281 647

基２ 5

基２ 7

基２ 4

基２ 6

基２ 1

基２ 3

◆2021年度京都府民の意識調査
　前年度と比較し、数値は低下したが、引き
続き、関連事業への取組を実施。
　実績数値：82.9%
　達成率：92.1%
　回答を選択するにあたって新型コロナ
　ウイルス感染症の影響を受けている人
　の割合：24.1%

基３ 6

基３ 4

基３ 5
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

1,095 444

(2023年) (54.8)

4,560 2,139

(2023年) (56.6)

352,000 13,492

(2023年) (6.9)

450 31

(2023年) (7.7)

10.7 －

(2022年) －

2022年5月
公表予定

－

2.30 2.24

(2023年) (101.8)

2.60 2.60

(2023年) (104.0)(2018年)

％1
不本意非正規雇用者の
割合

4
京都府内の国際会議開
催件数

件

障害者雇用率 ％

2.13

367

目標数値：2022年までに10.7％をめざす
2020年の参考年間目標の設定なし

2
府内大学生の府内就職
割合

％

19.4

(2018年)

4
京都府（庁）の障害者
雇用率

％

2.57

企業に対する障害者雇用の啓発及び雇用支援、障害のある
方々に対する就労・職場定着支援等を総合的に推進し、参
考年間目標を達成した。引き続き、雇用支援や、就労支援
の実施により、目標数値の達成をめざす。

3

身体障害者及び知的障害者を対象とした採用試験を実施
し、継続的に職員採用を行ったため、参考年間目標を達成
した。引き続き採用に向けた取組を推進し、数値を維持す
る。

3
京都府域の外国人宿泊
者数

人

91,493

(2017年度)

目標数値：2023年度に25.0％をめざす
2020年度の実績数値は2022年5月公表予定

(2017年)

11.7

(2018年)

新型コロナウイルス感染症の影響による入国制限等によ
り、国際会議の開催が難しく、参考年間目標を達成できな
かった。今後、オンラインの活用等により、国際会議の開
催形式を検討するなど、目標数値の達成をめざす。

(2018年)

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、緊急事態宣言
の発出や外出自粛の要請、海外からの入国制限が行われた
結果、人の移動や交流が抑制され、観光入込客数及び観光
消費額は大きく減少し、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後は、近隣地域からの誘客や地域の本物の魅力を活
かした持続可能な観光の推進により、目標数値の達成をめ
ざす。

(2018年)

(2018年)

619

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、海外か
らの入国制限が講じられた結果、観光目的の訪日は実質的
に不可能となり、外国人宿泊者数も大きく減少し、参考年
間目標を達成できなかった。今後は、地域の本物の魅力を
活かした持続可能な観光の推進により、目標数値の達成を
めざす。

2
京都府域の観光入込客
数

万人

3,230

新型コロナウイルス感染症の影響により、外出自粛の要
請、海外からの入国制限が行われた結果、人の移動や交流
が抑制され、観光入込客数及び観光消費額が大きく減少
し、参考年間目標を達成できなかった。今後は近隣地域か
らの誘客や地域の本物の魅力を活かした持続可能な観光の
推進により、目標数値の達成をめざす。

1
京都府域（京都 市除
く）の観光消費額

億円

⑭雇用の安定・確保と人材育成

⑬魅力ある観光

25.0
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　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

715 810 905 1,000

658 444

3,520 3,780 4,040 4,300

3,440 2,139

144,000 196,000 248,000 300,000

98,091 13,492

384 401 418 435

405 31

－ － － 10.7

－ －

21.0 22.0 23.0 24.0

18.7
2022年5月
公表予定

2.20 2.20 2.30 2.30

2.23 2.24

2.50 2.50 2.60 2.60

2.59 2.60

基２ 9

－ －

基３

基２ 10

10

基２ 2

基３ 7

基３ 8

基３ 9
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

2.50 1.73

(2023年) (72.1)

127

(84.7)

820
2022年3月頃
公表予定

(2023年) －

2021年10月頃
公表予定

－

750 333

(2019～2023
年度)

(111.0)

150 70

(2019～2023
年度)

(116.7)

250 71

(2019～2023
年度)

(71.0)

500 193

(2019～2023
年度)

(96.5)

5 ％
京都府教育委員会の障
害者雇用率

2.31

29,000

6
新たに農商工連携・６
次産業化に取組んだプ
ロジェクト数（累計）

件 80

各経営体の世代交代が一定進んだこともあり、定置網経営
体等での採用が減少したことや、例年に比べ高齢の漁業者
の減少が顕著であり、廃業に伴う承継者が減少したことな
どから、参考年間目標を達成できなかった。引き続き、海
の民学舎に関連する取組や、廃業者からの承継を促進する
とともに、国の施策と連携した新規就業者確保の取り組み
を行うことで、目標数値の達成をめざす。

5
新規就業者数（漁業）
（累計）

人 52

林業大学校による人材育成や就業相談会の開催、国の「緑
の雇用事業」の取組等の効果もあり、参考年間目標を達成
した。今後も、林業大学校による取組等と併せて、府内事
業体の雇用条件や労働環境の改善を支援し、就業者の確保
を図り、目標数値の達成をめざす。

4
新規就業者数（林業）
（累計）

人 30

農林漁業者のチャレンジを支援し、農林水産物の新商品・
新サービスの開発を促進してきたが、新型コロナウイルス
感染症の影響による新商品開発が手控えられたことなどか
ら、参考年間目標を達成できなかった。上記の取組に加
え、京の農業応援隊と中小企業応援隊の連携を強化し、農
林漁業者と企業のマッチングを促進するなど、引き続き、
農商工連携・６次産業化を推進することで、目標数値の達
成をめざす。

37,400

目標数値：2023年に820億円をめざす
2020年の実績数値は、2022年3月頃公表予定

※2013年～
2017年の５年
間における最
大最小を除い
た３年平均

農林水産業の産出額 億円

786

1

6
奨学金返済支援制度の
導入企業数（累計）

社 27

社会保険労務士によるアドバイザー派遣の実施等により、
制度の導入に向けた支援を行ったが、制度導入に係る就業
規則の改正等、企業の負担感が大きかったこともあり、参
考年間目標を達成できなかった。引き続き、制度導入に向
けた支援に取り組むことにより、目標数値の達成をめざ
す。

300

3
新規就業者数（農業）
（累計）

人 165

目標数値：2023年度に37,400haをめざす
2020年度の実績数値は2021年10月頃公表予定

2
適正に経営管理されて
いる人工林面積

ha

法人化や経営力強化の取組を推進してきた結果、雇用を行
える農業法人が増加し、参考年間目標を達成した。今後
は、農業経営チャレンジ支援事業や農業次世代人材投資事
業など既存施策の着実な実施に加えて、「集落連携100ha農
場づくり事業」の「企業連携支援事業」において、企業社
員等の農業におけるセカンドキャリアを支援し、多様な担
い手の確保を図り、目標数値の達成をめざす。

(2018年)

雇用率確保に向けた採用情報の周知や、相談対応等に取り
組んだが、資格を有する障害者の採用に困難を極めたこと
から、参考年間目標の達成はできなかった。引き続き、京
都府教育委員会における障害者活躍推進計画に基づき、個
人の特性に応じた職務配置と職場環境の整備等により、目
標数値の達成をめざす。

⑮農林水産業の成長産業化
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　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

2.40 2.40 2.50 2.50

1.46 1.73

100 150 200 250

67 127

793 800 805 815

775
2022年3月頃
公表予定

29,000 29,500 30,000 33,700

29,000
2021年10月頃
公表予定

150 300 450 600

171 333

30 60 90 120

36 70

50 100 150 200

44 71

100 200 300 400

92 193

－ －

基２ 14

基２ 8

基２ 15

基２ 12

11基２

基２ 16

基２ 13
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

494

(247.0)

21.8

(89.0)

769

(99.1)

88.0

(100.0)

15,000 －

(2023年) －

50以下 49

(2020年) (102.0)

68.1

(97.3)

43.7

(87.4)

(2018年)

関係機関等との調整に不測の期間を要した工事などがあ
り、参考年間目標を達成できなかった。引き続き、河川改
修事業の更なる推進により、目標数値の達成をめざす。

500

自立支援グループワークや、地域生活サポーターを活用し
た支援を実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる有効求人倍率の低下により、就職者が減少したため参
考年間目標を達成できなかった。引き続き、社会的自立に
向けた生活支援を実施し、目標数値の達成をめざす。

4
ＤＶ被害者のうち、社
会的自立に向けた生活
を始めた人の割合

％ 43 50

3
消費者被害の救済状況
（被害回復率）

％ 66.3

ＧＩＳ交通事故分析システムを活用した交通死亡事故抑止
対策を推進した結果、目標数値を達成した。引き続き、交
通死亡事故抑止対策の推進に取り組む。

消費者からの相談対応や、消費者と事業者間の仲介など、
被害の救済に向けた取組を実施したが、新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり、インターネット通販に関する相談
が増えたことから、被害回復率の参考年間目標を達成でき
なかった。引き続き、相談対応能力の向上を図り、消費者
被害の救済に努める。

2 年間の交通事故死者数 人

52

75.0

目標数値：2023年に15,000件をめざす
2020年は参考年間目標の設定なし

1 刑法犯認知件数 件

16,821

(2018年)

4 府内の住宅耐震化率 ％ 87 91

⑰犯罪や事故のない暮らし

2
河川整備計画策定済み
河川の改修延長 （累
計）

km 19.2

地元調整及び用地取得に不測の期間を要した工事などがあ
り、参考年間目標を達成できなかった。引き続き、砂防及
び急傾斜事業の更なる推進により、目標数値の達成をめざ
す。

3
土砂災害に対する要対
策箇所の整備済数（累
計）

箇所 760 800

新型コロナウイルス感染症の影響により、研修の実施回
数・参加者数が少なく、実績数値の伸びは鈍化したが、参
考年間目標は達成した。引き続き、人数の確保に向けて、
研修の開催だけでなく、開催方法等を工夫することで、目
標数値の達成をめざす。

近年の自然災害の頻発により、府民の防災意識が向上し、
住宅の耐震改修率が上昇傾向であることもあり、参考年間
目標を達成できた。引き続き「住まいの耐震化」に対する
普及啓発に取り組み、目標数値の達成をめざす。

30.5

⑯しなやかで災害に強い地域

1
災害時声掛け隊の人数
（累計）

人 ―
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　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

100 200 300 400

374 494

21.8 24.5 27.2 29.5

19.8 21.8

768 776 784 792

764 769

－ 88.0 － －

－ 88.0

－ － － －

－ －

－ －

55 49

68.0 70.0 72.0 74.0

70.0 68.1

50 50 50 50

54.5 43.7

基４ 14

基４ 15

基４

50以下

－ －

横２ 4

－ －

横２ 3

16

基４ 13
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

25.0
2022年8月頃
公表予定

(2020年度) －

12.0
2021年10月頃

公表予定

(2020年度) －

70.5
2022年4月
公表予定

(2020年度) －

7.5
2022年3月頃
公表予定

(2020年度) －

94.6 －

(2022年度) －

25,000 18,557

(2023年) (84.4)

237

(66.4)

1,380 671

(2023年) (58.9)

％ 9.22
府内総電力需要に占め
る再生可能エネルギー
導入量の割合

(2018年)

(2015年度)

万ｔ

84.3

目標数値：2020年度に12.0％をめざす
2020年度の実績数値は、2021年10月頃公表予定

(2017年度)

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で参考年間目標を達成できなかっ
た。引き続き、海の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域からの
誘客やオンラインツアーの活用等、新たな観光トレンドを
踏まえた誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめざ
す。

1
海の京都エリアの観光
入込客数

万人

969

(2018年)

3
府内の国・府営都市計
画公園の利用人数（６
公園＋１広場）

万人 353

新型コロナウイルス感染症の影響による自動車や輸送用車
両などの関連部品産業の操業停止等により大口荷主の利用
が減少したことから、参考年間目標を達成できなかった。
今後は、取り扱い貨物量の増加に向け、京都舞鶴港の強み
を活かしたポートセールスに取り組むなどにより、目標数
値の達成をめざす。

2
京都舞鶴港コンテナ取
扱量（空コンテ ナ含
む）

TEU

18,623

新型コロナウイルス感染症の影響による施設の利用停止や
イベントの中止等により、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後は、安心して利用できるよう、感染防止対策の徹
底等により、目標数値の達成をめざす。

363

1
府域における鉄道（Ｊ
Ｒ在来線）の複線延長
（累計）

km 80.6

目標数値：2020年度に7.5万tをめざす
2020年度の実績数値は、2022年3月頃公表予定

(2015年度)

4 産業廃棄物最終処分量 万ｔ

11.2

目標数値：2020年度に70.5万tをめざす
2020年度の実績数値は、2022年4月公表予定

目標数値：2022年度に94.6kmをめざす
2020年度の参考年間目標の設定はなし

3 一般廃棄物排出量

⑲成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

目標数値：2020年度に25.0％をめざす
2020年度の実績数値は、2022年8月頃公表予定

1
温室効果ガス排出量削
減率（１９９０ 年度
比）

％

18.3

⑱脱炭素社会へのチャレンジ

⑳もうひとつの京都の推進と地域連携
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

－ 25.0 － －

－
2022年8月頃
公表予定

－ 12.0 － －

－
2021年10月頃
公表予定

－ 70.5 － －

－
2022年4月
公表予定

－ 7.5 － －

－
2022年3月頃
公表予定

－ － － 94.6

－ －

20,000 22,000 23,000 25,000

19,812 18,557

355 357 359 361

405 237

1,060 1,140 1,220 1,300

1,026 671

横２

横２

横２

横２

基４

基４

基４

6

7

8

10

基４ 1

9

11

5
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

437 199

(2023年) (61.6)

1,340 674

(2023年) (61.3)

299 127

(2023年) (57.5)

1,760 795

(2023年) (54.5)

401 136

(2023年) (45.9)

295 119

(2023年) (47.6)

14 3.5

(2023年) (31.8)

1,493

(23.2)

8,780

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響でイベントやツアーのキャンセル、
催行中止が相次ぎ、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、近隣地域からの誘客やオンラインツアーの活用
等、新たな観光トレンドを踏まえた誘客の取組の推進によ
り、目標数値の達成をめざす。

9
海の京都、森の京都、
お茶の京都３ＤＭＯに
よる旅行商品取扱額

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの中、宿泊キャンペーンの実施等により需
要喚起を図ったが、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、近隣地域からの誘客やオンラインツアーの活用
等、新たな観光トレンドを踏まえた誘客の取組の推進によ
り、目標数値の達成をめざす。

(2018年)

8
竹の里・乙訓エリアの
観光消費額

億円

8.4

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で参考年間目標を達成できなかっ
た。引き続き、近隣地域からの誘客やオンラインツアーの
活用等、新たな観光トレンドを踏まえた誘客の取組の推進
により、目標数値の達成をめざす。

(2018年)

4
森の京都エリアの観光
消費額

億円

169

万円 4,871

(2018年)

7
竹の里・乙訓エリアの
観光入込客数

万人

220

6
お茶の京都エリアの観
光消費額

億円

226

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で参考年間目標を達成できなかっ
た。引き続き、お茶の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域から
の誘客やオンラインツアーの活用等、新たな観光トレンド
を踏まえた誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめ
ざす。

5
お茶の京都エリアの観
光入込客数

万人

1,254

(2018年)

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの中、宿泊キャンペーンの実施等により需
要喚起を図ったが、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、お茶の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域からの誘客
やオンラインツアーの活用等、新たな観光トレンドを踏ま
えた誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめざす。

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で参考年間目標値を達成できなかっ
た。引き続き、森の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域からの
誘客やオンラインツアーの活用等、新たな観光トレンドを
踏まえた誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめざ
す。

3
森の京都エリアの観光
入込客数

万人

939

(2018年)

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの中、宿泊キャンペーンの実施等により需
要喚起を図ったが、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、森の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域からの誘客や
オンラインツアーの活用等、新たな観光トレンドを踏まえ
た誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめざす。

(2018年)

2
海の京都エリアの観光
消費額

億円

247

(2018年)

新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの中、宿泊キャンペーンの実施等により需
要喚起を図ったが、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、海の京都ＤＭＯと連携し、近隣地域からの誘客や
オンラインツアーの活用等、新たな観光トレンドを踏まえ
た誘客の取組の推進により、目標数値の達成をめざす。

78



2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

285 323 361 399

273 199

1,020 1,100 1,180 1,260

1,024 674

195 221 247 273

185 127

1,360 1,460 1,560 1,660

1,328 795

261 296 331 366

223 136

235 250 265 280

233 119

10 11 12 13

8.5 3.5

5,660 6,440 7,220 8,000

6,008 1,493

3

基４ 7

基４ 4

基４ 8

基４ 17

基４

基４ 2

基４ 6

基４ 5
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実績数値
達成率：％

2020

R2

数値変動の要因及び今後の取組内容等指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)

全国平均並み 1.22

(2040年) －

▲ 3,947

－

0.36

(36.0)

2022年6月
公表予定

－

2
人口の社会増（転入超
過）

人
転出超過が縮小した市町があるものの、京都市において転
出超過が大幅に拡大したことにより、府の転出超過は前年
より拡大した。

1.29
(全国：
1.42)

(2018年度)

▲ 2,536

(2018年度)

4 府内５Ｇ人口カバー率 ％
目標数値：2023年度までに99％をめざす
2020年度の実績数値は2022年6月公表予定

11,256千円

(2016～2018
年度累計)

1 合計特殊出生率 －

全国レベルで前年に比べて出生率が下がっており 、京都府
も概ね同様の傾向であるが、要因分析には詳細なデータ
（国勢調査）が必要。少子化の要因は複数の要因が絡み
合っており、分野を超えた粘り強い取組が必要であること
から、引き続き、「京都府子育て環境日本一推進戦略」の
推進により、目標数値の達成をめざす。

3
企業版ふるさと納税を
活用した寄附額（累
計）

億円

新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の落ち込
みにより、企業からの寄附が難しい状況にあり、参考年間
目標を達成できなかった。
今後、新型コロナウイルス感染症の動向も注視しながら、
企業とのマッチング会の参加や業種に応じた積極的な対象
事業のＰＲ等を行い、より一層の制度の活用促進を図る。

京都府地域創生戦略独自設定数値目標

99－

4

0以上
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2019 2020 2021 2022

R1 R2 R3 R4

備　考

第２期
地方創生戦略

　　　　　　上段：参考年間目標（年・年度）
　　　　　　下段：実績数値

項目
番号

整理
番号

－ － － －

1.25 1.22

－ － － －

▲ 2,688 ▲ 3,947

－ 1 2 3

0.22 0.36

－ － － －

－
2022年6月
公表予定

基１ 1

基３ 1

横２ 1

基３ 2
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２ 地域振興計画 
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【参考：地域別の状況】

※各地域振興計画に掲げた数値目標68指標のうち、１つの指標の中で別の単位で数値目標を
　掲げている指標を別項目としてカウント

4

33 25

丹後地域
振興計画 18 78

合　計 68 69 43 36

(17)19 10

(64)

南丹地域
振興計画 17 17 10(16)

10 8(14)

地　域 指標数 項目数
参考年間目標の達成率

70％以上 80％以上 90％以上 100％以上

中丹地域
振興計画 16 16

8

7 6

山城地域
振興計画

　参考年間目標に対する達成率が70％以上

9

Ｒ２
対象
項目数

6

11

25

17 17

36

43

13 12

8

(17)

(39.1%)

　令和２年度の対象項目数

　　　　　　　〃　 　　　　　100％以上

　　　　　　　〃　　　　　　　90％以上

　　　　　　　〃　　　　　　　80％以上 (56.3%)

(51.6%)33

64

 数値目標の状況

( 割 合 )

(67.2%)

 地域振興計画に掲げた数値目標のうち、令和２年度の対象となる64項目を全体数とし、
達成率ごとの項目数の割合を算出

※
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実績数値
達成率：％

2020
R2

1

(100.0)

1

(100.0)

556

(203.7)

224 137

(2023年) (81.5)

3

(75.0)

99

(198.0)

3

(95.9)

12

135

0

〔達成率の算出方法〕
　①数値目標が「増加」の方向をめざしている場合
　　　　　達成率（％） ＝ （ 実績数値 ÷ 参考年間目標 ）×100
　②数値目標が「減少」の方向をめざしている場合
　　　　　達成率（％） ＝ （ １ -（ 実績数値 - 参考年間目標 ）÷ 参考年間目標 ）×100
　③「０」を目標としている場合
　　　　　達成率（％） ＝ （ 基準値 - 実績数値 ）÷（ 基準値 - 参考年間目標 ）×100

1
新名神の整備効果を山
城管内に広める道路整
備（累計）

箇所 0

都市計画道路東中央線の整備を令和元年度に完了したた
め、参考年間目標を達成し、令和２年度は宇治木屋線完了
に向けてトンネル掘削に着手した。引き続き、計画に沿っ
て道路整備を進め、目標数値の達成をめざす。

4
相楽東部地域（笠置
町、和束町、南山城
村）への移住者数

人

139

5
災害・天井川対策のた
めの河川・道路整備完
了件数（累計）

箇所 0

2
ＪＲ奈良線高速化・複
線化に関連する道路整
備（累計）

箇所 0

玉水駅西交通広場の整備を令和元年度に完了したため、参
考年間目標を達成し、令和２年度は向島宇治線完了に向け
てバイパス部の暫定供用（ＪＲ踏切除却）を実施した。引
き続き、計画に沿って道路整備を進め、目標数値の達成を
めざす。

(2018年)

3

サテライトオフィスな
ど交流拠点施設を活用
した企業等交流者数
（累計）

指標名称 単位
基準値

(2018年度)

新型コロナウイルス感染症による人流の抑制により、誘
致・ＰＲ活動を積極的に行うことができなかったため、参
考年間目標を達成できなかった。引き続き、移住者の増加
に向け、交流人口・関係人口の拡大を図る取組の促進によ
り、目標数値の達成をめざす。

目標数値
(2023年度)

数値変動の要因及び今後の取組内容等

6

2

363

山城地域振興計画の数値目標

人 225

サテライトオフィスの広報による認知度の高まりや、コロ
ナによるテレワークの促進により利用者が増えたことで、
参考年間目標を達成した。引き続き、利用促進に向けた広
報活動等の推進により、目標数値の達成をめざす。

令和２年度に完了としていた古川本川の床上浸水対策に係
る暫定的な改修について、支障物件移設等に不測の期間を
要し、完了が後年度となり、参考年間目標を達成できな
かった。引き続き、支障物件移設を進め、目標数値の達成
をめざす。

7
保育所における待機児
童数

人

73 待機児童ゼロをめざし各市町村が保育所整備等を図ってい
るが、保育需要を完全に満たすことができず参考年間目標
を達成できなかった。引き続き、待機児童ゼロに向けて、
保育人材確保等に努め、目標数値の達成をめざす。(2019.4.1

現在)

6
防災重点ため池のハ
ザードマップ等作成
（累計）

箇所 9

ハザードマップ作成に係る助成制度の周知や他市町村の作
成事例の共有等とともに、市町村の豪雨に対する減災対策
の重要性の増大により、マップ作成が進んだため、参考年
間目標を達成した。引き続き、市町村に対する支援等によ
り、目標数値の達成をめざす。
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

1 1 2 2

1 1

1 1 1 2

1 1

248 273 300 330

420 556

153 168 185 204

159 137

2 4 6 10

0 3

21 50 79 107

81 99

0 0 0 0

12 3

注１）2020年度の目標を設定していない指標については、「実績数値」欄に「－」を記載
注２）本資料作成時点で実績数値が公表されていない指標については、「実績数値」欄に公表時期を記載し、
　　　「達成率」欄に「－」を記載

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

73

(112.3)

39

(54.2)

130

(144.4)

310

(100.3)

44.2

(56.7)

124

(155.0)

3,099

(122.5)

22.7

(92.7)

112

102

225

369

85.5

155

2,980

27.5

9
人権に関する啓発活動
の取組回数

回 51

新型コロナウイルス感染症の影響で、街頭啓発を十分実施
できなかったため、参考年間目標を達成できなかった。引
き続き、関係団体と連携した取組を推進し、目標数値の達
成をめざす。

8

発達障害児への対応力
強化を図った保育所・
認定こども園数（累
計）

箇所 35

新型コロナウイルスの影響により、研修の実施方法をオン
ラインに切り替えることで、遠方の保育所等が参加できた
ことで、参考年間目標を達成できた。引き続き研修の実施
方法について検討を進めるとともに、参加しやすい日程で
の開催等により、参加する保育所等を増やし、目標数値の
達成をめざす。

11

「知恵の経営」や「元
気印」等の認定企業数
（累計）

社 269

制度周知や、認定等に向けた伴走支援に取り組んだこと
で、管内企業の認定数が増加し、参考年間目標を達成し
た。引き続き、中小企業応援隊等との連携のもと認定等の
拡大に取り組み、目標数値の達成をめざす。

10

子育て環境日本一に向
けた職場づくり行動宣
言を行った企業数（累
計）

社 0
府ＨＰ等における周知等を行ったことで、宣言企業数が増
加し、参考年間目標を達成した。引き続き、地域の企業と
連携して取組を進め、目標数値の達成をめざす。

12 管内荒茶生産額 億円 73

春先の低温で一番茶の生産量が減少したほか、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、茶の需要が下がり、茶流通
業者の買い控えが起きたことから、一番茶、二番茶とも単
価が下落し、参考年間目標を達成できなかった。今後、生
産額増加に向けて他産地と差別化できる市場評価の高い
「宇治種」への改植を推進し、目標数値の達成をめざす。

13

管内新規就農者数（農
家子弟後継者を含む）
（累計）

人 30

法人化や経営力強化の取組を推進してきた結果、雇用を行
える農業法人が増加したことから、就業者数が増加し、参
考年間目標を達成できた。引き続き、新規就農者を対象と
した農業基礎講座や経営強化の取組支援の推進により、目
標数値の達成をめざす。

15
京やましろ新鮮野菜の
年間販売額

億円 22.5

気象条件による収量減や、新型コロナウイルス感染症の影
響による高価格帯野菜の需要減により、参考年間目標を達
成できなかった。今後、年間販売額の増加に向けて、新規
需要開拓等の推進により、目標数値の達成をめざす。

14 九条ねぎの生産量 ｔ 1,778

新たな小売り用のブランドを立ち上げ、生産者を組織した
ことにより、生産量が増加し、参考年間目標を達成した。
引き続き、栽培技術研修会や栽培こよみの配布等を通じた
生産者の拡大の推進により、目標数値の達成をめざす。
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

50 65 80 95

56 73

61 72 87 95

71 39

45 90 135 180

61 130

289 309 329 349

290 310

75.5 78.0 80.5 83.0

61 44.2

55 80 105 130

65 124

2,380 2,530 2,680 2,830

3,090 3,099

23.5 24.5 25.5 26.5

24.4 22.7
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

20,550 9,139

(2023年) (53.4)

41,500 13,922

(2023年) (45.3)

11,250 5,538

(2023年) (60.1)

24,300 10,670

(2023年) (59.3)

115

(7.7)

2,800

(6.3)

44

(100.0)

109

(100.0)

1,989

(47.4)

南丹地域振興計画の数値目標

2,000

130,000

68

220

6,000

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベント等が中
止となったため、参考年間目標を達成できなかったが、エ
リア構想の推進と合わせた健康増進の取組を継続し、目標
数値の達成をめざす。

7
健康増進の取組への参
加者数

人 3,000

34

新型コロナウイルス感染症に対応した人権啓発活動を積極
的に実施したことで、参考年間目標を達成した。引き続
き、関係団体と連携した取組を推進し、目標数値の達成を
めざす。

6
障害者の一般就労者数
（累計）

人 35
周知活動等の継続実施により、参考年間目標を達成した。
引き続き、周知活動等の取組を推進し、目標数値の達成を
めざす。

5
人権に関する啓発活動
の取組回数

回

3
周遊・滞在型ツアーの
参加人数

人 584

新型コロナウイルス感染症の影響によるツアーの中止や行
動自粛により、参考年間目標を達成できなかったが、コロ
ナ禍に対応した旅行の促進に継続して取り組み、目標数値
の達成をめざす。

4
京都丹波に関わるＳＮ
Ｓ投稿数（累計）

件 1,300

新型コロナウイルス感染症の影響によりＳＮＳ投稿促進に
資する事業が中止となり、参考年間目標が達成できなかっ
たが、今後はコロナ禍に対応した施策により投稿を促進す
ることで、目標数値の達成をめざす。

1 管内観光入込客数 千人

7,867 新型コロナウイルス感染症の影響による観光施設の閉鎖、
イベントの中止等により、参考年間目標を達成できなかっ
た。森の京都ＤＭＯ等と連携して新たな地域の魅力発掘を
行い、観光誘客に繋げ、目標数値の達成をめざす。

2 管内観光消費額 百万円

13,835 新型コロナウイルス感染症の影響による観光施設の閉鎖、
イベントの中止等により、参考年間目標を達成できなかっ
た。森の京都ＤＭＯ等と連携して新たな地域の魅力発掘を
行い、観光誘客に繋げ、目標数値の達成をめざす。(2018年)

(2018年)

17 管内観光消費額 百万円

23,392 新型コロナウイルス感染症の影響による観光施設の閉鎖、
イベントの中止等により、参考年間目標を達成できなかっ
た。ＰＯＳＴコロナに向け、お茶の京都ＤＭＯ等と連携し
て落ち込んだ観光需要の回復に取り組み、目標数値の達成
をめざす。

16 管内観光入込客数 千人

14,740 新型コロナウイルス感染症の影響による観光施設の閉鎖、
イベントの中止等により、参考年間目標を達成できなかっ
た。ＰＯＳＴコロナに向け、お茶の京都ＤＭＯ等と連携し
て落ち込んだ観光需要の回復に取り組み、目標数値の達成
をめざす。

(2018年)

(2018年)
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

15,950 17,100 18,250 19,400

15,609 9,139

27,100 30,700 34,300 37,900

23,152 13,922

8,530 9,210 9,890 10,570

8,521 5,538

15,900 18,000 20,100 22,200

15,294 10,670

700 1,500 1,600 1,800

706 115

15,600 44,200 72,800 101,400

1,800 2,800

36 44 52 60

28 44

72 109 146 183

77 109

3,600 4,200 4,800 5,400

3,901 1,989
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

426

(101.4)

25

(96.2)

3,741 3,509

(2023年) (96.6)

154.4
2022年3月頃
公表予定

(2023年) －

70,000 70,286

(2023年) (112.5)

558

(69.8)

39

(108.3)

4.1

(100.0)

86

(74.8)

1,900

75

5.6

205

840

30

13
管内への移住者数（累
計）

人 188

12
地域産木材（素材）生
産量

㎥

14

京都丹波Ｕターン応援
隊企業数及び京都丹波
子育て応援隊企業数
（累計）

社 12

58,365

15

河川整備計画策定済み
河川の改修延長（累
計）

km 3.9
計画どおり河川改修を進め、参考年間目標を達成した。今
後も計画に沿って河川改修を進め、目標数値の達成をめざ
す。

16
対策を講じた防災重点
ため池数（累計）

箇所 35

新型コロナウイルス感染症の影響により、集落内における
協議や現地確認等の取組が中断したことで参考年間目標を
達成できなかった。今後もハザードマップ作成支援等の取
組を継続し、目標数値の達成をめざす。

新型コロナウイルス感染症の影響により現地開催のイベン
ト等が中止となったため、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後は、オンラインセミナー等を継続実施し、京都丹
波の魅力を発信することで、目標数値の達成をめざす。

啓発資料の作成・配付等に継続的に取り組んだ結果、参考
年間目標を達成した。引き続き、応援隊企業数の増加に向
け、啓発活動等に取り組み、目標数値の達成をめざす。

新型コロナウイルス感染症の影響により、木材需要減少は
あったが、輸出向け販路開拓等の取組により需要は堅調に
確保され、森林組合や素材生産事業体の取組が進められた
ことで参考年間目標を達成した。引き続き森林組合等への
生産支援の取組を推進し、目標数値の達成をめざす。

(2016～
2017年平

均)

11 管内の農畜産業産出額 億円

151.4

目標数値：2023年に154.4億円をめざす
2020年の実績数値は、2022年3月頃公表予定

(2017年)

新型コロナウイルス感染症の影響により販売額が伸び悩ん
だこと等から、参考年間目標を達成できなかった。今後
も、農業生産や経営に対する支援を継続し、目標数値の達
成をめざす。

10 管内の製造品出荷額等 億円

3,562 新型コロナウイルス感染症の影響により、製造品出荷額等
は全国的に減少し、管内では前年比6.3%減となったことか
ら、参考年間目標を達成できなかった。今後も、企業への
訪問等による情報提供、伴走支援や、関係機関との連携に
よる支援を継続して実施し、目標数値の達成をめざす。(2017年)

9
年間販売額が１億円を
超える農業法人等の数
（累計）

経営体 24

8
経営革新を志向する企
業経営者数（累計）

人 140
企業訪問やセミナー開催等、企業支援を継続して実施した
ことで、参考年間目標を達成した。今後も企業訪問等によ
る支援を継続し、目標数値の達成をめざす。

92



2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

280 420 560 700

307 426

25 26 27 28

25 25

3,597 3,633 3,669 3,705

3,744 3,509

152.4 152.9 153.4 153.9

163.8
2022年3月頃
公表予定

60,200 62,500 65,000 67,500

76,005 70,286

500 800 1,100 1,500

340 558

24 36 49 62

24 39

3.9 4.1 4.7 5.1

3.9 4.1

75 115 155 195

56 86
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

9

(75.0)

317

(46.6)

125

(250.0)

24

(100.0)

10.7 －

(2022年) －

92,336

(96.2)

7,093
2022年3月
公表予定

(2023年) －

5,400 2,446

(2023年) (54.4)

12,300 4,660

(2023年) (51.2)

30

1,880

125

30

中丹地域振興計画の数値目標

17
自主防災組織タイムラ
イン策定数（累計）

件 0

新型コロナウイルス感染症の影響により、住民間の協議が
困難であり、参考年間目標を達成できなかったが、引き続
き市町等と協力し、自主防災組織の代表へのタイムライン
策定手順説明等を推進し、目標数値の達成をめざす。

167

都市部のセミナーをオンラインにより実施したが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、現地案内が見合わせと
なったことなどから、参考年間目標を達成できなかった。
今後、移住希望者の掘り起こしと地域とのマッチングを推
進し、目標数値の達成をめざす。

1
管内への移住者数（累
計）

人

3
人権に関する啓発活動
の取組回数

回 12
各市等との連携した人権啓発活動により参考年間目標を達
成した。引き続き、各市等との連携による取組を推進し、
目標数値の達成をめざす。

2

中丹圏域子育て未来づ
くり１００人会議の趣
旨に賛同する個人・団
体・企業数（累計）

人・
団体

－

１００人会議主催研修等の実施により、趣旨賛同の輪が拡
大したことことで、参考年間目標及び目標数値を達成し
た。引き続き、１００人会議事業の推進により、更なる賛
同拡大をめざす。

(2017年)

4
不本意非正規雇用者の
割合

％

10.9

目標数値：2022年に10.7％をめざす
2020年は参考年間目標の設定なし

(2017年)

102,000

7 管内観光入込客数 千人

3,822 新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後、海・森の京都ＤＭＯ等と連携し、地域資源の魅
力向上や情報発信の推進により、目標数値の達成をめざ
す。

目標数値：2023年に7,093億円をめざす
2020年の実績数値は、2022年3月公表予定

(2018年)

5
主な農林水産物の生産
額

万円 90,400

担い手育成や農作業の効率化事業により、万願寺甘とうが
過去最高の販売額となる等、全体として前年比増となった
が、参考年間目標は達成できなかった。引き続き、儲かる
農林水産業事業の推進により、目標数値の達成をめざす。

6 管内の製造品出荷額等 億円

6,133

8 管内観光消費額 百万円

6,947 新型コロナウイルス感染拡大による入国・移動制限と旅行
需要の落ち込みの影響で、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後、海・森の京都ＤＭＯ等と連携し、地域資源の魅
力向上や情報発信の推進により、目標数値の達成をめざ
す。(2018年)
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

6 12 18 24

2 9

320 680 1,080 1,480

168 317

25 50 75 100

97 125

20 24 26 28

22 24

－ － － 10.7

－ －

94,000 96,000 98,000 100,000

89,649 92,336

6,453 6,613 6,773 6,933

6,442
2022年3月
公表予定

4,100 4,500 4,800 5,100

4,187 2,446

8,000 9,100 10,200 11,200

7,434 4,660
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

2,942

(79.5)

50 0

(2023年) (0.0)

25,000 18,557

(2023年) (84.4)

2

(100.0)

307

(100.3)

125

(520.8)

146

(78.5)

66

(110.0)

19

(95.0)

9

313

60

576

150

35

丹後地域振興計画の数値目標

(2018年)

10,000

京都舞鶴港コンテナ取
扱量（空コンテナ含
む）

TEU

18,623
新型コロナウイルス感染症の影響による自動車や輸送用車
両などの関連部品産業の操業停止等により大口荷主の利用
が減少したことから、参考年間目標を達成できなかった。
今後は、取り扱い貨物量の増加に向け、京都舞鶴港の強み
を活かしたポートセールスに取り組むなどにより、目標数
値の達成をめざす。

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定されていた
寄港が全てキャンセルとなり、参考年間目標を達成できな
かった。今後、受入体制づくりを進めるとともに、クルー
ズ誘致事業の更なる推進により、目標数値の達成をめざ
す。

(2018年)

9
地域応援活動への参加
者数（累計）

人 1,569

新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛や地域イ
ベントが中止となったことにより、参考年間目標を達成で
きなかった。今後、中丹ファンサイト「ＣＯ－ＫＹＯＴ
Ｏ」等を通じた情報発信の更なる推進により、目標数値の
達成をめざす。

10 クルーズ船寄港回数 回

23

11

13

土砂災害に対する要対
策箇所の整備済数（累
計）

箇所 301
地元調整や事業用地の確保を進めたことにより、計画どお
り整備でき、参考年間目標を達成した。引き続き、地元調
整や事業用地の確保に努め、目標数値の達成をめざす。

12

洪水時の３市間道路
ネットワーク確保に向
けた整備等の完成箇所
数（累計）

箇所 －
地元調整や事業用地の確保を進めたことにより、計画どお
り整備でき、参考年間目標を達成した。引き続き、地元調
整や事業用地の確保に努め、目標数値の達成をめざす。

14
災害時声掛け隊の人数
（累計）

人 －
管内各市、自主防災組織と連携した研修実施により、人材
養成を図り、参考年間目標及び目標数値を達成した。引き
続き、研修事業の推進により、更なる人数拡大をめざす。

15
タイムラインを策定し
た組織数（累計）

組織 3

新型コロナウイルス感染症の影響により、自主防災組織へ
の説明会の開催が見合わせとなったことから、ワーク
ショップ開催数が減少し、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後、防災士等派遣事業の推進により、目標数値の達
成をめざす。

16

避難退域時検査場所に
おいて汚染検査・簡易
除染、通過証発行等を
行うことができる職員
の育成数（累計）

人 －
原子力緊急支援・研修センターの協力を得た研修実施によ
り、職員育成を図り、参考年間目標を達成した。引き続
き、研修事業の推進により、目標数値の達成をめざす。

1
危機管理型水位計（累
計）

箇所 6

危機管理水位計について市町と優先設置箇所を確認しなが
ら設置に取り組んだが、参考年間目標を達成できなかっ
た。今後も、市町との調整により必要箇所への設置を推進
し、目標数値の達成をめざす。
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

1,800 3,700 5,700 7,800

1,632 2,942

33 37 41 45

34 0

20,000 22,000 23,000 25,000

19,812 18,557

－ 2 5 7

－ 2

306 306 310 311

303 307

12 24 36 48

74 125

76 186 316 446

115 146

30 60 90 120

39 66

15 20 25 30

19 19
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

195

(100.0)

20

(95.2)

29

(100.0)

274

(85.9)

8,400 4,267

(2023年) (61.8)

31,400 15,193

(2023年) (65.5)

（3,750） －

(2023年) －

1,177 751

(2023年) (70.9)

1,294 1,066

(2023年) (90.1)

198

24

36

3
きょうと健康づくり実
践企業認証取得企業数
（累計）

事業所 19

2
土砂災害に対する要対
策箇所の整備済数（累
計）

箇所 193

市町や地元との調整による工事実施予定箇所の着実な進捗
により、参考年間目標を達成した。
引き続き、必要な対策工事を推進し、目標数値の達成をめ
ざす。

新型コロナウイルス感染症の影響により、企業が行う従業
員の健康づくりに関する新たな認証取得に至らなかったた
め、参考年間目標を達成できなかった。今後も、新型コロ
ナウイルス感染症の感染状況を踏まえ取組を推進し、目標
数値の達成をめざす。

6 管内観光入込客数 千人

5,872 新型コロナウイルス感染症の影響により、移動制限、イン
バウンドが減少したことから、参考年間目標を達成できな
かった。引き続き、海の京都ＤＭＯ等関係機関との更なる
連携によりＰＯＳＴコロナを見据えた新たな需要喚起等を
推進し、目標数値の達成をめざす。

5
福祉避難サポートリー
ダー人材養成数（累
計）

人 229

新型コロナウイルス感染症の影響により、育成研修を中止
としたため新たな人材育成に至らず、参考年間目標を達成
できなかった。今後は、オンライン活用等により、人材育
成を推進し、目標数値の達成をめざす。

4
人権に関する啓発活動
の取組回数

回 18
各市町との連携した人権啓発活動により参考年間目標を達
成した。引き続き、各市町連携による取組を推進し、目標
数値の達成をめざす。

454

7 管内観光消費額
百万
円

17,737 新型コロナウイルス感染症の影響により、移動制限や、イ
ンバウンドが減少したことから、参考年間目標を達成でき
なかった。引き続き、海の京都ＤＭＯ等関係機関との更な
る連携によりＰＯＳＴコロナを見据えた新たな需要喚起等
を推進し、目標数値の達成をめざす。

(2017年)

(2018年)

(2018年)

（一人当たり観光消費
額）

(円)

（3,021）

目標数値：2023年に3,750円をめざす
2020年の参考年間目標の設定はなし

(2018年)

8 管内宿泊者数 千人

940 新型コロナウイルス感染症の影響により、移動制限、イン
バウンドが減少したことから、参考年間目標を達成できな
かった。引き続き、海の京都ＤＭＯ等関係機関との更なる
連携によりＰＯＳＴコロナを見据えた新たな需要喚起等を
推進し、目標数値の達成をめざす。(2018年)

9 管内の製造品出荷額等 億円

1,109 新型コロナウイルス感染症の影響により、海外との物流の
低下や需要低迷により参考年間目標を達成できなかった。
今後も、基幹産業の織物・機械金属業を中心に業界組合と
連携による産業活性化を推進する。
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

194 195 196 197

194 195

20 21 22 23

20 20

23 29 32 35

23 29

274 319 364 409

274 274

6,500 6,900 7,400 7,900

6,076 4,267

20,500 23,200 25,900 28,700

19,878 15,193

－ － － －

－ －

1,020 1,059 1,099 1,138

1,084 751

1,146 1,183 1,220 1,257

1,142 1,066
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実績数値
達成率：％

2020
R2

指標名称 単位
基準値

(2018年度)
目標数値

(2023年度)
数値変動の要因及び今後の取組内容等

15

(375.0)

39

(67.2)

1,200 －

(2022年) －

171

(38.9)

35

(79.5)

2

(66.7)

31

(57.4)

308

(44.0)

52.3

(104.6)

50

850

10

11
６次産業化取組支援件
数（累計）

件 18

新型コロナウイルス感染症の影響により、生産物の緊急的
な販路対策が優先されたことなどにより、新たに６次産業
化を目指す生産者が減少し参考年間目標を達成できなかっ
た。今後は、ＰＯＳＴコロナにおける生産者の経営力強化
の一環として、６次産業化の取組を支援し、目標数値の達
成をめざす。

10

農林水産業へのＡＩ・
ＩＣＴなどの先端技術
導入事例数（累計）

件 －
スマート農林水産技術のＰＲや導入支援により、参考年間
目標及び目標数値を達成した。引き続き、支援継続により
スマート農林水産業を推進する。

118

13
管内への移住者数（累
計）

人 78

12
管内新規開業事業所数
（累計）

事業所

200

目標数値：2022年に1,200事業所をめざす
2020年の参考年間目標の設定はなし

新型コロナウイルス感染症の影響により、地方移住への関
心度が高まる一方、現地での見学会等の実施が困難である
中、オンラインを活用したセミナーなどを実施したが、参
考年間目標を達成できなかった。引き続き、関係機関連携
による取組を推進し、目標数値の達成をめざす。

1,220

(2015～
2016年
平均)

(2017年度)

89

6

126

14 新規就農数（累計） 経営体 14

市町や農業法人と連携・協働の上、新規就農の相談活動を
実施したが、参考年間目標を達成できなかった。引き続
き、関係機関連携による取組を推進し、目標数値の達成を
めざす。

15

農村型小規模多機能自
治地域ビジョン策定地
区数（累計）

地区 －

策定作業を２地区で進めたが、新型コロナウイルス感染症
の影響により調整機会が減少したことで１地区では策定に
至らず、参考年間目標を達成できなかった。引き続き、ビ
ジョン策定支援とともに、新規取組地区の掘り起こしを実
施し、目標数値の達成をめざす。

16

子どもたちが農業、農
村、歴史、生態系につ
いて学習する取組を行
う組織数（累計）

組織

16 新型コロナウイルス感染症の影響により、受け入れ側とな
る組織が、取組の実施などを控えたため、参考年間目標を
達成できなかった。今後は、新型コロナの感染状況を踏ま
え取組を推進し、目標数値の達成をめざす。

18

地元の高校卒業者で就
職した者のうち、地元
に就職した者の割合

％ 44

新型コロナウイルス感染症の影響により、地元就職への機
運向上とともに地元商工会等との連携による「地元の産
業・企業セミナー」などの取組を実施したことで、参考年
間目標を達成した。引き続き、関係機関連携の取組を推進
し、目標数値の達成をめざす。

17

食育事業（きょうと食
いく先生派遣事業）の
取組への参加者数

人 572

新型コロナウイルス感染症の影響により、学校の休校や、
感染拡大防止のため、集合学習を控える学校もあり、参考
年間目標を達成できなかった。今後は、オンライン活用も
検討して取組を推進し、目標数値の達成をめざす。
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2019 2020 2021 2022
R1 R2 R3 R4

上段：参考年間目標
下段：実績数値

備　考

2 4 6 8

6 15

38 58 78 98

33 39

－ － － 1,200

－ －

210 440 700 960

99 171

29 44 59 74

24 35

2 3 4 5

1 2

34 54 76 100

26 31

650 700 750 800

840 308

50 50 50 50

48 52.3
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３ 他の計画の改定に伴い変更 

した指標 
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  総合計画に掲げている数値目標のうち、他の計画に位置付けられた目標数値を

本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその

計画が改定された場合は、改定後の計画で位置づけられた目標数値に置き換える

ものとしている。 

計画改定により指標を変更したものは、以下のとおり。 

 
 

＜⑥男性も女性も誰もが活躍できる社会＞ 

 ３ 府庁の女性管理職の割合 

  基準値 目標数値 

参考年間目標 

2019 2020 2021 2022 

R1 R2 R3 R4 

（変更前） 
17.0 

（2019 年度） 

18 

（2020 年度） 
― 18 ― ― 

（変更後） 
15.1 

（2019 年度） 

19 

（2023 年度） 
15 16 17 18 

 
【変更理由】 

「京都府における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」（平成

28 年度～平成 31 年度（令和元年度））の改定（2019 年度）に伴い、基準値等を

見直したため 
 
 

＜⑯しなやかで災害に強い地域＞ 

 ４ 府内の住宅耐震化率 

  
基準値 

（2018 年度） 

目標数値 

（2023 年度） 

参考年間目標 

2019 2020 2021 2022 

R1 R2 R3 R4 

（変更前） 85 91 86 87 88 89 

（変更後） 87 91 － 88 － － 

 
【変更理由】 

「京都府建築物耐震改修促進計画（平成 28 年度～平成 37 年度）｣の改定（2020

年度）に伴い、基準値等を見直したため 
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４ 京都府民の意識調査 
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「京都府民の意識調査」の概要 
 
 

１ 目的 

  既存の統計資料では測定できない「子育てのしやすさ」「働きやすさ」といった

府民の生活実感を測ることや、府政運営の方向性が府民の意識とかけ離れたものに

なっていないかなどを点検することを目的として実施するもの。 
 

２ 調査対象及びその抽出の考え方 

（１）調査対象 

京都府内在住の満 20歳以上の府民 4,900人（無作為抽出による） 

（２）抽出に当たっての考え方 

京都府の人口構成（平成 27年実施の国勢調査による）に比例するように 3,000

人を市町村別、性別、年齢層別に配分。更に、抽出数が少ないことによって調査

精度が低下することを防ぐため、亀岡市以北の市町に 1,100人、向日市、長岡京

市、京田辺市、木津川市並びに乙訓郡及び相楽郡の町村に 800人を人口構成に比

例させて追加配分。 
 

３ 調査方法 

郵送による無記名アンケート形式 

 

４ 調査時期 

５月 

 

５ 調査項目 

  全 53項目(調査に関する項目が 48、属性に関する項目が 5) 

 

６ 回収状況 

回収数 2,143件のうち、白票を除いて 2,141件の有効回収があり、44.3％の有効

回収率を得た。 

※4,900件の内、64件の不達があり、4,836件を配付数として有効回収率を算出。 
 

７ その他 

回答の集計に当たっては、国勢調査の人口構成（市町村別、性別、年齢階層別）と

比例するように、補正を行っている。 
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○ 結果の概要 

2021年度の調査は、新型コロナウイルス感染症による府民生活への影響を点検す

るため、京都府総合計画の数値目標に活用している意識調査項目（10項目）に、感

染症の影響度を確認する設問を追加して実施。 

府民からの意見では、多くの感染症の影響への指摘が出されているが、中には感

染症が社会にもたらした変化についてプラスの側面を肯定的に捉える意見も寄せら

れている。 

 
 

＜前年度から数値が減少した主な指標＞               （単位：％） 

質問項目 2020年度 2021年度  

5 子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合 90 86 （－4） 

10 
趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じるものがある
高齢者の割合 

73 69 （－4） 

11 家族の介護に負担や苦痛を感じていない人の割合 56 52 （－4） 

18 
今の社会（家庭・職場・地域社会などのさまざまな場）は、性別によ
ってやりたいことが制限されていると思わない人の割合 

49 45 （－4） 

26 地域の祭りや伝統行事などに参画している人の割合 42 35 （－7） 

 

 

＜前年度から数値が上昇した主な指標＞                            （単位：％） 

質問項目 2020年度 2021年度  

12 
住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らしやすい体制（医療、
福祉のほか社会生活全般）が十分に整っていると思う人の割合 

58 62 （＋4） 

13 
日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他について、差別、 
虐待、誹謗中傷などにより不快な思いをしたことのない人の割合 

79 84 （＋5） 

43 
住んでいる地域（市町村）について、個性や魅力を感じている人の割

合 
61 65 （＋4） 

44 
仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才能や 
知識、技量などが十分に発揮できていると思う人の割合 

51 56 （＋5） 

45 将来かなえたい夢や実現したい目標がある人の割合 63 67 （＋4） 
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＜新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

※質問の回答を選択するにあたって新型コロナウイルス感染症の影響を受けた人の割合      （単位：％）                                                              

 

（感染症の影響への主な指摘） 

 ・地域や学校の行事がなくなったことによる人との交流機会の減少や、遊びが制限 

されたことについての子供達への影響が心配。 

 ・立ち会い出産の禁止や学校行事への参加者制限など父親の育児参加が減少し、子 

育ての喜びを感じる機会が減少しているとともに、母親への負担が心配。 

 ・コロナの影響で文化芸術活動を行う施設が閉鎖されており、ストレスを発散でき 

る場所が失われている。 

 ・コロナの影響により接触機会が減少したことで、情報の伝達や意見の取りまとめ 

に苦労している。 

・祇園祭り等、三大祭りや伝統行事が中止になっている。 

・拝観の中止により寺社の財政状況が悪化し、文化財の保存や修復に影響が出てい 

ないか心配。 

 

（感染症の影響を肯定的に捉えた主な意見） 

・散歩に出ることがきっかけで、健康づくりを意識するようになった。 

・家族の大切さと守るべき存在のあることの大切さを改めて実感できた。 

・家でも楽しめる新しい趣味を見つけるきっかけとなった。 

・リモートワークやオンラインイベント、クラウドファンディングなど新しいライ 

フスタイルに希望を感じる。 

・行事が減ったことにより、出席する場を選択できることで、気持ちが楽になった。 

質問項目 影響度（※） 

1 住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思うか。 25 

4 子育てに喜びや楽しみを感じているか。 18 

5 子育ての悩みを気軽に相談できる人がいるか。 17 

10 
趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じるものがある

か。 
33 

13 
日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他について、差別、虐待、

誹謗中傷などにより不快な思いをしたことがあるか。 
3 

16 ユニバーサルデザインを知っているか。 2 

18 
今の社会（家庭・職場・地域社会などのさまざまな場）は、性別によ

ってやりたいことが制限されていると思うか。 
8 

21 
地域のさまざまな課題に対応する団体（自治会、NPOなど）の活動に

参画しているか。 
14 

28 
京都府では歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守られ、活

用されていると思うか。 
24 

44 
仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才能や知

識、技量などが十分に発揮できていると思うか。 
17 
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京都府民の意識調査結果一覧

1
住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思
う人の割合 79 83 81 83

2 マタニティマークを知っている人の割合 75 78 77

3 「きょうと育児の日」を知っている人の割合 4 4 4

4 子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合 96 96 93

5 子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合 90 90 86

6 子どもが、将来に夢を持っていると思う親の割合 83 82 80

7
子どもの有無にかかわらず、子どもの社会体験活動へ
の協力など、何らかの形で子どもに関する活動に参画
している人の割合

32 30 29

8
規則正しい食事や運動など、健康づくりに取り組んで
いる人の割合 74 79 76

9
病気やけがで困ったときに気軽に相談できるかかりつ
け医がいる人の割合 71 69 66

10
趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じ
るものがある高齢者の割合 73 73 69

11 家族の介護に負担や苦痛を感じていない人の割合 49 52 56 52

12
住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らしやす
い体制（医療、福祉のほか社会生活全般）が十分に整
っていると思う人の割合

54 57 58 62

13
日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他につい
て、差別、虐待、誹謗中傷などにより不快な思いをし
たことのない人の割合

81 79 84

14
この１年の間にインターネット（フェイスブックやツ
イッターなど）によって、いじめ、誹謗中傷をされた
ことのない人の割合

98 98 98 99

15
人権侵害を受けたときに相談できる窓口を知っている
人の割合 26 26 26

16 ユニバーサルデザインを知っている人の割合 60 60 62

17
キャリアアップや趣味に関する生涯学習等に取り組ん
でいる人の割合 34 37 39

18
今の社会（家庭・職場・地域社会などのさまざまな場）
は、性別によってやりたいことが制限されていると思
わない人の割合

57 49 49 45

19
障害のある人とない人がともに交流したり、活動する
場に参加している人の割合 16 16 16

（単位：％）

質　問　項　目
2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度
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質　問　項　目
2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

20
外国人や留学生との交流の機会に参加したことがある
人の割合 8 8 8

21
地域のさまざまな課題に対応する団体（自治会、NPO
など）の活動に参画している人の割合 29 26 26

22
府や市町村の実施する府民協働の取組や、事業提案・
パブリックコメントに対する意見提出など、行政の
さまざまな取組に何らかの形で参画している人の割合

6 4 4

23 困ったときに気軽に頼れるご近所さんがいる人の割合 58 57 55

24
プロスポーツをテレビやネットではなく、会場で観戦
したいと思う人の割合 58 56 54

25
地域のスポーツイベントや、スポーツ振興につながる
取組に参加している人の割合 18 18 15

26 地域の祭りや伝統行事などに参画している人の割合 46 42 35

27
住んでいる地域で、地域の文化・芸術活動が活発に行
われていると思う人の割合 45 53 45 46

28
京都府では歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体
で守られ、活用されていると思う人の割合 81 85 84 83

29
明治以来初めての省庁移転として、文化庁の京都への
早期移転を実現することが東京一極集中の是正や日本
の文化振興の一助になると思う人の割合

65 70 71 68

30
住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の
割合 42 46 43 46

31
西陣織や丹後ちりめん、京焼・清水焼などの伝統工芸
品を日常生活で使っている人の割合 27 27 27

32
住んでいる地域（市町村）で、観光資源が活用されて
いると思う人の割合 53 48 50

33 仕事にやりがいや生きがいを感じている人の割合 75 74 75 75

34
希望する「働き方」（正社員、派遣社員、パート、
アルバイト、自営など）で働くことができている人
の割合

81 79 84 86

35
生鮮食品を購入するとき、府内産農林水産物であるこ
とを重視して選択する人の割合 33 36 34

36
地震や大雨などによる災害に備えて、避難場所の確認
や非常持ち出し品の備蓄などを行っている人の割合 50 50 49

37
地域の防犯、防災、交通安全活動などに取り組んでい
る人の割合 29 30 28

38
住んでいる地域（市町村）が優れたまちなみや景観、
自然環境に恵まれていると思う人の割合 73 68 70 70

39
節電や公共交通機関の優先利用、環境負荷の少ない商
品の優先購入といったエコな暮らし方を実践している
人の割合

60 61 61
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質　問　項　目
2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

40
省エネの取組や太陽光発電などの再生可能エネルギー
の導入が暮らしやすさに繋がると思う人の割合 71 74 74

41
住んでいる地域に、最寄りの診療機関またはかかりつ
け医へ行くための交通手段（電車、バス等）が十分に
整っていると思う人の割合

71 69 66 68

42
住んでいる地域に、社会生活を送るのに必要な基盤
（学校、病院、買い物の場、就業の場などや公共交
通機関）が十分に整っていると思う人の割合

69 79 76 76

43
住んでいる地域（市町村）について、個性や魅力を感
じている人の割合 54 64 61 65

44
仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持って
いる才能や知識、技量などが十分に発揮できていると
思う人の割合

53 52 51 56

45 将来かなえたい夢や実現したい目標がある人の割合 64 63 67

46 これからも京都府に住み続けたいと思う人の割合 91 92 91 91

47
住んでいる地域の環境が、以前に比べて良くなってき
ていると思う人の割合 40 38 39 42
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京都府民の意識調査結果＜経年比較＞ 
※経年比較のグラフには、京都府がめざす社会の状況に近い選択肢を選んだ人の割合を掲載 

 

［問１］ 住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思う人の割合 

 
 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「そう思う」「どちらかというとそう思う」と回答した人の内訳  

受けていない 28.3% あまり受けていない 34.3% 

少し受けている 12.9% 受けている 7.6% 

 

■「そう思わない」「どちらかというとそう思わない」と回答した人の内訳 

受けていない 6.1% あまり受けていない 6.6% 

少し受けている 2.6% 受けている 1.6% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 学校、地域の行事等がなくなった 

⚫ 習い事、イベントが中止になった 

⚫ 学校が休校になっている     など 

 

 

 

［問２］ マタニティマークを知っている人の割合 

 

 

 

 

 

27.6 %

32.9 %

30.2 %

32.1 %

51.3 %

49.7 %

50.9 %

51.3 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

74.5 %

77.6 %

77.1 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

知っている
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［問３］「きょうと育児の日」を知っている人の割合 

 

 

 

 

［問４］子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合 

 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「感じている」「どちらかというと感じている」と回答した人の内訳 

受けていない 18.8% あまり受けていない 14.0% 

少し受けている 7.6% 受けている 6.3% 

 

■「感じていない」「どちらかというと感じていない」「現在子育てをしていない」 

と回答した人の内訳 

受けていない 35.2% あまり受けていない 13.5% 

少し受けている 2.5% 受けている 2.1% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 子どもと外出できる場所、遊べる場所が制限される 

⚫ 常にコロナ感染に気をつけないといけないため不安 

⚫ 立ち合い出産が制限されるなど、父親の育児参加が遅れ母親の負担が 

大きくなっている   など

3.9 %

4.2 %

3.9 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

知っている

62.4 %

63.8 %

59.5 %

33.6 %

32.5 %

33.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

感じている

どちらかというと

感じている
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［問５］子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合 

 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「たくさんいる」「いる」と回答した人の内訳 

受けていない 37.2% あまり受けていない 31.9% 

少し受けている 10.6% 受けている 5.5% 

 

■「いない」と回答した人の内訳 

受けていない 8.5% あまり受けていない 4.9% 

少し受けている 0.8% 受けている 0.6% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 相談できる人と直接会って話せない 

⚫ 気軽に人と会えない 

⚫ 緊急事態宣言で在宅勤務となり、専業主婦世帯と関わりが持てた  

など 

 

 

 

［問６］子どもが、将来に夢を持っていると思う親の割合 

18.0 %

17.6 %

9.8 %

71.5 %

72.8 %

76.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

たくさんいる

いる

34.9 %

33.5 %

32.8 %

47.7 %

48.0 %

47.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う
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［問７］子どもの有無にかかわらず、子どもの社会体験活動への協力など、何らかの形で子

どもに関する活動に参画している人の割合 

 

 

 

 

［問８］規則正しい食事や運動など、健康づくりに取り組んでいる人の割合 

 

 

 

 

 

［問９］病気やけがで困ったときに気軽に相談できるかかりつけ医がいる人の割合 

 

 

5.5 %

4.5 %

3.9 %

26.6 %

25.8 %

24.6 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参画している

参画している

13.9 %

16.3 %

13.7 %

60.4 %

63.1 %

61.9 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

よく取り組んでいる

取り組んでいる

3.5 %

3.9 %

2.7 %

67.7 %

64.7 %

63.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

たくさんいる

いる
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［問 10］趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じるものがある高齢者の割合 

 

 
 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞  

■「たくさんある」「ある」と回答した人の内訳 

受けていない 20.9% あまり受けていない 20.6% 

少し受けている 13.3% 受けている 15.4% 

 

■「ない」と回答した人の内訳 

受けていない 14.0% あまり受けていない 11.7% 

少し受けている 2.2% 受けている 1.9% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 緊急事態宣言で店舗や施設が休業している 

⚫ 人が集まれずイベント等が中止になっている 

⚫ 趣味や地域の活動が制限される       など 

 

 

 

［問 11］家族の介護に負担や苦痛を感じていない人の割合 

 

 

9.2 %

7.4 %

7.3 %

63.4 %

65.9 %

61.6 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

たくさんある

ある

26.0 %

27.4 %

29.4 %

28.1 %

22.7 %

24.6 %

26.3 %

23.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

感じていない

どちらかというと

感じていない
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［問 12］住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らしやすい体制（医療、福祉のほか社

会生活全般）が十分に整っていると思う人の割合 

 

 

 

 

［問 13］日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他について、差別、虐待、誹謗中傷な

どにより不快な思いをしたことのない人の割合 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「ない」と回答した人の内訳 

受けていない 64.1% あまり受けていない 17.6% 

少し受けている 0.5% 受けている 0.2% 

 

■「よくある」「ある」と回答した人の内訳 

受けていない 10.4% あまり受けていない 5.4% 

少し受けている 1.0% 受けている 0.8% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 差別や偏見を恐れて医院に行くことが心配 

⚫ 感染に対する恐怖心から同調圧力の強まりを感じる  など

9.8 %

8.9 %

7.8 %

7.5 %

44.3 %

47.7 %

49.9 %

54.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

81.3 %

78.7 %

83.6 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

ない
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［問 14］この１年の間にインターネット（フェイスブックやツイッターなど）によって、い

じめ、誹謗中傷をされたことのない人の割合 

 

 

［問 15］人権侵害を受けたときに相談できる窓口を知っている人の割合 

 

 

［問 16］ユニバーサルデザインを知っている人の割合 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「知っている」「言葉だけなら知っている」と回答した人の内訳 

受けていない 51.1% あまり受けていない 13.1% 

少し受けている 0.9% 受けている 0.1% 

 

■「知らない」と回答した人の内訳 

受けていない 27.1% あまり受けていない 7.1% 

少し受けている 0.3% 受けている 0.3% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ ユニバーサルデザインが推進されているが、コロナの影響を踏まえたデザイ

ンのあり方には課題が多く、対応が難しくなっている 

⚫ 接触が制限されるなど、平時と違った生活を送っているから  など 

97.9 %

98.4 %

98.1 %

98.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

ない

24.7 %

24.9 %

25.2 %

1.1 %

0.8 %

0.3 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

知っている

実際に相談した

ことがある

33.7 %

32.1 %

34.6 %

25.8 %

27.7 %

27.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

知っている

言葉だけなら

知っている
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［問 17］キャリアアップや趣味に関する生涯学習等に取り組んでいる人の割合 

 

 

 

［問 18］今の社会（家庭・職場・地域社会などのさまざまな場）は、性別によってやりたい

ことが制限されていると思わない人の割合 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「そう思わない」「どちらかというとそう思わない」と回答した人の内訳 

受けていない 31.8% あまり受けていない 11.3% 

少し受けている 1.2% 受けている 0.4% 
 

■「そう思う」「どちらかというとそう思う」と回答した人の内訳 

受けていない 31.5% あまり受けていない 17.9% 

少し受けている 3.4% 受けている 2.5% 
 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 在宅勤務ができるようになった 

⚫ 休校や在宅ワーク時の家庭の負担（子どものオンライン学習の補助や食事の準備

等）はほとんど女性側が担っている 

⚫ 女性が仕事と家庭を両立しやすいとは言えない   など 

 

 

［問 19］障害のある人とない人がともに交流したり、活動する場に参加している人の割合 

 

 

 

 

 

4.2 %

5.8 %

6.7 %

29.3 %

31.0 %

31.9 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく取り組んでいる

取り組んでいる

27.5 %

19.9 %

18.9 %

21.8 %

29.4 %

29.2 %

30.0 %

23.3 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思わない

どちらかというと

そう思わない

3.6 %

1.8 %

4.0 %

12.6 %

13.9 %

11.7 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参加している

参加している
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［問 20］外国人や留学生との交流の機会に参加している人の割合 

 
 

 

［問 21］地域のさまざまな課題に対応する団体（自治会、ＮＰＯなど）の活動に参画してい

る人の割合 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「よく参画している」「参画している」と回答した人の内訳 

受けていない 8.8% あまり受けていない 6.7% 

少し受けている 5.3% 受けている 6.4% 

 

■「参画していない」と回答した人の内訳 

受けていない 57.0% あまり受けていない 13.1% 

少し受けている 1.6% 受けている 1.1% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 色々な地域行事が中止になっている 

⚫ 会合や総会ができず、活動が制限されている 

⚫ コロナの影響による変更事項や意見の取りまとめに苦労している など 

 

 

［問 22］府や市町村の実施する府民協働の取組や、事業提案・パブリックコメントに対する

意見提出など、行政のさまざまな取組に何らかの形で参画している人の割合

1.1 %

1.8 %

1.8 %

6.7 %

6.6 %

5.7 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参加している

参加している

4.5 %

3.4 %

3.5 %

24.0 %

23.0 %

22.1 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参画している

参画している

0.6 %

0.5 %

0.5 %

5.8 %

3.0 %

3.8 %

0% 10% 20% 30%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参画している

参画している
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［問 23］困ったときに気軽に頼れるご近所さんがいる人の割合 

 

 

 

 

 

［問 24］プロスポーツをテレビやネットではなく、会場で観戦したいと思う人の割合 

 

 
 

 

 

 

［問 25］地域のスポーツイベントや、スポーツ振興につながる取組に参加している人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 %

3.9 %

3.7 %

53.6 %

53.3 %

51.3 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

たくさんいる

いる

25.8 %

25.3 %

26.0 %

32.2 %

30.6 %

28.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

3.0 %

2.3 %

2.3 %

15.1 %

15.6 %

12.6 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参加している

参加している
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［問 26］地域の祭りや伝統行事などに参画している人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 27］住んでいる地域で、地域の文化・芸術活動が活発に行われていると思う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 28］京都府では歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守られ、活用されていると

思う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 
 

■「そう思う」「どちらかというとそう思う」と回答した人の内訳 

受けていない 36.9% あまり受けていない 25.0% 

少し受けている 8.4% 受けている 12.9% 
 

■「そう思わない」「どちらかというとそう思わない」と回答した人の内訳 

受けていない 9.6% あまり受けていない 4.4% 

少し受けている 1.5% 受けている 1.3% 
 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ 祇園祭り等、三大祭りや伝統行事が中止になっている 

⚫ 寺社の拝観が制限されている 

⚫ 文化財の見学や祭りなどのイベントが中止されているから   など 

5.6 %

4.7 %

4.0 %

40.6 %

37.4 %

30.8 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく参画している

参画している

9.9 %

10.1 %

6.8 %

7.3 %

35.3 %

42.7 %

37.9 %

39.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

23.5 %

28.5 %

25.1 %

25.5 %

57.4 %

56.4 %

58.4 %

57.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う
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［問 29］明治以来初めての省庁移転として、文化庁の京都への早期移転を実現することが東

京一極集中の是正や日本の文化振興の一助になると思う人の割合 

 

 

 

 

［問 30］住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の割合 

 

 

 

 

 

［問 31］西陣織や丹後ちりめん、京焼・清水焼などの伝統工芸品を日常生活で使っている人

の割合 

 

27.3 %

26.4 %

26.4 %

26.1 %

37.2 %

43.6 %

44.7 %

41.9 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

9.5 %

9.1 %

7.5 %

8.2 %

32.6 %

37.2 %

35.4 %

38.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

3.0 %

4.3 %

4.8 %

24.3 %

22.7 %

22.6 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく使っている

使っている
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［問 32］住んでいる地域（市町村）で、観光資源が活用されていると思う人の割合 

 

 

 

 

 

［問 33］仕事にやりがいや生きがいを感じている人の割合 

 

 

 

 

［問 34］希望する「働き方」（正社員、派遣社員、パート、アルバイト、自営など）で働くこ

とができている人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.3 %

11.8 %

11.1 %

37.6 %

36.5 %

39.2 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

30.7 %

24.3 %

29.5 %

27.5 %

44.3 %

49.4 %

45.7 %

47.1 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

感じている

どちらかというと

感じている

54.6 %

50.9 %

53.7 %

56.1 %

26.8 %

28.5 %

30.2 %

29.6 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

できている

どちらかというと

できている
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［問 35］生鮮食品を購入するとき、府内産農林水産物であることを重視して選択する人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 36］地震や大雨などによる災害に備えて、避難場所の確認や非常持ち出し品の備蓄など

を行っている人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 37］地域の防犯、防災、交通安全活動などに取り組んでいる人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.9 %

6.9 %

6.5 %

25.5 %

28.9 %

27.2 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

重視している

どちらかというと

重視している

2.5 %

2.9 %

1.4 %

26.1 %

26.7 %

26.7 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

2019年度

2020年度

2021年度

よく取り組んでいる

取り組んでいる

3.2 %

2.9 %

4.0 %

46.9 %

47.4 %

45.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

よく行っている

行っている
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［問 38］住んでいる地域（市町村）が優れたまちなみや景観、自然環境に恵まれていると思

う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 39］節電や公共交通機関の優先利用、環境負荷の少ない商品の優先購入といったエコな

暮らし方を実践している人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 40］省エネの取組や太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入が、暮らしやすさに繋

がると思う人の割合 

 

17.5 %

20.4 %

20.5 %

53.3 %

53.2 %

53.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

25.6 %

19.0 %

18.5 %

18.9 %

47.3 %

49.2 %

51.2 %

51.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

5.8 %

6.5 %

6.2 %

54.5 %

54.7 %

54.6 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

よく実践している

実践している
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［問 41］住んでいる地域に、最寄りの診療機関またはかかりつけ医へ行くための交通手段（電

車、バス等）が十分に整っていると思う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 42］住んでいる地域に、社会生活を送るのに必要な基盤（学校、病院、買い物の場、就

業の場などや公共交通機関）が十分に整っていると思う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［問 43］住んでいる地域（市町村）について、個性や魅力を感じている人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.4 %

30.2 %

29.7 %

30.8 %

30.2 %

38.4 %

35.8 %

36.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

27.4 %

35.8 %

32.6 %

33.2 %

41.9 %

42.8 %

43.1 %

42.9 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

15.3 %

19.9 %

17.7 %

18.3 %

38.7 %

43.8 %

43.2 %

46.2 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

感じている

どちらかというと

感じている
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［問 44］仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才能や知識、技量などが

十分に発揮できていると思う人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜回答の選択における新型コロナウイルス感染症の影響度＞ 

■「そう思う」「どちらかというとそう思う」と回答した人の内訳 

受けていない 26.7% あまり受けていない 18.1% 

少し受けている 5.9% 受けている 5.9% 

 

■「そう思わない」「どちらかというとそう思わない」と回答した人の内訳 

受けていない 26.0% あまり受けていない 12.7% 

少し受けている 2.4% 受けている 2.3% 

 

【少し受けている、受けていると回答した主な理由】 

⚫ コロナの影響を受けて仕事が減っている 

⚫ コロナ対策によって行動や活動が制限される 

⚫ 会社が在宅勤務の環境を整えるきっかけになった  など 

 

 

 

［問 45］将来かなえたい夢や実現したい目標がある人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.7 %

9.6 %

8.8 %

55.2 %

53.5 %

57.9 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度

2020年度

2021年度

たくさんある

ある

10.8 %

11.8 %

11.1 %

11.0 %

42.0 %

40.4 %

39.6 %

45.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う
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［問 46］これからも京都府に住み続けたいと思う人の割合 

 

 

 

 

［問 47］住んでいる地域の環境が、以前に比べて良くなってきていると思う人の割合 

 

 

 

 

［参考］住んでいる地域の人口は、今と比べて増えた方がよいと思う人の割合 

 

61.4 %

56.3 %

57.2 %

56.2 %

29.7 %

35.3 %

33.3 %

35.0 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

そう思う

どちらかというと

そう思う

8.5 %

8.5 %

8.8 %

8.4 %

31.9 %

29.3 %

30.1 %

33.1 %

36.9 %

37.5 %

39.4 %

39.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

よくなってきている

どちらかというとよく

なってきている

変わっていない

39.1 %

38.0 %

32.9 %

33.1 %

56.4 %

57.4 %

62.1 %

62.8 %

4.5 %

4.6 %

5.1 %

4.1 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

増えたほうがよい

今のままでよい

減ったほうがよい
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年齢層により集計値に大きな差が認められたもの 
年齢別集計値のうち、全体集計値と比べて 15ポイント以上の差があるものを掲載 

 

［問２］マタニティマークを知っている人の割合 

 

 

 
 

［問９］病気やけがで困ったときに気軽に相談できるかかりつけ医がいる人の割合 

 

 

 
 

［問 11］家族の介護に負担や苦痛を感じていない人の割合 

 

80.1%

87.3%

80.5%

67.3%

97.0%

60.7%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

58.4%

52.2%

56.4%

57.2%

73.9%

86.0%

66.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

61.6%

56.0%

45.8%

44.4%

51.0%

69.3%

51.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上
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［問 16］ユニバーサルデザインを知っている人の割合 

 

 

 

 

［問 21］地域のさまざまな課題に対応する団体（自治会、ＮＰＯなど）の活動に参画してい

る人の割合 

 

 

 

 

［問 23］困ったときに気軽に頼れるご近所さんがいる人の割合 

 

 

77.1%

67.5%

72.3%

52.6%

84.0%

38.7%

62.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

16.3%

22.2%

24.4%

37.2%

37.5%

5.9%

25.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

48.5%

53.2%

52.7%

61.6%

65.7%

39.6%

55.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上
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［問 30］住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の割合 

 

 

 

 

［問 31］西陣織や丹後ちりめん、京焼・清水焼などの伝統工芸品を日常生活で使っている人

の割合 

 

 

 

 

［問 34］希望する「働き方」（正社員、派遣社員、パート、アルバイト、自営など）で働く

ことができている人の割合 

 

56.3%

48.9%

45.8%

36.8%

36.1%

62.1%

46.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

22.4%

30.3%

33.9%

44.3%

11.8%

9.8%

27.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

88.5%

90.1%

88.4%

89.8%

87.5%

66.6%

85.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上
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［問 35］生鮮食品を購入するときに、府内産農林水産物であることを重視して選択する人の割合 

 

 

 

 

［問 36］地震や大雨などによる災害に備えて、避難場所の確認や非常持ち出し品の備蓄など

を行っている人の割合 

 

 

 

 

［問 44］仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている才能や知識、技量などが

十分に発揮できていると思う人の割合 

 

27.8%

25.3%

37.7%

36.3%

48.6%

17.4%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

53.3%

44.4%

52.5%

55.3%

53.3%

34.0%

49.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

57.6%

58.5%

58.1%

53.5%

75.5%

40.4%

56.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上
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居住する地域により集計値に大きな差が認められたもの 
居住する地域別集計値のうち、全体集計値と比べて 15ポイント以上の差があるものを掲載 

 

［問２］マタニティマークを知っている人の割合 

 

 

 

［問 16］ユニバーサルデザインを知っている人の割合 

 

 

 

［問 26］地域の祭りや伝統行事などに参画している人の割合 

 

81.0%

79.5%

70.0%

59.8%

59.0%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

64.3%

65.0%

61.2%

48.6%

41.1%

62.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

27.3%

34.1%

49.0%

45.1%

56.9%

34.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域
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［問 30］住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の割合 

 

 

 

［問 35］生鮮食品を購入するとき、府内産農林水産物であることを重視して選択する人の割合 

 

 

 

［問 41］住んでいる地域に、最寄りの診療機関またはかかりつけ医へ行くための交通手段（電

車、バス等）が十分に整っていると思う人の割合 

 

 

46.2%

45.9%

53.8%

29.3%

20.1%

11.6%

46.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

31.2%

31.9%

44.0%

39.2%

52.5%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

64.2%

78.4%

38.5%

35.9%

33.1%

67.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域
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［問 42］住んでいる地域に、社会生活を送るのに必要な基盤（学校、病院、買い物の場、就

業の場などや公共交通機関）が十分に整っていると思う人の割合 

 

 

 

［問 43］住んでいる地域（市町村）について、個性や魅力を感じている人の割合 

 

 

 

［参考］住んでいる地域の人口は、今と比べて増えた方がよいと思う人の割合 

 

75.0%

84.4%

50.6%

56.3%

35.4%

76.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

66.8%

69.0%

53.7%

39.2%

44.3%

64.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域

32.0%

25.4%

50.5%

61.4%

77.8%

33.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

山城地域

京都市域

南丹地域

中丹地域

丹後地域
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1 0.139 0.373 ○1 0.268

2 0.265 -0.171 0.126

3 0.228 0.124 0.176

4 0.508 ○4 0.192 0.081

5 0.387 ○7 0.193 0.098

6 0.362 ○8 0.217 0.093

7 0.327 ○11 0.187 -0.002

8 0.244 0.106 0.025

9 0.109 0.145 0.061

10 0.536 ○2 0.118 0.129

11 -0.020 0.074 0.124

12 0.174 0.245 0.335 ○2

13 -0.121 0.163 0.199

14 -0.144 -0.197 0.208

15 0.277 0.120 0.083

定住意向等と各質問項目との相関分析

○相関係数は、「なんらかの関係の有無と強弱」を示すものであり、－１から＋１までの値をとる。
　本調査では、次の基準で相関の有無を示す。
　　　－1.0 < γ < －0.3 ： （負の相関が）ある
　　　－0.3 < γ < ＋0.3 ：  相関はほとんどない
　　　＋0.3 < γ < ＋1.0 ： （正の相関が）ある

○次の３つの質問項目における肯定的な回答と表中の45の質問項目における肯定的な回答の相関度により、
　相関性のあるものに○印を付し、相関が強い項目を上位として数字を付した。
　　　問45　将来かなえたい夢や実現したい目標があるか
　　　問46　これからも京都府に住み続けたいと思うか
　　　問47　住んでいる地域の環境は、以前に比べてよくなってきていると思うか

質　　問　　項　　目

問 45 問 46 問 47

γ値 相関性 γ値

病気やけがで困ったときに気軽に相談できるかかりつけ医
がいる人の割合

相関性 γ値 相関性

住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思う人
の割合

マタニティマークの認知度

「きょうと育児の日」の認知度

子育てに喜びや楽しみを感じている親の割合

子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合

子どもが、将来に夢を持っていると思う親の割合

子どもの有無にかかわらず、子どもの社会体験活動への協
力など、何らかの形で子どもに関する活動に参画している
人の割合

規則正しい食事や運動など、健康づくりに取り組んでいる
人の割合

趣味や地域貢献活動など、やりがいや生きがいを感じるも
のがある高齢者の割合

家族の介護に負担や苦痛を感じていない家族介護者の割合

住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らしやすい体
制（医療、福祉のほか社会生活全般）が十分に整っている
と思う人の割合

日々の生活の中で、身体の状況、性別、その他について、
差別、虐待、誹謗中傷などにより不快な思いをしたことの
ない人の割合

この１年の間にインターネット（フェイスブックやツイッ
ターなど）によって、いじめ、誹謗中傷をされたことのな
い人の割合

人権侵害を受けた際に相談できる窓口を知っている人の割
合
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質　　問　　項　　目

問 45 問 46 問 47

γ値 相関性 γ値 相関性 γ値 相関性

16 0.353 ○9 -0.105 0.078

17 0.577 ○1 -0.021 0.064

18 -0.120 0.082 0.099

19 0.308 ○13 -0.017 0.049

20 0.522 ○3 -0.103 -0.045

21 0.142 0.257 -0.019

22 0.292 0.151 -0.142

23 0.136 0.266 0.100

24 0.196 0.073 0.004

25 0.203 0.179 -0.011

26 0.266 0.305 ○3 0.027

27 0.232 0.127 0.139

28 0.173 0.231 0.225

29 0.146 0.212 0.139

30 0.248 0.148 0.418 ○1

31 0.114 0.228 -0.121

32 0.239 0.157 0.177

33 0.457 ○5 0.274 0.132

34 0.314 ○12 0.153 0.118

35 0.118 0.082 -0.047

地域のさまざまな課題に対応する団体（自治会、NPOな
ど）の活動に参画している人の割合

ユニバーサルデザインの認知度

キャリアアップや趣味に関する生涯学習等に取り組んでい
る人の割合

今の社会（家庭・職場・地域社会などのさまざまな場）
は、性別によってやりたいことが制限されていると思わな
い人の割合

障害のある人とない人がともに交流したり、活動する場に
参加している人の割合

外国人の友人や留学生との交流がある人の割合

仕事にやりがいや生きがいを感じている人の割合

府や市町村の実施する府民協働の取組や、事業提案・パブ
リックコメントに対する意見提出など、行政のさまざまな
取組に何らかの形で参画している人の割合

困ったときに気軽に頼れるご近所さんがいる人の割合

プロスポーツをテレビやネットではなく、会場で観戦した
いと思う人の割合

地域のスポーツイベントや、スポーツ振興につながる取組
に参加している人の割合

地域の祭りや伝統行事などに参画している人の割合

住んでいる地域で、地域の文化・芸術活動が活発に行われ
ていると思う人の割合

京都府では歴史的な文化遺産や文化財などが社会全体で守
られ、活用されていると思う人の割合

明治以来初めての省庁移転として、文化庁の全面的な京都
移転が決定したことが、東京一極集中の是正や日本の文化
振興の一助になると思う人の割合

住んでいる地域に、にぎわいや活気があると思う人の割合

西陣織や丹後ちりめん、京焼・清水焼などの伝統工芸品を
日常生活で使っている人の割合

住んでいる地域（市町村）で、観光資源が活用されている
と思う人の割合

希望する「働き方」（正社員、派遣社員、パート、アルバ
イト、自営など）で働くことができている人の割合

生鮮食品を購入する際、府内産農林水産物であることを重
視して選択する人の割合
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質　　問　　項　　目

問 45 問 46 問 47

γ値 相関性 γ値 相関性 γ値 相関性

36 0.243 -0.011 0.028

37 0.246 0.093 -0.013

38 0.207 0.272 0.285

39 0.282 0.082 0.080

40 0.222 0.129 0.121

41 0.206 0.188 0.226

42 0.286 0.214 0.327 ○4

43 0.346 ○10 0.347 ○2 0.330 ○3

44 0.443 ○6 0.104 0.212

参
考

0.036 0.161 -0.090
住んでいる地域の人口は、今と比べて増えたほうがよいと
思う人の割合

地震や大雨などによる災害に備えて、避難場所の確認や非
常持ち出し品の備蓄などを行っている人の割合

地域の防犯、防災、交通安全活動などに取り組んでいる人
の割合

住んでいる地域（市町村）が優れたまちなみや景観、自然
環境に恵まれていると思う人の割合

節電や公共交通機関の優先利用、環境負荷の少ない商品の
優先購入といったエコな暮らし方を実践している人の割合

省エネの取組や太陽光発電などの再生可能エネルギーの導
入が暮らしやすさに繋がると思う人の割合

住んでいる地域に、最寄りの診療機関またはかかりつけ医
へ行くための交通手段（電車、バス等）が十分に整ってい
ると思う人の割合

住んでいる地域に、社会生活を送るのに必要な基盤（学
校、病院、買い物の場、就業の場などや公共交通機関）が
十分に整っていると思う人の割合

住んでいる地域（市町村）について、個性や魅力を感じて
いる人の割合

仕事をはじめ社会的な生活を営む上で、自分の持っている
才能や知識、技量などが十分に発揮できていると思う人の
割合
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